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 事業の概要 
1.1 背景 
原子力施設のほとんどの機器の構成部品には、数多くの一般産業用工業品が使用されている。 
令和 2 年から施行された、「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基

準に関する規則」（第三十四条）によれば、「原子力事業者等は、保安活動の重要度に応じて、調

達物品等の供給者及び調達物品等に適用される管理の方法及び程度を定めなければならない。こ

の場合において、一般産業用工業品については、調達物品等の供給者等から必要な情報を入手し

当該一般産業用工業品が調達物品等要求事項に適合していることを確認できるように、管理の方

法及び程度を定めなければならない。」と定められている。 
ここで、一般産業用工業品の技術評価については、原子力事業者等が供給者から情報を入手し

て自ら行うか、供給者に評価を依頼するルールとなっている（同規則の解釈）。技術評価項目のう

ち、一般的な要求事項（耐熱性、耐食性、強度等）は一般産業と同等であり、なんら問題ないが、

全ての原子力施設に共通で、かつ、基本的な要求事項である耐放射線性の技術評価に課題がある。 
一般産業用工業品は、放射線環境下での使用は想定されておらず、供給者から必要な情報（耐

放射線性）を入手するのは困難である。また、原子力事業者等の依頼があっても、限られた数量

の需要しかない原子力産業向けの用途で、供給者が必要な情報（耐放射線性）を新たに取得する

ことも考え難い。 
このような状況のまま、一般産業用工業品について、供給者に依存して協力を強いれば、供給

を拒否される可能性が高く、原子力機器の構成部品の調達が困難になることにより、原子力施設

の保安に支障が生じるおそれがある。たとえ、納入時の協力が免責されても、納入後のフォロー

が厳しいとの不安があるため、供給者の中には原子力向けの製品提供を拒否する風潮が広がって

おり、サプライチェーンが劣化している（図 1.1-1 参照）。 
また、今後、原子力発電所の再稼働に伴う設備更新及び廃止措置に伴う設備解体が活発になる

と、炉内構造物や使用済みイオン交換樹脂を代表とする様々な高線量廃棄物が発生するため、ま

すます、放射線環境下での一般産業用工業品の需要及び技術評価の要求が高まると予想される。 
このため、原子力事業者等が、放射線環境下の一般産業用工業品の特性を、供給者に成り代わ

って評価できる状況にしていくことは、サプライチェーンが劣化している原子力業界の持続にと

って大変重要な目標である。 
本事業では、一般産業用工業品の中で、全ての原子力施設に多数存在し、放射線に弱い構成部

品であるセンサ類について注目し、放射線下の性能を検証するプロセスを実践して放射線環境下

での使用指針を作成する。 
一般産業用工業品であるセンサ類の使用指針ができることにより、原子力事業者等及び原子力

メーカの自律性が高まり、一般産業用工業品メーカの原子力業界への不安が払拭され、センサ提

供を拒否している風潮が緩和され、サプライチェーンの維持、ひいては全産業界の強化につなが

る（図 1.1-2 参照）。 
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図 1.1-1 従来のサプライチェーン 

 
 

 
 

図 1.1-2 使用指針を活用したサプライチェーン 
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1.2 一般産業用工業品の使用指針の必要性 
日本原子力研究開発機構殿において、機器・材料の耐放射線性データに関する以下の代表的な

文献がある。 
① 耐放射線性機器・材料データベースの構築・整備（1993 年）[1]  
② 高放射線環境で使用される機器・材料類の耐放射線特性データ集（2008 年）[2]  
③ 各種高分子材料の耐放射線性; 実使用環境模擬の劣化評価（2010 年）[3]  

 
これらの文献等の耐放射線性データは、主に機器の構成部品に関するデータであり、購入品の

放射線による耐久性を評価するためには、構成部品を調査し、どの部品が耐放射線性の観点で律

速になるかを検討する必要がある。従って、構成部品が複雑なセンサ類等については、組み込ま

れている構成部品の詳細が分かる供給者（センサメーカ）に評価を依頼する必要がある。供給者

の中には原子力事業者向けの製品提供を拒否する風潮が広がっており、供給者に依存して協力を

強いれば、サプライチェーンがさらに劣化するおそれがある。 
そこで、本事業において、原子力事業者及び原子力メーカでも一般産業用工業品であるセンサ

類の技術評価が可能な使用指針を作成し、原子力事業者等、原子力メーカ及び一般産業用工業品

メーカの協力体制を構築することで、センサメーカの原子力業界への不安が払拭され、サプライ

チェーンの維持、ひいては全産業界の強化につながるものと考えられる。 
 
1.3 本事業でセンサ類を対象とする理由 
一般に、装置を製作する際の購入品は、駆動源（電動モータ、油圧シリンダ）、電気系（ケーブ

ル、端子台）、制御系（センサ類）である。このうち、駆動源（電動モータ）、電気系は、絶縁材

の耐放射線性が問題となる。絶縁材に使用する素材については、既に耐放射線性データが多数蓄

積されている。例えば、電動モータは標準仕様で絶縁種が選定できるものが購入可能であり、絶

縁種を適切に選択することで電動モータは高い耐放射線性を得ることができる。油圧シリンダは

絶縁性能ではなく、作動油の照射による劣化が問題になる。一般に、耐放射線性作動油を購入す

ることが可能であり、それを選定することにより油圧シリンダは高い耐放射線性が得られる。駆

動源、電気系については、構造がセンサ類に比べて単純なこと、使用条件に応じたオプションが

用意されていることから、高い耐放射線性を得るうえでの障壁は少ない。 
一方、制御系に関わるセンサ類は、駆動源と比べて電子部品、接着剤、リード線、絶縁材等、

多くの構成部品から成るため、絶縁材の劣化のみならず、半導体の照射による劣化等複合的な要

因により耐放射線性が決まる。構成部品が多く量産品であるため、個々の照射による劣化要因に

対して特注の生産に応じてもらうことは、コスト・納期・保守の観点で得策ではない。仮に初期

設置時には特注に応じてもらえたとしても、保守交換時に再製作に応じてもらえるとは限らず、

サプライチェーンの現状を鑑みると、実際に生産に応じてもらえないことの方が多い。 
また、弊社の社内試験として実施したレーザスキャナの照射試験では、5 基のセンサ類に対し

て放射線を照射した結果、センサ類が故障するまでの集積吸収線量のばらつきが比較的小さいこ

とが分かっている。従って、同一の製品であれば再現性があるため、試験によって製品の耐放射

線性データを得られる可能性がある。 
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以上のことから、本事業では、センサ類に着目して一般産業用工業品の使用指針を定めること

としている。 
 
1.4 使用指針の適用例 
廃棄物取扱施設のような比較的低線量環境下において、一般産業用工業品のセンサ類を適用し

た場合の交換頻度の評価に適用することができる。また、ホットラボ、廃止措置等、線源に接近

した位置にセンサ類を設置する必要がある作業環境においても同様に交換頻度の評価に適用する

ことができる。 
特注のセンサ類を使用している既存施設においては、本使用指針に基づいた一般産業用工業品

のセンサ類に交換することにより、入手性（コスト、納期）が向上するため、保守性を向上させ

ることができる。 
 
1.5 目的 
原子力事業者等が、放射線環境下の一般産業用工業品の特性を供給者に成り代わって評価でき

る状況にすることは、サプライチェーンが劣化している原子力業界にとって大変重要な目標であ

る。従って、一般産業用工業品の中で、全ての原子力施設に多数存在し、放射線に弱い構成部品

であるセンサ類について注目し、耐放射線性に関するデータ（照射データ）を整理したうえで、

機器へのセンサ類の適用方法を検討し、使用指針を作成することが重要である。 
本事業では、代表的なセンサの耐放射線性に関するデータを取得し整理することで、使用指針

の作成に資することを目的とする。 
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 全体計画の策定 
2.1 概要 
放射線環境下の一般産業用工業品の使用指針を作成するためには、一般産業用工業品の耐放射

線性に関するデータ（照射データ）を取得する必要がある。指針作成までの業務フローを図 2.1-1
に示す。一般産業用工業品の使用指針の作成に必要な期間は、6 年程度と考えられる。一般産業

用工業品の使用指針作成のための 6 ヵ年の実施計画及び令和 6 年度の実施内容について後述す

る。 
また、令和 2 年度から令和 5 年度までの成果概要について示す。 
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図 2.1-1 指針作成までの業務フロー 

一般産業用工業品（センサ類）の使用環境検討 

照射試験用センサの選定 

機器へのセンサ類適用方法検討 

センサ類のカスタマイズ（遮へい体装着等） 

照射データ取得※ 

機器の作動試験及び適合性評価 

一般産業用工業品の使用指針作成 

学協会等による公的規格化へ 

技術委員会による 

レビュー 

センサ類の照射試験（基礎データ取得） 

指針作成までの範囲 

令和 6年度の範囲 

センサ類の照射試験（追加データ取得）※ 

令和 5年度までの範囲（実施済） 

※令和 5年度までに 

一部実施 

令和 6年度の範囲 



 

7 

2.2 6 ヵ年の実施計画 
放射線環境下の一般産業用工業品の使用指針は、以下の手順にて、センサ類の耐放射線性に関

するデータを取得したうえで作成する必要がある。 
 
2.2.1 一般産業用工業品の照射データ取得 

 センサ類の使用環境検討及び照射試験用センサ類の選定 
一般産業用工業品（センサ類）の使用環境を検討する。また、センサ類の耐放射線性に関し

て文献等によりデータの有無を調査し、有効なデータが無いセンサ類を照射試験の対象として

選定する。 
 

 センサ類の照射試験 
照射試験対象として選定したセンサ類に対して放射線を照射し、耐放射線性に関するデータ

を取得する。 
 

 センサ類のカスタマイズ及び照射データ取得 
センサ類への遮へい体の装着等により、放射線環境下用に簡単にカスタマイズする手法を試

みる。カスタマイズしたセンサ類に対して照射データを取得する。 
 
2.2.2 一般産業用工業品の使用指針作成 

 機器へのセンサ類適用方法検討 
センサ類の特性データ及びカスタマイズ手法に基づいて、センサ類の機器への適用方法を検

討する。 
 

 機器の作動試験及び適合性評価 
センサ類を搭載した機器の作動試験を行い、適合性を評価する。 

 
 一般産業用工業品の使用指針作成 
以上のプロセスを取り纏めて、一般産業用工業品（センサ類）の使用指針を作成する。 

 
以上より、放射線環境下の一般産業用工業品の使用指針を作成するまでには、6 年程度かか

るものと考えられる。令和 2 - 7 年度の 6 ヵ年の実施スケジュールを表 2.2-1 に示す。 
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表 2.2-1 令和 2 -7 年度の実施スケジュール 

実施項目 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

令和 7 

年度 

1.一般産業用工業品の照射データ取得       

1)センサ類の使用環境検討 

及び照射試験用センサ類の選定 

      

2)センサ類の照射試験       

3)センサ類のカスタマイズ（遮へい体

装着等）及び照射データ取得 

      

2.一般産業用工業品の使用指針作成       

1)機器へのセンサ類適用方法検討 
      

2)機器の作動試験及び適合性評価       

3)一般産業用工業品の使用指針作成       

 
2.3 令和 2 年度の実施内容 

令和 2 年度は、6 ヵ年の実施計画を踏まえて、センサ類の耐放射線性調査及び照射試験による

センサ類の耐放射線性に関するデータの取得を実施した[4] 。令和 2 年度の実施内容の詳細につい

て以下に示す。 
 
2.3.1 センサ類の耐放射線性調査 
原子力施設で使用されている装置（クレーン、コンベア、台車、フォークリフト等）のセンサ

類を調査した。これらのセンサ類に対し、一般産業用工業品の耐放射線性について文献調査を行

い、耐放射線性データの有無の整理を行った。 
 
2.3.2 センサ類の照射試験 

 照射試験結果 
2.3.1 項で実施した耐放射線性データの有無の整理結果に基づき、有効なデータが無いセン

サ類の中から、今後の指針作成に資すると考えられるセンサ類を、照射試験対象として選定し

た。 
対象センサは光電センサ、近接センサ、トルクセンサ、測域センサの 4 種類とした。各セン

サについて吸収線量率、メーカの違い及び個体差によるばらつき（再現性）等の耐放射線性へ

の影響を考慮した試験条件にて、照射試験を実施した。令和 2 年度の照射試験結果を表 2.3-1
から表 2.3-4 に示す。 

  

技術委員会設立▼ 

追加 

照射試験 
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表 2.3-1 光電センサが正常に動作した時点までの集積吸収線量 

メーカ名 

吸収線量率 50Gy/h 吸収線量率 75Gy/h 吸収線量率 150Gy/h 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

A 社 
501 
511 
536 

516 
(SD:14.7) 

532 
517 
518 

522 
(SD:6.8) 

426 
393 
393 

404 
(SD:15.6) 

B 社 
790 
757 
879 

809 
(SD:51.5) 

719 
804 
719 

747 
(SD:40.1) 

498 
639 
578 

572 
(SD:57.7) 

C 社 
1045< 
1045< 
1045< 

1045< 
1070< 
1070< 
1070< 

1070< 
1710< 
1710< 
1710< 

1710< 

※ SD：標準偏差 
 

表 2.3-2 近接センサが正常に動作した時点までの集積吸収線量（吸収線量率 50Gy/h） 

メーカ名 集積吸収線量 
[Gy] 

平均集積吸収線量※ 
[Gy] 

D 社 813 
939 876 

E 社 
1072< 
1072< 
1072< 
1072< 

1072< 

※ 標準偏差は、D 社はサンプル数が 2、E 社は照射上限値でも

測定不能とならなかったため算出していない。 
 

表 2.3-3 トルクセンサが正常に動作した時点までの集積吸収線量（吸収線量率 50Gy/h） 

メーカ名 集積吸収線量 
[Gy] 

平均集積吸収線量 
[Gy] 

F 社 
306 
133 
133 

191 
(SD:81.6) 

G 社 
306 
306 
306 

306 
(SD:0) 

※ SD：標準偏差 
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表 2.3-4 測域センサ損傷時の集積吸収線量（吸収線量率 50Gy/h） 

メーカ名 集積吸収線量 
[Gy] 

平均集積吸収線量

[Gy] 

H 社 
278 
268 
238 

261 
(SD:17.0) 

I 社 
231 
278 
278 

260 
(SD:22.0) 

※ SD：標準偏差 
 

 課題 
令和 2 年度は、一般産業用工業品（センサ類）の耐放射線性に関して文献等によりデータの

有無を調査し、有効なデータが無いセンサ類に対して、照射試験を実施して耐放射線性に関す

るデータを取得した。今後、これらセンサ類の使用指針を作成するために、追加データの補充

や、センサ類に遮へい体を装着する等により、放射線環境下用に簡単にカスタマイズする手法

を試みる必要がある。ここでは、放射線環境下の一般産業用工業品の使用指針を作成するため

の今後の課題について以下に示す。 
 

1) 吸収線量率における影響評価 
光電センサに対して、吸収線量率をパラメータとして照射試験を実施し、吸収線量率が高

いほど、耐放射線性が低下するという結果が得られた。一般産業用工業品のセンサ類を使用

する環境としては、50Gy/h よりも低い環境であることが想定された。従って、令和 2 年度

に得られた結果は保守的（安全側）ではあるが、過大評価している可能性があった。 
 

2) 放射線の照射方向による影響評価 
メーカによる違いで、構成部品の配置等が異なり、耐放射線性に影響があると考えられた。

従って、センサへ照射させる向きによっては、センサが損傷するまでの集積吸収線量の結果

が変わる可能性も考えられた。 
 

3) 個体差のばらつき評価 
令和 2 年度の照射試験では、サンプル数が 3 であったため、ばらつきがそれほど大きくな

いことの確認はできたが、定量的に評価するまでには至らなかった。 
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2.4 令和 3 年度の実施内容 
令和 3 年度は、2.2 項に示した 6 ヵ年の実施計画及び 2.3 項に示した令和 2 年度の課題を踏ま

えて、放射線環境下の一般産業用工業品の使用指針作成に資するセンサ類の耐放射線性に関する

照射データの追加取得、センサ類のカスタマイズ及びその照射データ取得を実施した[5] 。令和 3
年度の実施内容の詳細について以下に示す。 

 
2.4.1 一般産業用工業品の照射データの追加取得 

 照射試験結果 
令和 3 年度に実施した照射データ取得の追加取得のための、光電センサ、近接センサ、トル

クセンサ、測域センサの照射試験結果を表 2.4-1 から表 2.4-4 に示す。 
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表 2.4-1 光電センサ照射試験結果 

No. 吸収線量率※1 
[Gy/h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
正常な動作を確認した時点 電圧が大きく低下した時点 

光 5-1 4.63 822< 

― 

343 
343 

(SD※4:6) 光 5-2 4.63 822< 337 

光 5-3 4.63 822< 351 

光 50-1 48.5 408 
427 

(SD※4:14) 

260 
283 

(SD※4:18) 光 50-2 49.9 439 278 

光 50-3 51.6 434 295 

光 100-1 102.1 429 

428 
(SD※4:25) 

297 

 
274 

(SD※4:15) 
 

光 100-2 112.2 427 276 

光 100-3 116.1 441 253 

光 100-4 116.0 441 266 

光 100-5 106.5 405 294 

光 100-6 97.4 409 304 

光 100-7 102.1 490 304 

光 100-8 112.2 427 294 

光 100-9 116.1 418 270 

光 100-10 116.0 395 258 

光 100-TB-1※2 106.5 426 
415 

(SD※4:18) 

257 
257 

(SD※4:1) 光 100-TB-2※2 97.4 428 258 

光 100-TB-3※2 97.4 390 256 

光 100-RL-1※3 97.4 370 
370 

(SD※4:16) 

343 
343 

(SD※4:6) 光 100-RL-2※3 97.4 390 337 

光 100-RL-3※3 97.4 351 351 

※1 アラニン線量計の測定結果から算出した値 
※2 TB：上下方向の照射試験結果 
※3 RL：左右方向の照射試験結果 
※4 SD：標準偏差 
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表 2.4-2 近接センサ照射試験結果 

No. 吸収線量率※1 
[Gy/h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
正常な動作を確認した時点 電圧が大きく低下した時点 

近 5-1 

4.63 

419※2 
684 

(SD※5:188) 

―※3 

― 近 5-2 817 ―※3 

近 5-3 817 ―※3 

近 50-1 48.5 1165 
1166 

(SD※5:42) 

1165※4 

1166 
(SD※5:42) 近 50-2 49.9 1217 1217※4 

近 50-3 51.6 1115 1115※4 

近 100-1 102.1 1082 

1252 
(SD※5:210) 

1082※4 

1207 
(SD※5:182) 

近 100-2 112.2 1571 1482 

近 100-3 116.1 1462 1265 

近 100-4 116.0 1485 1485※4 

近 100-5 106.5 1385 1385※4 

近 100-6 102.1 1143 1143※4 

近 100-7 112.2 1010 1010※4 

近 100-8 116.1 928 928※4 

近 100-9 116.0 1323 1160 

近 100-10 106.5 1129 1129※4 

※1 アラニン線量計の測定結果から算出した値 
※2 動作確認を 20Gy 毎で実施する前に正常に動作しなくなったため、測定不能となった

と考えられる集積吸収線量の範囲が 419 - 738Gy と広い。 
※3 非通電で照射試験を実施したため、出力電圧の連続取得は実施していない。 
※4 電圧の大きな変化がなかったため、正常に動作した時点までの集積吸収線量を記入し

ている。 
※5 SD：標準偏差 
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表 2.4-3 トルクセンサ照射試験結果 

No. 吸収線量率※1 
[Gy/h] 

照射時間 
[h] 

集積吸収線量 
[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

ト 5-1 

5.23 

105.96 554 
561※2 

(SD※4:7) ト 5-2 108.71 569 

ト 5-3 126.93 644< 

ト 50-1 

49.1 

4.00 196 
164 

(SD※4:46) ト 50-2 4.00 196 

ト 50-3 2.00 98※3 

ト 100-1 102 1.20 123 
127 

(SD※4:6) ト 100-2 114 1.20 136 

ト 100-3 102 1.20 123 

※1 アラニン線量計の測定結果から算出した値 
※2 ト 5-1、ト 5-2 より算出した。 
※3 動作確認を 20Gy 毎で実施する前に正常に動作しなくなったため、測定不能となった

と考えられる集積吸収線量の範囲が 98 - 196Gy と広い。 
※4 SD：標準偏差 
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表 2.4-4 測域センサ照射試験結果 

No. 吸収線量率※1 
[Gy/h] 

照射時間 
[h] 

集積吸収線量 
[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

測 5-1 

4.63 

42.90 199 
208 

(SD※2:7) 測 5-2 46.51 215 

測 5-3 45.19 209 

測 50-1 

47.9 

5.31 255 
260 

(SD※2:21) 測 50-2 4.97 238 

測 50-3 6.00 287 

測 100-1 

113 

2.25 255 

249 
(SD※2:8) 

 

測 100-2 2.28 258 

測 100-3 2.11 238 

測 100-4 2.18 246 

測 150-1 

150 

1.64 247 

253 
(SD※2:10) 

測 150-2 1.59 238 

測 150-3 1.66 250 

測 150-4 1.80 270 

測 150-5 1.75 262 

測 150-6 1.67 250 

※1 アラニン線量計の測定結果から算出した値 
※2 SD：標準偏差 
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 課題 
1) 低吸収線量率による影響評価 
令和 3 年度の試験では、光電センサ、近接センサ、トルクセンサは非通電で 5Gy/h の照射

試験を行った。この時、通電状態で試験を行った 50、100Gy/h と間に有意な差が確認され

た。一方で、5、50、100、150Gy/h の 4 種類の吸収線量率全てを通電状態で試験を行った測

域センサは有意な差は確認されなかった。 
従って、光電センサ、近接センサ、トルクセンサについては通電状態で 5Gy/h の照射を行

うことで、5Gy/h の時の試験結果の有意な差が通電非通電、もしくは吸収線量率による影響

なのかを明確にする必要がある。 
また、一般産業用工業品のセンサ類を使用する環境としては、50Gy/h よりも低い環境であ

ることが想定されるため、5Gy/h 以下で通電状態における耐放射線性データを取得する必要

があった。 
 

2) 非照射時の回復効果による影響 
令和 3 年度の照射試験では、夜間や休日は照射試験を中断して実施した。例えば、光電セ

ンサでは、故障の予兆と考えられる出力電圧の低下が確認されていたものが、夜間や休日明

けには、出力電圧が正常値付近まで上昇する事象や、短くなっていた検出距離が長くなる事

象が確認された。この事象により、センサが故障するまでの時間が連続照射時に比べて長く

なっている可能性が考えられた。また、試験において、近接センサの正常に動作しなくなる

までの集積吸収線量のばらつきが大きかったが、集積吸収線量が高かったセンサは、低かっ

たセンサに比べて、照射日数が長かった。従って、集積吸収線量が高かったセンサは、夜間

や休日時の非照射時の回復効果により、センサの寿命が延びたため、ばらつきが大きくなっ

た可能性が考えられた。従って、非照射時の回復効果による影響を確認する必要があった。 
 

3) 設計で使用する集積吸収線量の上限値評価 
センサ類の使用可能な集積吸収線量の上限値を設計値として設定する場合には、使用する

施設または装置の安全上の重要性、使用環境、使用方法等を考慮して、使用可能な集積吸収

線量を決定する必要がある。例えば、安全上の重要度が高い施設でセンサを使用する場合に

は、本試験結果から設定した使用可能な集積吸収線量の上限値にさらに裕度を考慮する必要

がある。一方、安全上の重要度が低い施設でありセンサの故障が容認される場合には、経済

性を考慮して、平均集積吸収線量を上限値とする考え方もある。また、センサを二重化する

設計とした場合も使用可能な集積吸収線量を高めに設定することが可能である。従って、裕

度を考慮した使用可能な集積吸収線量の上限値は、照射試験により得られた故障前の予兆、

個体差のばらつきを基に、使用する施設または装置の安全上の重要性、使用環境、使用方法

等を考慮して、使用可能な集積吸収線量を設計値として設定する必要がある。そこで、使用

指針を作成するためには、今後、設計で使用する集積吸収線量の設定方法について、有識者

委員会を設立して審議する必要がある。 
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2.4.2 センサ類のカスタマイズ及び照射データ取得 
 照射試験結果 
センサ類の外側に遮へい体を装着し、カスタマイズしたセンサ類に対して照射データ取得を

行った。光電センサ及び測域センサのカスタマイズ照射試験結果を表 2.4-5 及び表 2.4-6 に示

す。 
 

表 2.4-5 カスタマイズした光電センサの照射試験結果 

No. 吸収線量率 
[Gy/h] 

照射時間※1 
[h] 

集積 
吸収線量※2 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

【参考】 
カスタマイズしない

状態での平均集積 
吸収線量[Gy] 

光 100-カ-1 94.1 5.60 527 
606 

(SD※3 :76.7) 
428 

(SD※3 :25) 光 100-カ-2 111 6.40 710 

光 100-カ-3 112 5.20 582 

※1 照射時間は、電圧が 0V となった時点の直前の動作確認の時間としている。 
※2 センサを設置した位置での空間線量率を用いた値 
※3 SD：標準偏差 

 
表 2.4-6 カスタマイズした測域センサの照射試験結果 

No. 吸収線量率 
[Gy/h] 

照射時間 
[h] 

集積 
吸収線量※1 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

【参考】 
カスタマイズしない

状態での平均集積 
吸収線量[Gy] 

測 150-カ-1 150 3.25 488 
441 

(SD※2 :35.6) 
253 

(SD※2 :10) 測 150-カ-2 150 2.88 432 

測 150-カ-3 150 2.68 402 

※1 センサを設置した位置での空間線量率を用いた値 
※2 SD：標準偏差 
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 遮へい解析コードを用いた遮へい評価結果 
光電センサ及び測域センサの遮へい解析結果を表 2.4-7 及び表 2.4-8 に示す。一部、測定値

と計算値が、20%を超えるセンサあったが、概ね 20%以内の誤差となった。 
 

表 2.4-7 光電センサ（カスタマイズ）の本解析結果 
測定位置 センサ番号 測定値[Gy/h] 計算値[Gy/j] 比率 

遮へい体外側 
光 100-カ-1 94.1 118.7 1.26 
光 100-カ-2 111 118.3 1.07 
光 100-カ-3 112 118.7 1.06 

遮へい体内側 
光 100-カ-1 74.6 81.1 1.09 
光 100-カ-2 77.7 81.2 1.04 
光 100-カ-3 87.4 80.9 0.93 

 
 

表 2.4-8 測域センサ（カスタマイズ）の本解析結果 
測定位置 センサ番号 測定値[Gy/h] 計算値[Gy/j] 比率 

遮へい体外側 
測 150-カ-1 258.7 296.2 1.15 
測 150-カ-2 293.9 296.5 1.01 
測 150-カ-3 306.3 296.0 0.97 

遮へい体内側 
測 150-カ-1 49.0 58.6 1.20 
測 150-カ-2 50.3 58.4 1.16 
測 150-カ-3 54.8 58.2 1.06 

 
 課題 
1) カスタマイズしたセンサ類の追加データ取得 
センサ類の耐放射線性を向上させるために、光電センサ及び測域センサをカスタマイズ

（遮へい体を装着）して照射試験を実施し、MCNP コードを用いた解析結果との比較評価を

実施した。その結果、カスタマイズした光電センサの解析結果について、一部の評価位置を

除いて、測定値と約 10%以内の誤差で一致する結果となった。また、カスタマイズした測域

センサの解析結果について、測定値と 20%以内の誤差で一致する結果となった。 
令和 3 年度の照射条件においては、MCNP コードを用いた解析による評価が可能と考え

られるが、照射条件により結果が異なる可能性があった。そこで、令和 3 年度とは異なる複

数の試験条件で耐放射線性データを追加取得し、評価を実施する必要があった。 
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2.5 令和 4 年度の実施内容 
令和 4 年度は、2.4 項に示した令和 3 年度の課題を踏まえて、放射線環境下の一般産業用工業

品の使用指針作成に資するセンサ類の耐放射線性に関する照射データの追加取得、センサ類のカ

スタマイズ及びその照射データ取得を実施した[6] 。令和 4 年度の実施内容の詳細について以下に

示す。 
 
2.5.1 一般産業用工業品の照射データの追加取得 

(1) 照射試験結果 
令和 4 年度に実施した照射データ追加取得のための、光電センサ及び近接センサの照射試験

結果を表 2.5-1 及び表 2.5-2 に示す。 
 

表 2.5-1 光電センサの照射試験結果 

No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
故障した時点 不具合発生前の時点 

1 4.38 618 

701 
(SD※1 :148) 

600 

617 
(SD※1:14) 

2 4.42 659 624 
3 4.43 692 625 
4 4.49 634 634 
5 4.45 629 611 
6 4.38 1122 618 
7 4.42 589 589 
8 4.43 767 625 
9 4.49 670 634 
10 4.45 629 611 

※1 SD：標準偏差 
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表 2.5-2 近接センサの照射試験結果 

No. 
入力 
電圧 

吸収線量率 
[Gy/h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均 
集積 

吸収線量 
[Gy] 

故障時の 
様子 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均 
集積 

吸収線量 
[Gy] 

故障を確認した時点 不具合発生前の時点 

1 

12 

4.38 702>※1 

802※3 
(SD※4 :76) 

検知不良 702>※1 

789※3 
(SD※4:78) 

2 4.42 779 検知不良 762 
3 4.43 763 検知不良 745 
4 4.49 756 検知不良 747 
5 4.45 749 検知不良 741 
6 4.38 702>※1 検知不良 702>※1 

7 4.42 779 検知不良 762 
8 4.43 710>※1 検知不良 710>※1 

9 4.49 983 
出力電圧 
低下 

977 

10 4.45 802 検知不良 785 
11 

24 

4.43 1426<※2 

1012※5 

― 1426< 
1289 

(SD※4:209) 
12 4.49 1447<※2 ― 1447< 

13 4.45 1012 
出力電圧 

低下 
994 

※1 照射開始後初めての動作確認で検知状態から非検知時にした時、非検知時の出力電圧

が正常な値まで低下しないことを確認した。 
※2 検知不良及び出力電圧低下がみられなかったため、正常な動作を確認した照射時間を

記載している。 
※3 平均集積吸収線量は No.1,6,8 以外の値から算出した。 
※4 SD：標準偏差 
※5 No.11 及び 12 では故障が確認されなかったため、No.13 の値を記載している。 
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(2) 課題 
1) 高線量率領域における通電状態及び入力電圧の影響評価 
令和 4 年度までの照射試験結果から、低線量率領域における光電センサの通電状態の耐放

射線性への影響及び近接センサの入力電圧の影響を確認した。光電センサでは通電状態で照

射した場合、耐放射線性が低下することが確認された。また、近接センサでは 5Gy/h の試験

において入力電圧が低い場合、耐放射線性が低下することが確認された。 
そこで、高線量率領域においても同様か確認する必要があった。高線量率領域における各

センサの通電状態及び入力電圧の影響評価のため追加データを取得し、評価する必要があっ

た。 
 
2) 低線量率領域における通電状態及び入力電圧の影響評価 
令和 4 年度に通電状態で行った近接センサ 24V の試験では、1400Gy 以上照射した照射終

了時においても 3 台中 2 台で正常な動作が確認された。また、令和 3 年度の照射試験におい

ても光電センサの非通電状態の試験はセンサに異常が発生する前に照射終了となった。そこ

で、低線量率領域における通電状態及び入力電圧を評価するため、照射時間及び集積吸収線

量が十分に確保できるよう試験計画を策定し、追加データを取得する必要があった。また、

光電センサにおいては、検知時の出力電圧が上昇する前に瞬間的に低下するものも存在した。

令和 4 年度の照射試験では、データロガーの測定間隔が 10 秒であったため、瞬間的な電圧

低下が確認できなかった光電センサでも出力電圧上昇前に電圧低下が発生している可能性

もあった。出力電圧上昇直前の挙動を確認するために、測定間隔を短くしたうえで照射試験

を実施する必要があった。さらに、光電センサについては、低線量率領域における 24V の試

験も実施し、入力電圧の耐放射線性への影響を確認する必要があった。 
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2.5.2 カスタマイズしたセンサ類の追加データ取得 
(1) 照射試験結果 

センサ類の外側に遮へい体を装着し、カスタマイズしたセンサ類に対して照射データ取得を

行った。光電センサのカスタマイズ照射試験結果を表 2.5-3 及び表 2.5-4 に示す。 
 

表 2.5-3 カスタマイズした光電センサの照射試験結果（照射時間） 

No. 
照射時間※1 

[h] 

平均照射時間 
[h] 

【参考】照射時間※2 

（カスタイマイズ無し） 
[h] 

1 140.3 
150 

(SD※3 :17) 
158 

(SD※3 :34) 
2 135.7 
3 173.6 

※1 照射時間は出力電圧が 0V 付近まで低下した時間としている。 
※2 参考として 2.5.1 項の光電センサの照射時間の平均値を記載し

ている。 
※3 SD：標準偏差 

 
 

表 2.5-4 カスタマイズした光電センサの照射試験結果（みなし集積吸収線量） 

No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 

みなし集積 
吸収線量※1 

[Gy] 

平均 
みなし集積 
吸収線量 

[Gy] 

【参考】平均集積 
吸収線量※2 

（カスタイマイズ無し） 
[Gy] 

1 
4.45 

624 
667 

(SD※3:75) 
701 

(SD※3 :148) 
2 604 
3 772 

※1 センサを設置した位置でのアラニン線量計により測定した吸収線量率から算出

した値。 
※2 参考として 2.5.1 項の光電センサの集積吸収線量の平均値を記載している。 
※3 SD：標準偏差 
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(2) 遮へい解析結果 
光電センサの遮へい解析結果を表 2.5-5 に示す。照射試験の測定値と遮へい計算値は概ね

20%以内で一致した。 
 

表 2.5-5 遮へい解析結果 

測定位置 No. 
計算値 
[Gy/h] 

測定値 
[Gy/h] 

比率 

遮へい体外部 
1 4.82 5.50 0.88 
2 4.82 5.31 0.91 
3 4.82 5.73 0.84 

遮へい体内部 
1 2.91 2.49 1.17 
2 2.90 2.52 1.15 
3 2.90 2.60 1.12 

 
 

(3) 課題 
1) カスタマイズしたセンサ類の追加データ取得 
センサ類の耐放射線性を向上させるために光電センサをカスタマイズし、照射試験を実施

したうえで MCNP コードを用いた解析結果との比較評価を実施した。令和 3 年度までの照

射試験条件では、照射試験結果と遮へい解析結果が概ね 20%以内で一致することを確認した。

令和 4 年度も遮へい体外部及び内部で照射試験結果と遮へい解析結果が 20%以内で一致す

ることを確認した。また、遮へい体のカスタマイズに関して、試験条件によって遮へい効果

に違いがみられる。遮へい効果の違いは、線源・センサ・遮へい体の配置、吸収線量率及び

線源形状に由来すると考えられるため、今後は異なる照射試験条件での照射試験の実施、も

しくは異なる解析条件での遮へい解析の実施により、耐放射線性データを取得する必要があ

った。その後、適切な遮へい体のカスタマイズ要件及び手法を検討する必要がある。 
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2.6 令和 5 年度の実施内容 
2.6.1 一般産業用工業品の追加データ取得 

(1) 照射試験結果 
1) 通電状態及び入力電圧の影響評価のための照射試験結果 
光電センサ及び近接センサに対して、通電状態及び入力電圧の影響評価のために照射試験

を実施した。照射試験結果を表 2.6-1 から表 2.6-5 に示す[7]。 
 

表 2.6-1 光電センサ（5Gy/h・24V）の照射試験結果 

センサ No. 
吸収 
線量率 
[Gy/h] 

集積 
吸収 
線量 
[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

集積 
吸収 
線量 
[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
故障時の 
様子 

故障した時点 不具合発生前の時点 

光電 5_24V-1 4.66 164 

486 
（SD※3:202） 

301※1 

603※2 

（SD※3:73） 

出力電圧低下 
光電 5_24V-2 4.53 542 508 出力電圧低下 
光電 5_24V-3 4.30 534 534 出力電圧低下 
光電 5_24V-4 4.66 214 301※1 出力電圧低下 
光電 5_24V-5 4.59 570 570 出力電圧低下 
光電 5_24V-6 4.66 198 301※1 出力電圧低下 
光電 5_24V-7 4.53 653 635 検知異常 
光電 5_24V-8 4.30 682 672 出力電圧低下 
光電 5_24V-9 4.66 733 728 出力電圧低下 
光電 5_24V-10 4.59 570 570 出力電圧低下 
※1 動作確認開始前に出力電圧の低下が発生したが、1 回目の動作確認の照射時間を記載してい

る。 
※2 動作確認で正常に動作することを確認した No.1,4,6 以外から算出している。 
※3 SD：標準偏差 
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表 2.6-2 光電センサ（100Gy/h・12V）の照射試験結果 

センサ No. 
吸収 
線量率 
[Gy/h] 

集積 
吸収 
線量 
[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

集積 
吸収 
線量 
[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
故障時の 
様子 

故障を確認した時点 不具合発生前の時点 

光電 100_12V-1 96 567※1 

627 
（SD※2:45） 

567 

626 
（SD※2:46） 

出力電圧低下 
光電 100_12V-2 107 629※1 629 出力電圧低下 
光電 100_12V-3 114 563 556 出力電圧低下 
光電 100_12V-4 114 673※1 673 出力電圧低下 
光電 100_12V-5 106 628※1 628 出力電圧低下 
光電 100_12V-6 96 567※1 567 出力電圧低下 
光電 100_12V-7 107 650※1 650 出力電圧低下 
光電 100_12V-8 114 670※1 670 出力電圧低下 
光電 100_12V-9 114 695※1 695 出力電圧低下 
光電 100_12V-10 106 628※1 628 出力電圧低下 
※1 各照射時間の動作確認後、センサ本体の電源を入れなおすと検知状態の出力電圧が 0V 付近

まで低下した。 
※2 SD：標準偏差 

 
表 2.6-3 光電センサ（100Gy/h・非通電）の照射試験結果 

センサ No. 
吸収 
線量率 
[Gy/h] 

集積 
吸収 
線量 
[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

集積 
吸収 
線量 
[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
故障時の 
様子 

故障を確認した時点 不具合発生前の時点 

光電 100_非-1 96 1336 

1153 
（SD※1:80） 

1288 

1050 
（SD※1:94） 

出力電圧低下 
光電 100_非-2 107 1162 1055 出力電圧低下 
光電 100_非-3 114 1124 1010 出力電圧低下 
光電 100_非-4 114 1129 1015 出力電圧低下 
光電 100_非-5 106 1054 947 出力電圧低下 
光電 100_非-6 96 1144 1048 出力電圧低下 
光電 100_非-7 107 1055 948 出力電圧低下 
光電 100_非-8 114 1124 1010 出力電圧低下 
光電 100_非-9 114 1243 1129 出力電圧低下 
光電 100_非-10 106 1160 1054 出力電圧低下 
※1 SD：標準偏差  
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表 2.6-4 近接センサ（100Gy/h・12V）の照射試験結果 

センサ No. 
吸収 
線量率 
[Gy/h] 

集積 
吸収 
線量 
[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

集積 
吸収 
線量 
[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
故障時の 
様子 

故障した時点 不具合発生前の時点 

近接 100_12V-1 96 4480 

4064※1 

（SD※2:1423） 

2942 

3107 
（SD※2:851） 

出力電圧低下 
近接 100_12V-2 107 4966 3261 出力電圧低下 
近接 100_12V-3 114 5290 3473 出力電圧低下 
近接 100_12V-4 114 5313 3489 出力電圧低下 
近接 100_12V-5 106 4961 3258 出力電圧低下 
近接 100_12V-6 96 1904 1884 検知異常 
近接 100_12V-7 107 2100 2089 検知異常 
近接 100_12V-8 114 2248 2225 検知異常 
近接 100_12V-9 114 5313 3489 出力電圧低下 
近接 100_12V-10 106 4961 4961 故障せず 
※1 照射終了時点で異常が確認されなかった No.10 以外から算出した。 
※2 SD：標準偏差 
 
 

表 2.6-5 近接センサ（100Gy/h・非通電）の照射試験結果 

センサ No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 

不具合発生前の 
集積吸収線量 

[Gy] 

平均 
集積吸収線量 

[Gy] 

近接 100_非-1 96 2903 

3242 
（SD※1:195） 

近接 100_非-2 107 3218 
近接 100_非-3 114 3428 
近接 100_非-4 114 3443 
近接 100_非-5 106 3215 
近接 100_非-6 96 2903 
近接 100_非-7 107 3218 
近接 100_非-8 114 3428 
近接 100_非-9 114 3443 
近接 100_非-10 106 3215 

※1 SD：標準偏差 
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2) ドローンの照射試験 
ドローンの照射試験結果を表 2.6-6 に示す。また、照射中及び動作確認時の各項目の確認

結果を表 2.6-7 に示す。 
照射試験を実施したドローン 2 台は、照射開始後 5.5 時間（集積吸収線量 306Gy）までド

ローンに使用されている各種センサの測定値に異常な値は確認されなかった。しかし、操作

信号の受信エラーが確認された。照射終了後に行った詳細調査結果から、受信モジュールの

故障により、フライトコントローラからの通信ができない状態になったと考えられた。 
 

表 2.6-6 ドローンの照射試験結果 

No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 
集積吸収線量 

[Gy] 
1 

55.7 
5.24 292 

2 5.35 298 
 

表 2.6-7 照射中及び動作確認時の確認結果 
タイミング 確認対象 確認内容 確認結果 

照射中 

CCD センサ 
（カメラ） 

映像を確認できること。 異常なし 

送受信 
モジュール 

ドローンからの映像の送信及び地上局

からの操作信号の受信が問題なくでき

ること。 

No.1 は 292Gy、 
No.2 は 298Gy で 
受信エラーが発生 

動作確認時 

距離センサ 
（4 方向） 

センサを遮った時、概略距離が表示さ

れること。 
異常なし 

IMU（3 軸加

速度センサ 
及び 3 軸 
ジャイロ 
センサ） 

機体を手動で動かした時に値が変化す

ること。 
異常なし 

気圧センサ 
温度及び気圧に異常値が表示されない

こと。 
異常なし 

モータ 正常に動作すること。 異常なし 
PC との接続 映像及びログをPCへ転送できること。 異常なし 

 
(2) 課題 

照射試験結果に関する課題は委員会コメントを踏まえたものであるため、2.6.3 項にまと

めて記載する。 
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2.6.2 カスタマイズしたセンサ類の追加データ取得 
(1) 照射試験結果 

測域センサのカスタマイズ試験結果を表 2.6-8 に示す。令和 5 年度の試験条件ではカスタマ

イズによって測域センサが故障するまでの集積吸収線量が 1.95 倍となることが確認された。 
 

表 2.6-8 測域センサのカスタマイズ試験結果 

試験条件 
吸収 
線量率 
[Gy/h] 

照射時間 
[h] 

みなし 
集積吸収線量 

[Gy] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 
カスタマイズ 

4.77 
82.3 393 ― 

カスタマイズ無し 42.4 ― 202 
 
 

(2) 遮へい解析結果 
カスタマイズした測域センサの解析結果を表 2.6-9 に示す。遮へい解析結果と照射試験結果

は、遮へい体外部において約 20%以内で一致し、遮へい体内部において約 10%以内で一致する

結果となった。 
 

表 2.6-9 遮へい解析結果 

測定位置 
照射 
方向 

計算値 
[Gy/h] 

測定値 
[Gy/h] 

比率 
（計算値/測定値） 

遮へい体外部 
上方向 5.53 6.86 0.81 
前方 5.53 6.49 0.85 
後方 5.54 6.10 0.91 

遮へい体内部 
上方向 2.50 2.44 1.03 
前方 1.70 1.57 1.08 
後方 5.06 5.23 0.97 

 
 

(3) 課題 
カスタマイズ試験結果に関する課題は委員会コメントを踏まえたものであるため、2.6.3 項

にまとめて記載する。 
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2.6.3 第 1 回技術委員会の実施 
(1) 第 1 回技術委員会結果 
第一回技術委員会では、使用指針案の概要及びこれまでの照射試験結果について、委員へ報

告し、その内容について審議を行った。委員会での審議結果概要について、以下にまとめる。 
 

1) 使用指針概要 
技術委員会では、今後作成する使用指針案の概要について説明を行った。使用指針は、原

子力分野でのサプライチェーン維持のため、一般産業用工業品の使用のための耐放射線性評

価の考え方、また耐放射線性データ取得のための照射試験手法を規定するものである。 
技術委員会では主に二点のコメントを頂いた。一点目は、耐放射線性評価時の単位に関し

てであった。これまでの試験結果は、アラニン線量計の測定結果を基にセンサの故障時の集

積吸収線量を算出している。また、遮へい解析では、規格化した線源強度に空気の換算係数

をかけており、どちらも吸収線量（Gy）表記としている。一方で、原子力発電所放射線遮蔽

設計規定：JEAC4615-2020 の空間線量率の規定及び被ばく評価時には、一般的に実効線量

（Sv）を用いることが多い。使用指針として整備する際には、放射線の種類を考慮し、線量

の記載方針について検討した方が良いとコメントを頂いた。 
二点目は、既知の耐放射線性データがある場合の耐放射線性評価の考え方に関してであっ

た。既知の耐放射線性データの一例として、量子科学技術研究開発機構殿が所有する高分子

系材料・機器の放射線性データベースがある。しかし、このデータベースは実環境での使用

時の構成部品の耐放射線性の保証するものではない。また、既知の耐放射線性データについ

ては、試験方法が統一されていない、またはデータの取得時期が古すぎるため、信頼性が低

い場合がある。こうした場合には、既知の耐放射線性データを参考に、照射試験による耐放

射線性データの取得を要求される可能性もある。既知の耐放射線性データがある場合の具体

的な評価については、今後の技術委員会の中で課題を整理し、設計方針を検討したうえで、

使用指針への記載案を審議していく必要があった。 
 

2) 照射試験結果 
技術委員会では、これまでの本事業での試験結果及び成果についてご説明した。具体的な

成果は、一般産業用工業品のうちセンサに対する耐放射線性データの文献調査、代表センサ

に対する照射試験による耐放射線性データの取得、及びカスタマイズ照射試験である。技術

委員会では、吸収線量率、入力電圧及び照射停止時間等の試験条件の各センサの耐放射線性

への影響についてコメントを頂いた。また、こうした試験条件の耐放射線性への影響を評価

するために、故障メカニズムの解明及び故障箇所の分析が必要であるとコメントを頂いた。

令和 2 年度に各センサの故障原因調査を実施し一部センサの故障箇所を確認したが、具体的

な故障メカニズムの解明には至っていない。 
従って、今後放射線損傷したセンサの構成部品に対する電気特性試験等の追加の故障原因

調査、もしくは構成部品単位に対する照射試験により、耐放射線性の低い部品を明らかにし、

センサの故障メカニズムを解明する必要があった。 
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(2) 課題 
1) 故障原因調査の実施 

令和 5 年度までの照射試験結果から、各試験条件の耐放射線性への影響を評価した。測域

センサでは吸収線量率に依らず、耐放射線性のばらつきが小さいことを確認した。光電セン

サでは、吸収線量率に依らず、通電状態、入力電圧等の試験条件により耐放射線性が同様の

傾向で変化することを確認した。しかし、近接センサでは、入力電圧及び通電状態の耐放射

線性への影響が、吸収線量率により異なることを確認している。センサにより試験条件の耐

放射線性への影響が異なることを確認したが、故障メカニズムは明らかとなっていない。 
また、各センサを対象に、令和 2 年度に故障原因調査を実施した。しかし、令和 3 年度以

降の照射試験では、試験条件を変更しているため、故障箇所及び故障メカニズムが令和 2 年

度の故障原因調査結果と異なる可能性がある。つまり、故障箇所及び故障メカニズムの違い

により、故障時の挙動に差異が生じている可能性があると考えられた。 
技術委員会においても委員より、センサの構成部品に対する電気特性調査等の故障原因調

査を実施し、故障メカニズムを明らかにする必要があるとコメントを頂いた。 
従って、これまで照射試験及び故障原因調査を実施したセンサに対して、故障箇所特定の

ため追加調査を実施する必要があり、耐放射線性の低い部品及び故障メカニズムについて検

討する必要があると考えられた。 
 

2) 機器への適用性検討、作動試験の実施 
令和 5 年度までの照射試験により、耐放射線性データ取得のための照射試験手法を確認す

るとともに、複数のセンサの耐放射線性データを取得した。また、カスタマイズによる遮へ

い効果を確認し、遮へい解析との比較評価を実施した。 
令和 5 年度まで、センサ単体に対してカスタマイズを実施しているが、実際の使用環境で

は搬送装置等に設置されたセンサを対象にカスタマイズを実施する必要があると考えられ

た。 
また、令和 5 年度までの試験結果より、センサをカスタマイズする場合には遮へい体構造

等が課題となることが分かった。従って、センサを機器へ搭載する前に、実際の環境でカス

タマイズするための手法及び実機でのカスタマイズ試験の試験方法について検討し、その適

合性を調査する必要があると考えられた。 
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 令和 6 年度の実施内容 
3.1 耐放射線性データの追加取得 
令和 5 年度までの照射試験で得られた耐放射線性データにばらつきが確認されている。特にメ

ーカ間の影響については令和 2 年度に比較評価を実施したが、センサ構造等の違いによる耐放射

線性もしくは故障時の挙動の差異は確認されていない。そこで、ばらつきが大きいと評価された

メーカ間の耐放射線性の比較評価のため、耐放射線性データを追加取得した。 
 

3.2 簡易遮へい評価手法の適用方法検討 
令和 5 年度までの照射試験にてセンサに対してカスタマイズを行い、MCNP による遮へい解

析との比較評価を行ってきた。MCNP では概ね 20%以下の誤差でカスタマイズ時の吸収線量率

を再現できることを確認した。しかし、MCNP による評価では、照射試験結果と誤差が小さい方

が望ましい。令和 5 年度に実施した技術委員会の中で、MCNP と照射試験結果の誤差の要因とし

て、線量計特性があげられた。そこで、照射試験に用いるガラス線量計特性を評価した。 
また、一般産業用工業品の耐放射線性を評価する際にはより簡易的に評価できることが望まし

い。そこで、簡易遮へい評価手法について検討し、その適用性を評価した。 
 

3.3 故障原因調査の実施 
令和 5 年度までの照射試験結果から、放射線照射によるセンサの故障挙動を確認し、照射パラ

メータの耐放射線性への影響を評価した。光電センサにおいては、令和 2 年度の故障調査で、電

源回路部のトランジスタ及びダイオードに破損が確認された。ここで、光電センサ故障時には出

力電圧の低下及び検知異常等の故障挙動が確認されており、故障箇所の違いが故障挙動の違いに

影響を与えていると考えられるが、そのメカニズムについては明らかとなっていない。そこで、

追加照射試験を行い、各センサの故障原因調査を実施するとともに、センサの故障メカニズムの

検討を行った。 
 

3.4 カスタマイズしたセンサの作動試験の実施 
令和 5 年度までの照射試験では、センサ単体の耐放射線性データ取得及びカスタマイズを行っ

てきた。しかし、実環境では機器に付属するセンサを対象にカスタマイズを行い、耐放射線性を

向上させる必要がある。そこで、機器に付属するセンサへのカスタマイズを実施し、作動試験に

より適合性を評価した。 
 

3.5 技術委員会の実施 
使用指針案の作成に向けて、3.1 項から 3.4 項で取得した耐放射線性データ、簡易遮へい評価

手法の評価結果及び実機へのカスタマイズの適合性について技術委員会で審議を行った。 
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 耐放射線性データの追加取得 
4.1 概要 
令和 5 年度までに実施した照射試験の課題から、センサメーカ間の耐放射線性のばらつきを評

価するための試験条件（照射時間、吸収線量率、照射距離、試験回数等）、試験場所、試験スケジ

ュールを検討した。 
検討した試験条件に基づき、適切な照射試験場を選定するとともに、照射試験場にてセンサ類

の照射試験を実施した。試験は設定した吸収線量率で照射し、放射線によりセンサが正常に動作

しなくなった時点までの時間から集積吸収線量を求め、センサ類の耐放射線性データを取得した。 
 
4.2 照射試験条件 
照射試験用センサ類について、照射試験条件を設定した。照射試験条件を表 4.2-1 に示す。ま

た、各照射試験条件の詳細について以下に示す。 
 

表 4.2-1 照射試験条件 

センサ 
試験条件 最大 

照射時間 
[h] 

照射上限※1 
[Gy] 吸収線量率 

[Gy/h] 
電圧 
[V] 

サンプル数 

光電センサ 
50 24 5 40 2000 
100 24 5 20 2000 

近接センサ 
50 24 5 60 3000 
100 24 5 30 3000 

測域センサ 
50 24 3 8 400 
100 24 3 4 400 

※1 照射上限に達しても正常に動作していた場合は、動作確認間隔等を見直した

うえで、試験の進捗上可能であれば照射を継続した。 
 
4.2.1 対象センサ 

令和 2 年度の試験結果より光電センサではメーカ間での耐放射線性のばらつきが確認された。

一方で、近接センサ及び測域センサではメーカ間でほとんど耐放射線性のばらつきが確認され

なかった。そこで、メーカ間での耐放射線性への影響を確認するため、メーカ間で影響がみら

れたセンサ及びみられなかったセンサの両者の試験を行うこととした。追加データ取得対象セ

ンサとして、光電センサ、近接センサ及び測域センサを選定した。各センサについては、令和

2 年度の照射試験で耐放射線性が低いと評価されたメーカのセンサを対象に、令和 3 年度から

5 年度に照射試験パラメータの影響を評価したが、本年度は令和 2 年度の試験において耐放射

線性が高いと評価されたメーカのセンサを対象とした。 
光電センサの概略図を図 4.2-1 に、近接センサの概略図を図 4.2-2 に、測域センサの概略図

を図 4.2-3 に示す。  
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図 4.2-1 光電センサ概略図 

 
 
 

 
図 4.2-2 近接センサ概略図 

 
 
 

図 4.2-3 測域センサ概略図 
  

検出部 

検出部 

投受光部  

センサ前方 
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4.2.2 吸収線量率、照射上限 
令和2年度にメーカ間の耐放射線性比較のため、光電センサでは50Gy/h、75Gy/h、150Gy/h、

その他のセンサでは 50Gy/h の吸収線量率で耐放射線性データを取得した。また、令和 3 年度

から 5 年度の照射試験において、5Gy/h から 100Gy/h の吸収線量率で、その他の照射パラメー

タを変化させながら各センサの耐放射線性データを取得した。 
本照射試験では、使用指針案策定及びセンサ類の耐放射線性データ取得のための照射試験と

して、現実的に到達可能な照射上限を設定し、センサの故障する集積吸収線量を推定すること

を目的とした。 
光電センサ及び近接センサでは、吸収線量率の耐放射線性への影響が確認されているが、吸

収線量率によるばらつきのオーダは同程度であり、これまでの試験結果から吸収線量率の影響

を推定することができると考えられる。従って、効率的な耐放射線性データ取得のため、今回

の照射試験における吸収線量率を 50Gy/h 及び 100Gy/h と設定した。 
各センサ類の試験期間は、令和 5 年度までの照射試験結果から正常に動作しなくなるまでの

集積吸収線量を予想し、その最大集積吸収線量を照射上限とすることで、照射時間及び動作確

認頻度等を設定した。なお、基本的には連続照射とするが、試験場の都合により連続照射が不

可能な場合には、照射中断期間前後の合計照射線量が照射上限と設定した集積吸収線量になる

ように照射を実施した。 
各センサ類の照射上限について以下に示す。 
 

(1) 光電センサ 
本年度照射する光電センサは、令和 2 年度の通電状態での照射試験において、最大 1710Gy

でも故障が確認されず、正常に動作することを確認した。一方で、別メーカの光電センサに

関しても、令和 3 年度から 5 年度の照射試験のうち、通電状態で行った全ての試験条件にお

いて 1000Gy 以下で故障が確認された。 
この結果を踏まえて、本試験の照射条件として用いる照射線量の上限値を 2000Gy と設定

した。 
 

(2) 近接センサ 
本年度照射する近接センサは、令和 2 年度の照射試験において、1072Gy まで正常に動作

することを確認した。一方で、別メーカの近接センサに関しては、令和 3 年度から 5 年度の

照射試験のうち、通電状態で行った全ての試験条件において、1 台のセンサを除き 3489Gy
以下で故障が確認された。ただし、3000Gy 以上の耐放射線性を有すると評価されたのは、

昨年度実施した 100Gy/h・12V の試験のみであり、24V の試験条件では概ね 2000Gy 以下で

故障が確認された。 
この結果を踏まえて、本試験の照射条件として用いる吸収線量率量の上限を 3000Gy と設

定した。 
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(3) 測域センサ 
今回照射する測域センサは、令和 2 年度の照射試験において、最大 278Gy で故障が確認

された。一方で、別メーカの測域センサに関しても、令和 3 年度から 5 年度の照射試験の全

ての試験条件において、278Gy 以下で故障が確認された。 
この結果を踏まえて、本試験の照射条件として用いる照射線量の上限値を 400Gy と設定

した。 
 

4.2.3 サンプル数 
令和 2 年度の試験結果から、同一の試験条件においては、センサの個体差によるばらつきが

それほど大きくないことを確認しており、令和 3 年度から 5 年度の試験では、ばらつきについ

て定量評価するため、光電センサ及び近接センサではサンプル数を 10、測域センサではサンプ

ル数を 3 と設定した。ここで、同一の試験条件によるセンサのばらつきは定量評価が可能であ

ることを確認した。 
令和 6 年度の照射試験においては、メーカ間の耐放射線性の比較評価のため、サンプル数は

1 条件につき光電センサ及び近接センサで 5、測域センサで 3 とした。 
 
4.3 照射試験場所 
立案した照射試験条件及び方法で照射試験が実施可能な照射試験場所として、令和 5 年度まで

と同様に量子科学技術研究開発機構の高崎量子技術基盤研究所（2024 年 4 月 1 日に名称変更）

にあるガンマ線照射施設を選定した。 
本施設では 2 つの照射棟に合計 6 つの照射室を所有し、約 0.2 Gy/h の低線量率から約 8 kGy/h

の高線量率までの広い範囲で、線源から試験体までの距離を調整することで任意の線量率で照射

できる。コバルト 60 線源は金属製の筒に密封された状態で、水中に格納されており、照射する時

には昇降装置によって、照射高さまで上昇させる。 
以上より、本施設では、計画している吸収線量率 50Gy/h 及び 100Gy/h の試験実施が可能であ

る。 
 
4.4 照射試験方法 
4.4.1 センサ配置 

本施設では、線源からの距離に応じた吸収線量率が記載されている線量率分布図があらかじ

め作成されている。そこで、線量率分布図に基づき目標とする 50Gy/h 及び 100Gy/h となる距

離を読み取り、センサの配置を決定した。 
照射試験では、試験時間の短縮のため複数台のセンサを同時に照射した。線源を中心に円周

上にセンサを設置するが、光電センサ及び近接センサは、スタンドを用いて高さ方向にも複数

台センサを設置して試験を行った。なお、照射室の床面に直接センサを設置した場合、床面か

らの放射線の散乱によって吸収線量率が上がることが考えられるため、センサは床面から離し

て設置することとした。 
線源は棒線源であるため、平面上では線源から同じ距離に設置した場合であれば、基本的に



 

36 

同一の線量率で照射できる。しかし、設置高さが異なる場合は、線源中心が最も吸収線量率が

高くなり、線源中心から上下に離れるほど吸収線量率が低くなる。従って、吸収線量率の高さ

依存性を考慮し、センサ類を設置した高さ毎にアラニン線量計を設置し線量測定を行った。そ

の後、測定した集積吸収線量を照射時間で除すことにより吸収線量率を求めた。 
本試験は、コバルト第 1 棟第 3 照射室にて実施することとし、線源中心からセンサまでの距

離を 100Gy/h の試験では 165mm、50Gy/h の試験では 240mm として設定した。光電センサ

及び近接センサのスタンドへの取付け図を図 4.4-1 に示す。 
照射試験時のセンサ配置図を図 4.4-2 から図 4.4-9 に示す。また、照射試験時のセンサの様

子を図 4.4-10 から図 4.4-16 に示す。 
 

 
図 4.4-1 光電センサ・近接センサ取付け図 

  

＜センサ類の取付け位置＞ 
① 光-1 近-1 
② 光-2 近-2 
③ 光-3 近-3 
④ 光-4 近-4 
⑤ 光-5 近-5 
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図 4.4-2 センサ配置図（光電センサ 50Gy/h） 
 

 
図 4.4-3 センサ配置図（光電センサ 100Gy/h） 

 
  



 

38 

 

図 4.4-4 センサ配置図（近接センサ 50Gy/h） 
 

 
図 4.4-5 センサ配置図（近接センサ 100Gy/h） 
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図 4.4-6 センサ配置図（測域センサ 50Gy/h：No.1,2） 

 

 
図 4.4-7 センサ配置図（測域センサ 50Gy/h：No.3） 
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図 4.4-8 センサ配置図（測域センサ 100Gy/h：No.1,2） 

 
 

 
図 4.4-9 センサ配置図（測域センサ 100Gy/h：No.3） 
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図 4.4-10 照射試験状況写真（光電センサ 50Gy/h） 

 

 
図 4.4-11 照射試験状況写真（光電センサ 100Gy/h） 

 
 
  

光電センサ 

光電センサ アラニン線量計 
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図 4.4-12 照射試験状況写真（近接センサ 50Gy/h） 

 

 
図 4.4-13 照射試験状況写真（近接センサ 100Gy/h） 

 
  

近接センサ 

近接センサ 

アラニン線量計 

アラニン線量計 
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図 4.4-14 照射試験状況写真（測域センサ 50Gy/h：No1,2） 

 
  

アラニン線量計 測域センサ 
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図 4.4-15 照射試験状況写真（測域センサ 100Gy/h：No.1,2） 

 

 
図 4.4-16 照射試験状況写真（測域センサ 100Gy/h：No.3） 

 
  

アラニン線量計 測域センサ 

測域センサ 
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4.4.2 データ取得 
照射試験の出力データとして、光電センサ及び近接センサでは電圧を、測域センサでは距離

データを記録した。また、光電センサ及び近接センサでは、検知状態の ON/OFF の切り替わり

を確認するため動作確認を実施することとし、動作確認頻度を設定した。動作確認頻度は正常

な動作をしなくなると予想される集積吸収線量から設定した。出力電圧はデータロガーで記録

した。各センサにおける照射条件毎の照射中のデータ取得の有無及び動作確認頻度を表 4.4-1
に示す。 
また、各センサのデータ取得方法の詳細を以下に示す。 

 
表 4.4-1 照射試験データ取り及び動作確認頻度 

センサ 
吸収 
線量率 
[Gy/h] 

取得データ 
動作確認 照射 

上限※2 
[Gy] 頻度※1[Gy 毎] 

（集積吸収線量[Gy]） 
確認内容 

光電 
センサ 

50 電圧※3 100（300-500） 
50（500-2000） 

・検知状態の

ON/OFF 
・検出距離測定 

2000 

100 電圧※3 100（300-1000） 
50（1000-2000） 

・検知状態の

ON/OFF 
・検出距離測定 

2000 

近接 
センサ 

50 電圧※3 100（700-2000） 
50（2000-3000) 

・検知状態の

ON/OFF 3000 

100 電圧※3 100（700-2000） 
50（2000-3000) 

・検知状態の

ON/OFF 3000 

測域 
センサ 

50 距離データ ―※4 ― 400 

100 距離データ ―※4 ― 400 

※1 100Gy 毎の動作確認において、いずれかのセンサの故障が確認された場合、動作確

認頻度を 50Gy 毎に変更した。 
※2 照射上限に達しても正常に動作していた場合でも、試験の進捗上可能であれば照射

は継続した。 
※3 照射中は光電センサ、近接センサの検知状態 ON の電圧を測定した。 
※4 測域センサはエラーメッセージもしくは出力される距離データの異常により故障の

判断が可能なため、動作確認を行わない。 
 

(1) 光電センサ 
本試験で試験対象とする光電センサは 3 線式であり、24V の電圧を印加し障害物を検知

（遮光）するとリレー側の回路に約 24V が出力される。照射中は光電センサの投受光部をテ

ープで遮光することで常に検知状態とし、データロガーで出力電圧を連続測定することとし

た。光電センサの電圧を記録するための電気回路図を図 4.4-17 に示す。 
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図 4.4-17 光電センサの試験用電気回路図 

 
＜出力データの記録方法＞ 

照射中は光電センサの投受光部をテープで遮光することで常に検知状態とし、データ

ロガーにより電圧を連続測定した。出力電圧は 0.1Gy 以下毎に記録するように、1 秒毎

に記録することとした。 
 

＜動作確認方法＞ 
定期的に照射を中断して照射室内に入室し、白紙を用いて ON/OFF させ、検知時に約

24V、非検知時に約 0V の電圧を正常に出力することを確認した。 
また、30cm×30cm の白紙を用い光電センサの検出距離をコンベックスで測定した。

センサ仕様上は 30cm×30cm の白紙に対し 1m の検出距離を有するが、令和 3 年度の照

射試験では検出距離が 1m より短くなる事象が確認されているため、この傾向の有無を

確認した。 
動作確認は表 4.4-1 に従い実施した。なお、令和 5 年度までの試験において 100Gy/h

では 300Gy を超えたあたりで動作確認時の動作不良が確認された。一方で、今年度照射

を行う光電センサは、令和 2 年度の試験で、少なくとも 1045Gy 以上の耐放射線性を有

していることを確認した。そこで、300Gy から 1000Gy までは故障する可能性が小さい

と予想されるため、動作確認頻度を 100Gy 毎と設定した。また、1000Gy 以上では、故

障時の集積吸収線量をより正確に把握するため、動作確認頻度を 50Gy 毎と設定した。

なお、本年度照射試験を行うセンサは、令和 2 年度の試験で耐放射線性が高いと評価さ

れたセンサであり、耐放射線性が優れていると予想されるため、動作確認頻度を令和 5
年度までより長い 50Gy 毎と設定した。 

 
＜照射終了基準＞ 

定期的に実施する動作確認において、白紙を用いて検知状態を ON/OFF させた時、電

圧が出力できなくなる状態になった時点で照射終了とした。なお、白紙の検出距離は、

判定基準とせず参考記録とした。 
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(2) 近接センサ 
本試験で試験対象とする近接センサは 2 線式であり、24V の電圧を印加し金属を検知する

と約 21V を出力する。従って、照射中は近接センサの検出部に金属片を貼ることで常に検知

状態とし、データロガーで電圧を連続測定することとした。近接センサの電圧を記録するた

めの電気回路図を図 4.4-18 に示す。 
 

 

図 4.4-18 近接センサの試験用電気回路図 
 

＜出力データの記録方法＞ 
照射中は近接センサの検出部に金属片を貼ることで常に検知状態とし、データロガー

により電圧を連続測定した。出力電圧は 0.1Gy 以下毎に記録するように、1 秒毎に記録

することとした。 
 

＜動作確認方法＞ 
定期的に照射を中断して照射室内に入室し、検出部に金属片を付け外しすることで検

知状態を ON/OFF させ、検知時に約 21V、非検知時に約 2V もしくは 14V の電圧を正

常に出力することを確認した。また、検知状態から金属片を外しても非検知状態となっ

たままとなる事象が確認されているため、検知状態が正常に切り替わることを確認した。 
動作確認は表 4.4-1 に従い実施した。なお、令和 5 年度までの試験では 700Gy を超

えたあたりで動作確認時の検知電圧不良が確認された。一方で、本年度照射する近接セ

ンサは令和 2 年度の試験で、少なくとも 1072Gy 以上の耐放射線性を有していることを

確認した。これまでの照射試験結果から、近接センサは光電センサと比較して、耐放射

線性が優れていることを確認しており、700Gy から 2000Gy までは故障する確率が小さ

いと予想できるため、動作確認頻度を 100Gy 毎と設定し、2000Gy 以上では動作確認頻

度を 50Gy 毎と設定した。また、本年度照射試験を行うセンサは、令和 2 年度の試験で

耐放射線性が高いと評価されたセンサであり、耐放射線性が優れていると予想されるた

め、動作確認頻度を令和 5 年度までより長い 50Gy 毎と設定した。 
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＜照射終了基準＞ 
定期的に実施する動作確認時において、検知状態を ON/OFF させた時、電圧が出力で

きなくなる状態、または電圧が切り替わらなくなった時点で照射終了とした。 
 

(3) 測域センサ 
本試験で試験対象とする測域センサは、PC とイーサネットケーブルで接続することで距離

データが出力される。測域センサの電気回路図を図 4.4-19 に示す。 
 

 

図 4.4-19 測域センサの試験用電気回路図 
 
＜出力データの記録方法＞ 

測域センサとイーサネットケーブルで接続した PC に出力される距離データを記録し

た。測域センサの距離データは専用のアプリケーションを用いて記録される。この時、

測定間隔は 1 秒毎に設定した。 
 

＜照射終了基準＞ 
測域センサは、PC で正常な距離データが検出できなくなった場合、データの取り込

みが停止する。また、データの取り込みが行われている場合でも、一度測定を停止し、

PC との接続を解除すると、センサと PC が再接続できなくなる事象が発生した。 
従って、データ取り込みが停止するもしくはセンサとの接続が不可となった時点で照

射終了とした。 
また、上記基準を満たさずとも照射上限に達した時点で照射終了とするが、照射上限

に達しても正常に動作していた場合は、試験の進捗上可能であれば照射を継続した。 
 
 

4.5 照射試験工程実績 
照射試験工程実績を図 4.5-1 に示す。なお、工程実績は 5.1 項から 5.3 項のガラス線量計に対

する照射試験も含む。 
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（10/16（水）－10/18（金）） 

 

 
（10/21（月）－10/25（金）） 

 
図 4.5-1 照射試験工程実績 

  

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

試験準備

照射(100Gy/h)

動作確認

片付け

集積吸収線量[Gy] 600 950

試験準備

照射(100Gy/h)

動作確認

片付け

集積吸収線量[Gy] 600

10月

作業項目

光電センサ

近接センサ

16日 17日 18日

100Gy/h

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

試験準備

照射(100Gy/h)

動作確認

片付け

集積吸収線量[Gy] 1150 1500 1600

試験準備

照射(50Gy/h)

動作確認

片付け

集積吸収線量[Gy] 200 600 800

試験準備

照射(10Gy/h)

動作確認

片付け

集積吸収線量[Gy] 5 15 25 35 45 55 65 75 85 95 100

10月

近接センサ

10Gy/h

ガラス線量計

50Gy/h

光電センサ

100Gy/h

21日 22日作業項目 23日 24日 25日
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（10/28（月）－11/1（金）） 

 

 
（11/5（火）－11/8（金）） 

 
図 4.5-1 照射試験工程実績（その 2） 

 
  

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 2 3 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 2 3 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
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（11/11（月）－11/15（金）） 
 

 
（11/18（月）－11/19（火）） 

 
 

図 4.5-1 照射試験工程実績（その 3） 
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 簡易遮へい評価手法の適用方法検討 
令和 5 年度までの遮へい体内部のガラス線量計の吸収線量率は、測定結果と比較し、計算値が

大きくなる傾向が確認された。ガラス線量計は方向特性を持つことが知られているため、照射試

験により方向特性を評価した。 
また、遮へい体外部のガラス線量計の吸収線量率は、測定結果と比較し、計算値が小さくなる

傾向が確認された。ガラス線量計は高線量（～数百 Gy）照射時、低線量（～数 Gy）照射時と比

較して低レスポンスとなることが知られているため、高線量照射時のガラス線量計の吸収線量率

を対象に、測定値及び計算値を比較することで、高線量下におけるガラス線量計の吸収線量特性

を評価した。 
遮へい解析において、線量計組成が解析結果に影響を与えている可能性が考えられた。そこで、

令和 5 年度までに実施した遮へい解析に対して、線量計組成を考慮した場合の再解析を実施し、

線量計組成を考慮しない場合との比較評価を実施した。また、吸収線量特性評価のためのガラス

線量計試験についても、線量計組成を考慮した解析を実施した。 
令和 5 年度までは MCNP を用いて、カスタマイズしたセンサの遮へい解析を実施した。本年

度は、簡易計算コード及び評価式を用いた簡易遮へい評価手法について適用性を評価した。 
 

5.1 ガラス線量計の方向特性評価のための試験条件 
5.1.1 吸収線量率、照射上限 
今回照射するガラス線量計は、100Gy まで測定可能であるため、照射上限は 100Gy と設定し

た。また、吸収線量率は 10Gy/h とし、照射時間は 10 時間とした。 
 

5.1.2 ガラス線量計配置 
ガラス線量計の X 線測定に対する方向特性の例を図 5.1-1 に示す[8] 。左図が感度補償フィルタ

なし、右図が感度補償フィルタありの方向特性である。本年度照射試験を行うガラス線量計は感

度補償フィルタなしの線量計であり、照射角度が大きくなるとレスポンスが低下する傾向がある。

また、左右方向の特性についてはガラス線量計を識別するための ID 部分のガラスが X 線を吸収

すると考えられるため、差異が生じる。これらを踏まえ、-90°から 90°のレスポンスを評価す

ることとし、ガラス線量計素子の ID 記載面から照射した場合を-90°と設定した。 
なお、感度補償フィルタありのガラス線量計では 0°付近はフィルタを介さず直接光子が入射

するため、相対的に高いレスポンスとなっている。 
方向特性の評価のため、線量計の角度を-90°から 90°まで 30°毎に角度を変化させて、照射

を行った。また、ばらつきの評価のため、180cm から 60cm 毎の 4 つの測定高さにおいて、線量

計のレスポンスを測定し、方向特性を評価した。 
ガラス線量計の配置図を図 5.1-2 に示す。また、照射試験時のガラス線量計の様子を図 5.1-3

及び図 5.1-4 に示す。 
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図 5.1-1 ガラス線量計方向特性例 
（左図：感度補償フィルタなし 右図：感度補償フィルタあり）[8]  

 
 

 
図 5.1-2 方向特性評価のためのガラス線量計の照射試験配置図 
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図 5.1-3 ガラス線量計方向特性試験状況写真 

 

 
図 5.1-4 ガラス線量計方向特性試験状況写真（詳細） 

 
  

-90° 

90° 

線源中心から 
685mm 
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5.2 ガラス線量計の吸収線量特性評価のための試験条件 
5.2.1 吸収線量率、想定集積吸収線量 
今回照射するガラス線量計は、100Gy まで測定可能であり、メーカ仕様では参考値扱いだが

500Gy まで測定可能である。吸収線量特性評価では、測定範囲外の集積吸収線量 500Gy 程度ま

で照射を行い、ガラス線量計のレスポンスを評価した。この時、測定箇所は 20 箇所とした。照射

時間は 20 時間とし、想定集積吸収線量が約 100Gy から 500Gy となるように線源中心からの距

離を設定した。 
吸収線量特性試験の試験条件を表 5.2-1 に示す。 
 

表 5.2-1 ガラス線量計の吸収線量特性評価試験条件 

ガラス 
線量計 No. 

線源中心 
からの距離 

[mm] 

照射時間 
[h] 

想定集積

吸収線量 
[Gy] 

1 350 

20 

510 
2 370 460 
3 380 440 
4 400 410 
5 410 390 
6 430 360 
7 440 345 
8 460 320 
9 470 310 
10 500 280 
11 510 270 
12 540 245 
13 550 235 
14 590 210 
15 600 205 
16 650 180 
17 700 160 
18 750 140 
19 800 125 
20 850 110 
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5.2.2 ガラス線量計配置 
ガラス線量計は、線量計毎に目標となる吸収線量率となるよう線源からの距離を変化させて照

射を行う。この時、ガラス線量計は木片の上部に設置した状態で照射を行った。 
ガラス線量計の配置図を図 5.2-1 及び図 5.2-2 に示す。また、照射試験時のガラス線量計の様

子を図 5.2-3 に示す。 
 
 

 
図 5.2-1 吸収線量特性評価のためのガラス線量計の照射試験配置図 

 
 

 

図 5.2-2 ガラス線量計の配置詳細 
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図 5.2-3 ガラス線量計吸収線量特性試験状況写真 

 
  

照射方向 

線源中心から 
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線源中心から 
850mm 
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5.3 ガラス線量計とアラニン線量計の比較評価 
5.3.1 吸収線量率、想定集積吸収線量 

5.2 項では、ガラス線量計の吸収線量特性を評価した。一方で、センサ類の照射試験では、ガラ

ス線量計以外にアラニン線量計を利用している。この時、線量計により特性が異なり、照射試験

結果に影響を与えることが考えられるため、特にガラス線量計の測定範囲が参考値となる高集積

吸収線量でのガラス線量計とアラニン線量計特性を比較した。 
この時、想定集積吸収線量は、150Gy、250Gy、470Gy と設定した。照射時間は 7 時間とし、

吸収線量率はそれぞれ、67Gy/h、36Gy/h、22Gy/h とした。 
試験条件を表 5.3-1 に示す。 
 

表 5.3-1 ガラス線量計とアラニン線量計の比較評価試験条件 

線量計 
No. 

想定集積 
吸収線量 

[Gy] 

照射時間 
[h] 

吸収線量率 
[Gy/h] 

1 470 
7 

67 
2 250 36 
3 150 22 

 
 

5.3.2 線量計配置 
各線量計は、目標となる吸収線量率となるよう線源からの距離を変化させて照射を行った。こ

の時、線量計は木片上に設置した鉄ブロックの正面に設置した。 
線量計の配置図を図 5.3-1 及び図 5.3-2 に示す。また、照射試験時のガラス線量計の様子を図 

5.3-3 及び図 5.3-4 に示す。 
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図 5.3-1 線量計特性比較のための照射試験配置図 
 

 

 
図 5.3-2 ガラス線量計及びアラニン線量計の配置詳細 

 
  



 

  60 

 

図 5.3-3 ガラス線量計とアラニン線量計の比較試験状況写真 
 
 

 
図 5.3-4 ガラス線量計とアラニン線量計の比較試験状況写真（詳細） 

 
  

ガラス線量計 

アラニン線量計 
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5.4 線量計組成を考慮した遮へい解析 
線量計組成の遮へい解析への影響評価のため、令和 5 年度までに実施した 4 ケースの遮へい解

析を対象に、線量計の組成を考慮した再解析を実施した。 
 

5.4.1 解析対象ケース 
解析対象は、令和 3 年度から 5 年度に実施したカスタマイズした光電センサ及び測域センサの

解析とした。 
解析ケースを表 5.4-1 に示す。 
 

表 5.4-1 線量計組成の評価のための解析対象ケース 
解析ケース No. 内容 備考 

1-1 カスタマイズした光電センサ 100Gy/h 解析 令和 3 年度に実施 

1-2 カスタマイズした測域センサ 150Gy/h 解析 令和 3 年度に実施 

1-3 カスタマイズした光電センサ 5Gy/h 解析 令和 4 年度に実施 

1-4 カスタマイズした測域センサ 5Gy/h 解析 令和 5 年度に実施 

 
5.4.2 解析コード 
解析コードは、直接線だけでなく遮へい体や床・壁等による散乱の影響を考慮するため、MCNP

を用いた。 
 

5.4.3 計算で使用する密度及び組成 
遮へい解析に用いた物質の密度及び組成を表 5.4-2 に示す。 
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表 5.4-2 遮へい解析に用いた物質の密度及び組成 
 

物質 鉄(SS400 相当, 遮へい体) 
密度(g/cm3) 7.86 

元素 組成比 (W/O) 密度 (g/cm3) 

Fe 100 7.86 
出典：「理科年表 平成 23 年 国立天文台編」 

 
 

物質 コバルト 
密度(g/cm3) 8.9 

元素 組成比 (W/O) 密度 (g/cm3) 

Co 1.0000E+02 8.9000E+00 
合計 1.0000E+02 8.9000E+00 

出典：「理科年表 平成 23 年 国立天文台編」 
 
 

物質 空気 
密度(g/cm3) 1.2049E-03 

元素 組成比 (W/O) 密度 (g/cm3) 

H 1.0130E-03 1.2049E-08 
C 1.2717E-02 1.5126E-07 
N 7.6451E+01 9.0934E-04 
O 2.3535E+01 2.7993E-04 

出典：「遮蔽材料の群定数（JAERI-M 6928）」 
 
 

物質 木製ブロック 
密度(g/cm3) 0.48 

元素 組成比 (W/O) 密度 (g/cm3) 

C 2.8571E+01 － 

H 4.7619E+01 － 

O 2.3810E+01 － 
出典：Scale library: ORNL/TM-2005/39, Version 6.1 (June 2011). 

※ 密度は使用した木材（ホオノキ）の数値を用いた。 
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表 5.4-2 遮へい解析に用いた物質の密度及び組成（その 2） 
 

物質 普通コンクリート 
密度(g/cm3) 2.30 

元素 組成比 (W/O) 密度 (g/cm3) 

H 4.1600E-01 9.5680E-03 
O 5.0740E+01 1.1670E+00 

Mg 1.1500E-01 2.6450E-03 
Al 4.4600E-01 1.0258E-02 
Si 3.8606E+01 8.8794E-01 
S 7.0000E-02 1.6100E-03 

Ca 6.8690E+00 1.5799E-01 
Fe 2.7380E+00 6.2974E-02 
合計 1.0000E+02 2.3000E+00 

出典：「遮蔽材料の群定数（JAERI-M 6928）」 
※ 密度は、一般財団法人放射線利用振興協会データベースを参照している。 

 
 

物質 重量コンクリート 
密度(g/cm3) 3.70 

元素 組成比 (W/O) 密度 (g/cm3) 

H 4.5000E-01 1.6650E-02 
O 3.1392E+01 1.1615E+00 

Mg 4.7000E-02 1.7390E-03 
Al 1.9900E-01 7.3630E-03 
Si 2.9820E+00 1.1033E-01 
S 1.9360E+00 7.1632E-02 

Ca 4.0810E+00 1.5100E-01 
Fe 5.8913E+01 2.1798E+00 
合計 1.0000E+02 3.7000E+00 

出典：「遮蔽材料の群定数（JAERI-M 6928）」 
※ 密度は、一般財団法人放射線利用振興協会データベースを参照している。 
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表 5.4-2 遮へい解析に用いた物質の密度及び組成（その 3） 
 

物質 SUS304 
密度(g/cm3) 7.93 

元素 組成比 (W/O) 密度 (g/cm3) 

C 4.0000E-02 3.1720E-03 
Si 5.0000E-01 3.9650E-02 

Mn 1.0000E+00 7.9300E-02 
P 2.2500E-02 1.7843E-03 
S 1.5000E-02 1.1895E-03 
Ni 9.2500E+00 7.3353E-01 
Cr 1.9000E+01 1.5067E+00 
Fe 7.0173E+01 5.5647E+00 
合計 1.0000E+02 7.9300E+00 

出典：「熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯（JIS G 4304）」 
 
 

物質 SUS316L 
密度(g/cm3) 7.98 

元素 組成比 (W/O) 密度 (g/cm3) 

C 1.5000E-02 1.1970E-03 
Si 5.0000E-01 3.9900E-02 

Mn 1.0000E+00 7.9800E-02 
P 2.2500E-02 1.7955E-03 
S 1.5000E-02 1.1970E-03 
Ni 1.3500E+01 1.0773E+00 
Cr 1.7000E+01 1.3566E+00 
Mo 2.5000E+00 1.9950E-01 
Fe 6.5448E+01 5.2227E+00 
合計 1.0000E+02 7.9800E+00 

出典：「熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯（JIS G 4304）」 
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表 5.4-2 遮へい解析に用いた物質の密度及び組成（その 4） 
 

物質 ガラス線量計 
密度(g/cm3) 2.61 

元素 組成比 (W/O) 密度 (g/cm3) 

P 3.1550E+01 8.2346E-01 
O 5.1160E+01 1.3353E+00 
Al 6.1200E+00 1.5973E-01 
Na 1.1000E+01 2.8710E-01 
Ag 1.7000E-01 4.4370E-03 
合計 1.0000E+02 2.6100E+00 

出典：「大阪大学, 蛍光ガラス線量計小型素子システム(Dose Ace)の 
高エネルギー領域における基本特性の検討, 平成 24 年 1 月」 

 
 

物質 アラニン線量計 
密度(g/cm3) 1.42 

元素 組成比 (W/O) 密度 (g/cm3) 

H 7.9190E+00 1.1245E-01 
C 4.0444E+01 5.7430E-01 
N 1.5721E+01 2.2324E-01 
O 3.5916E+01 5.1001E-01 

合計 1.000E+02 1.4200E+00 
出典：「Homeland Security, Compendium of Material Composition Data  

for Radiation Transport Modeling, April, 2021」 
 

物質 ポリエチレン（PE） 
密度(g/cm3) 1.06 

元素 組成比 (W/O) 密度 (g/cm3) 

H 7.7426E+00 8.2072E-02 
C 9.2257E+01 9.7793E-01 

合計 1.0000E+02 1.0600E+00 
出典：「Homeland Security, Compendium of Material Composition Data  

for Radiation Transport Modeling, April, 2021」 
 

  



 

  66 

5.4.4 線量換算係数 
遮へい解析に用いた換算係数を表 5.4-3 に示す。 
 

表 5.4-3 遮へい解析に用いた換算係数 

Gr. 
ガンマ線エネルギー  

(MeV) 
空気カーマに対する換算係数 

(μGy/h)/(ph/sec/cm2) 

1 0.010 2.67E-02 
2 0.015 1.12E-02 
3 0.020 6.05E-03 
4 0.030 2.60E-03 
5 0.040 1.54E-03 
6 0.050 1.16E-03 
7 0.060 1.04E-03 
8 0.070 1.07E-03 
9 0.080 1.11E-03 
10 0.100 1.34E-03 
11 0.150 2.16E-03 
12 0.200 3.08E-03 
13 0.300 4.97E-03 
14 0.400 6.80E-03 
15 0.500 8.57E-03 
16 0.600 1.02E-02 
17 0.800 1.33E-02 
18 1.000 1.61E-02 
19 2.000 2.72E-02 
20 4.000 4.36E-02 
21 6.000 5.80E-02 
22 8.000 7.24E-02 
23 10.000 8.64E-02 

 
出典：「一般社団法人 日本原子力学会; 日本原子力学会標準 放射線遮へい計算 
のための線量換算係数： 2010 （AESJ SC R002 2010）; 2010 年 10 月）」 
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5.4.5 線源条件 
本解析の線源条件は、令和 5 年度までに実施した解析の線源条件に対して線量計組成を考慮し

た線源条件とした。なお、線源条件設定の際には、照射施設での吸収線量率の測定結果を基に規

格化を行い、線源強度を設定している。線源条件を表 5.4-4 から表 5.4-6 に示す。参考に令和 5
年度までに実施した解析で使用した空気の換算係数を使用した線源条件を合わせて示す。 

 
表 5.4-4 解析ケース 1-1 及び 1-2（令和 3 年度）の線源条件 

No. 
高さ 
[mm] 

線量計組成を考慮 （参考）空気の換算係数を使用 

放射能量 
[Bq] 

吸収線量率 
[Gy/h] 

放射能量 
[Bq] 

吸収線量率 
[Gy/h] 

1 360 

2.01×1013 

100.0 

2.15×1013 

100.0 

2 300 111.0 111.1 

3 240 115.7 115.7 

4 180 114.4 114.3 

5 120 106.6 106.7 

6 60 93.9 93.8 

 
表 5.4-5 解析ケース 1-3（令和 4 年度：光電センサ 5Gy/h）の線源条件 

No. 
高さ 
[mm] 

線量計組成を考慮 （参考）空気の換算係数を使用 
放射能量 

[Bq] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
放射能量 

[Bq] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
1 360 

1.91×1013 

4.35 

2.04×1013 

4.34 
2 300 4.39 4.40 
3 240 4.44 4.45 
4 180 4.50 4.48 
5 120 4.50 4.49 

 
表 5.4-6 解析ケース 1-4（令和 5 年度：測域センサ 5Gy/h）の線源条件 

No. 
高さ 
[mm] 

線量計組成を考慮 （参考）空気の換算係数を使用 
放射能量 

[Bq] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
放射能量 

[Bq] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
1 360 

1.61×1013 

97.7 

1.72×1013 

97.5 
2 300 108.8 108.9 
3 240 113.5 113.7 
4 180 112.2 112.1 
5 120 104.4 104.4 
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5.4.6 評価位置 
令和 3 年度から令和 5 年度の線量計組成を変更した解析において、過去に実施した解析で評価

を実施した遮へい体内外部の評価位置と同じ位置で再評価した。 
評価位置を図 5.4-1 から図 5.4-4 に示す。 
 

 

 
図 5.4-1 解析ケース 1-1（令和 3 年度：光電センサ 100Gy/h）の評価位置  
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図 5.4-2 解析ケース 1-2（令和 3 年度：測域センサ 150Gy/h）の評価位置 
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図 5.4-3 解析ケース 1-3（令和 4 年度：光電センサ 5Gy/h）の評価位置 
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図 5.4-4 解析ケース 1-4（令和 5 年度：測域センサ 5Gy/h）の評価位置 

（前方から照射：1/3） 
 

 
図 5.4-4 解析ケース 1-4（令和 5 年度：測域センサ 5Gy/h）の評価位置 

（後方から照射：2/3） 
 
  

照射方向 

照射方向 
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図 5.4-4 解析ケース 1-4（令和 5 年度：測域センサ 5Gy/h）の評価位置 

（上方向から照射：3/3） 
 
 

5.4.7 解析モデル 
線量計組成の影響評価のための解析モデルは、令和 3 年度から 5 年度に実施した解析のモデル

を使用した。解析モデルを図 5.4-5 から図 5.4-12 に示す。 
ガラス線量計及びアラニン線量計については、モデル化を行い、それぞれの線量計組成を設定

した。ガラス線量計及びアラニン線量計の解析モデルを図 5.4-13 及び図 5.4-14 に示す。 
  

照射方向 
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図 5.4-5 解析ケース 1-1（令和 3 年度：光電センサ 100Gy/h）の解析モデル 

 

 
図 5.4-6 解析ケース 1-1 の遮へい体モデル 

  

単位：cm 

単位：cm 
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図 5.4-7 解析ケース 1-2（令和 3 年度：測域センサ 150Gy/h）の解析モデル 

 

 
図 5.4-8 解析ケース 1-2 の遮へい体モデル 

  

単位：cm 

単位：cm 
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図 5.4-9 解析ケース 1-3（令和 4 年度：光電センサ 5Gy/h）の解析モデル 
 

 

図 5.4-10 解析ケース 1-3 の遮へい体モデル 
  

単位：cm 

単位：cm 
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図 5.4-11 解析ケース 1-4（令和 5 年度：測域センサ 5Gy/h）の解析モデル 
  

単位：cm 
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図 5.4-12 解析ケース 1-4 の遮へい体モデル 

 
  

単位：cm 

No.3 

No.2 

No.1 
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図 5.4-13 ガラス線量計素子の解析モデル 
 
 

 
図 5.4-14 アラニン線量計の解析モデル 

  

単位：cm 
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5.5 ガラス線量計特性評価のための遮へい解析 
5.2項及び5.3項のガラス線量計の特性評価試験について、MCNPを用いた遮へい計算を行い、

比較評価を実施した。 
 

5.5.1 解析対象ケース 
解析対象は 5.2 項及び 5.3 項のガラス線量計の照射試験を再現した解析ケースとした。 
解析ケースを表 5.5-1 に示す。 
 

表 5.5-1 ガラス線量計特性評価のための解析対象ケース 
解析ケース No. 内容 備考 

2-1 ガラス線量計の吸収線量特性評価解析 5.2 項で実施 

2-2 ガラス線量計とアラニン線量計の比較評価解析 5.3 項で実施 

 
5.5.2 解析コード 

5.4 項の線量計組成を考慮した遮へい解析と同様に、MCNP を用いた。 
 

5.5.3 計算で使用する密度及び組成 
5.4 項の線量計組成を考慮した遮へい解析と同様とし、表 5.4-2 の密度及び組成を用いた。 
 

5.5.4 線量換算係数 
5.4 項の線量計組成を考慮した遮へい解析と同様とし、表 5.4-3 の線量換算係数を用いた。 
 

  



 

  80 

5.5.5 線源条件 
本解析の線源条件は、使用する照射施設の吸収線量率測定結果を基に規格化を行い、線源強度

を設定した。なお、規格化の際に用いる測定値は、4 章で測定したアラニン線量計の吸収線量を

基に算出した吸収線量率である。線源は棒状であり、高さ方向で吸収線量率に分布を持つため、

線源中心から 165mm における複数の高さに測定点を設けた。 
線源は 60Co とし、表 5.5-2 の線源スペクトルを用いた。核物質防護の観点から照射施設で使用

されている線源情報を入手できないため、図 5.5-1 に示すペンシル型 60Co 密封線源のサンプル

を参考に線源モデルを設定した。 
また、本年度の解析では 5.4 項を踏まえて、アラニン線量計の組成を考慮したセルの吸収線量

から規格化を行う（規格化手法①）とともに、換算係数を用いて規格化（規格化手法②）を行っ

た。規格化手法の概要を図 5.5-2 に示す。 
また、それぞれの規格化手法による計算値及び吸収線量率の測定値の比較結果を表 5.5-3 及び

表 5.5-4 に示す。 
アラニン線量計組成を考慮した規格化手法①による線源規格化の結果、本解析での放射能量は

1.36×1013Bq となった。この時、規格化線源強度を用いた線量率分布の計算値は、アラニン線量

計の測定結果から算出した測定値と比較して、約 5%以下と、良く一致した結果となり、60Co の

線源強度と高さ方向の線源分布を再現できていると考えられる。 
換算係数を利用した規格化手法②による線源規格化の結果、本解析での放射能量は 1.45×

1013Bq となった。この時、規格化線源強度を用いた線量率分布の計算値は、アラニン線量計の測

定結果から算出した測定値と比較して、約 5%以下と、良く一致した結果となり、60Co の線源強

度と高さ方向の線源分布を再現できていると考えられる。 
 

表 5.5-2 Co60線源スペクトル 

 線源エネルギー (MeV) 放出割合 

1 1.1732E+00 9.9900E-01 

2 1.3325E+00 9.9980E-01 
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図 5.5-1 線源規格化の解析モデル 

 

 
図 5.5-2 規格化手法の概要 
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表 5.5-3 規格化手法①による線源強度の規格化計算結果 

No. 
高さ 
[mm] 

計算値（C1） 
[Gy/h] 

測定値（E） 
[Gy/h] 

測定値との比率 
（C1/E） 

1 360 94.0 92 1.02 
2 300 104.9 101 1.04 
3 240 109.5 107 1.02 
4 180 108.1 114 0.95 
5 120 100.3 103 0.97 

 
 

表 5.5-4 規格化手法②による線源強度の規格化計算結果 

No. 
高さ 
[mm] 

計算値（C2） 
[Gy/h] 

測定値（E） 
[Gy/h] 

測定値との比率 
（C2/E） 

1 360 93.7 92 1.02 
2 300 105.0 101 1.04 
3 240 109.6 107 1.02 
4 180 108.1 114 0.95 
5 120 100.5 103 0.98 
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5.5.6 評価位置 
ガラス線量計の吸収線量特性試験及びアラニン線量計との比較評価解析においては、試験にお

ける吸収線量の測定位置と同様とした。それぞれの評価位置は表 5.2-1、及び図 5.2-1 から図 
5.3-2 に示す通りである。 

 
5.5.7 解析モデル 
照射試験の各線量計の配置及び試験環境を考慮し、ガラス線量計特性評価のための解析モデル

を作成した。 
解析時には壁や床からの散乱を考慮するため、照射室もモデル化した。公開資料（一般財団法

人放射線利用振興協会データベース）を基に、必要に応じて寸法を仮定し、図 5.5-3 に示す照射

室モデルを作成した。 
解析ケース 2-1 の解析モデルを図 5.5-4 から図 5.5-6 に、解析ケース 2-2 の解析モデルを図 

5.5-7 及び図 5.5-8 に示す。 
 

 
図 5.5-3 照射室の解析モデル 

 
  

単位：cm 
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図 5.5-4 解析ケース 2-1（ガラス線量計の吸収線量特性の評価）の解析モデル 

  

単位：cm 
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図 5.5-5 解析ケース 2-1 のガラス線量計配置詳細（平面図） 

 
 
 

 
図 5.5-6 解析ケース 2-1 のガラス線量計配置詳細（立面図） 

 
  

単位：cm 

単位：cm 
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図 5.5-7 解析ケース 2-2（ガラス線量計とアラニン線量計の比較評価）の解析モデル 
 

 

図 5.5-8 解析ケース 2-2 の線量計配置詳細 
 

  

単位：cm 

単位：cm 
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5.6 簡易遮へい評価手法の適用検討 
簡易計算コード及び手計算手法について、簡易的な評価ケースを対象に評価を実施し、MCNP

との比較評価を実施した。また、5.4 項でガラス線量計組成の影響を評価した過年度のカスタマ

イズ試験を模擬した遮へい解析を対象に、各評価手法で評価を行い、適用性を評価した。 
 

5.6.1 適用を検討する評価手法 
本委託において、これまで照射試験を解析で模擬する場合には MCNP を用いた。今回は点減

衰核積分コード（QAD）及び複数の手計算手法を用いて評価を実施した。各手法の概要を以下に

示す。 
 

(1) QAD 
原子力発電施設、核燃料サイクル施設、RI 取扱施設、放射性物質輸送容器等におけるガンマ

線遮へい計算では、点減衰核積分法による線量評価手法が広く用いられている。点減衰核積分

法とは、線源から放出された光子ガンマ線を量子化した粒子が一度も散乱せずに評価点に到達

した場合の線束を直接線と定義し、直接線の飛程中に存在する遮へい体での散乱効果を表すガ

ンマ線ビルドアップ係数を乗ずることにより、光子の直接線、散乱線を合計した吸収線量を算

出する手法である。 
QAD コードでは、線源と評価点を結ぶ直線上の減衰とその散乱効果補正によって吸収線量

を算出しているため、他の遮へい評価手法に比べて原理や使用法が比較的簡単であり、計算時

間も非常に高速であるという利点がある。また、散乱効果の補正に使用するガンマ線ビルドア

ップ係数は無限媒質中での散乱効果を評価したデータを用いているため、有限媒質におけるデ

ータに比べて一定のバイアス安全評価上の保守性を含有している。 
 

(2) 手計算 1 
手計算 1 として、アイソトープ手帳に記載されている（1）式を用いた評価を実施した。な

お、手計算 1 は点線源への適用が可能である。 
 

𝐷𝐷 = Γ ∙
𝐴𝐴
𝑅𝑅2

∙ 𝐹𝐹𝛼𝛼 ∙ 10−6 (1) 

ただし、以下とする。 
𝐷𝐷：吸収線量率 [Gy/h] 
Γ：実効線量率定数 [(µSv・m2)/(MBq・h)] 
𝐴𝐴：放射能 [MBq] 
𝑅𝑅：線源から評価点までの距離 [m] 
𝐹𝐹𝛼𝛼：実効線量透過率 
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(3) 手計算 2 
手計算 2 として、アイソトープ手帳に記載の線減衰係数及びガンマ線日本原子力学会標準 

ビルドアップ係数：2013（AESJ-SC-A005：2013）に記載のビルドアップ係数を用いた（2）
式を用いた評価を実施した。手計算 2 では、手計算 1 と同様に、点線源への適用が可能である。 

 

𝐷𝐷 = 𝐵𝐵 ∙
𝐴𝐴𝑒𝑒−𝜇𝜇𝜇𝜇

4𝜋𝜋𝑅𝑅2
∙ 𝐾𝐾 ∙ 10−6 (2) 

 
ただし、以下とする。 
𝐷𝐷：吸収線量率 [Gy/h] 
𝐵𝐵：ビルドアップ係数 
𝐴𝐴：線源強度 [ph/sec] 
𝜇𝜇：線減衰係数 [cm-1] 
𝑅𝑅：線源から評価点までの距離 [cm] 
𝑥𝑥：遮へい体厚さ [cm] 
𝐾𝐾：空気カーマに対する換算係数 [(µGy/h)/(ph/sec/cm2)] 
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(4) 手計算 3 
手計算 3 として、アイソトープ手帳に記載の線減衰係数、ガンマ線日本原子力学会標準 ビ

ルドアップ係数：2013（AESJ-SC-A005：2013）に記載のビルドアップ係数及び Engineering 
Compendium on Radiation Shielding 1968 に記載の角度減衰式を用いた評価を実施した。

ただし、手計算 3 では、遮へい体の有無によって用いる計算式が異なる。なお、手計算 3 は、

ライン線源への適用が可能である。 
遮へい体がない場合の評価式を（3）式から（5）式に、この時のモデル図を図 5.6-1 に示す。

遮へい体がある場合の評価式を（6）式から（9）式に示す。また、この時のモデル図を図 5.6-2
に示す。 

 
P1 における評価式 

𝐷𝐷 =
𝐴𝐴

4𝜋𝜋𝜋𝜋
∙

1
𝐿𝐿
∙ 𝜃𝜃1 ∙ 𝐾𝐾 ∙ 10−6 (3) 

 
P2 における評価式 

𝐷𝐷 =
𝐴𝐴

4𝜋𝜋𝜋𝜋
∙

1
𝐿𝐿
∙ (𝜃𝜃1 + 𝜃𝜃2) ∙ 𝐾𝐾 ∙ 10−6 (4) 

 
P3 における評価式 

𝐷𝐷 =
𝐴𝐴

4𝜋𝜋𝜋𝜋
∙

1
𝐿𝐿
∙ (𝜃𝜃2− 𝜃𝜃1) ∙ 𝐾𝐾 ∙ 10−6 (5) 

 
ただし以下とする。 
𝐷𝐷：吸収線量率 [Gy/h] 
𝐴𝐴：線源強度 [ph/sec] 
𝜃𝜃：角度 [rad] 
𝑅𝑅：線源から評価点までの距離 [cm] 
L：線源長さ [cm] 
𝐾𝐾：空気カーマに対する換算係数 [(µGy/h)/(ph/sec/cm2)] 
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図 5.6-1 手計算 3 計算モデル（遮へい体無し） 
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P1 における評価式 

𝐷𝐷 = 𝐵𝐵 ∙
𝐴𝐴

4𝜋𝜋𝜋𝜋
∙

1
𝐿𝐿
∙ 𝐹𝐹(𝜃𝜃1,𝑏𝑏1) ∙ 𝐾𝐾 ∙ 10−6 (6) 

 
P2 における評価式 

𝐷𝐷 = 𝐵𝐵 ∙
𝐴𝐴

4𝜋𝜋𝜋𝜋
∙

1
𝐿𝐿
∙ [𝐹𝐹(𝜃𝜃1,𝑏𝑏1) + 𝐹𝐹(𝜃𝜃2,𝑏𝑏1)] ∙ 𝐾𝐾 ∙ 10−6 (7) 

 
P3 における評価式 

𝐷𝐷 = 𝐵𝐵 ∙
𝐴𝐴

4𝜋𝜋𝜋𝜋
∙

1
𝐿𝐿
∙ [𝐹𝐹(𝜃𝜃2,𝑏𝑏1)− 𝐹𝐹(𝜃𝜃1,𝑏𝑏1)] ∙ 𝐾𝐾 ∙ 10−6 (8) 

 
P4 における評価式 

𝐷𝐷 = 𝐵𝐵 ∙
𝐴𝐴

4𝜋𝜋𝜋𝜋
∙

1
𝐿𝐿
∙ [𝐹𝐹(𝜃𝜃1,𝑏𝑏1) + 𝐹𝐹(𝜃𝜃2,𝑏𝑏1)] ∙ 𝐾𝐾 ∙ 10−6 (9) 

 
ただし、以下とする。 
𝐷𝐷：吸収線量率 [Gy/h] 
𝐴𝐴：線源強度 [ph/sec] 
𝐵𝐵：ビルドアップ係数 
𝜃𝜃：角度 [rad] 
𝑏𝑏：𝜇𝜇𝜇𝜇 
𝜇𝜇：線減衰係数 [cm-1] 
𝑡𝑡：遮へい体厚さ [cm] 
𝑅𝑅：線源から評価点までの距離 [cm] 
L：線源長さ [cm] 
𝐾𝐾：空気カーマに対する換算係数 [(µGy/h)/(ph/sec/cm2)] 
𝐹𝐹(𝜃𝜃,𝑏𝑏)：線源と評価点との角度、遮へい体厚さによって求められる減衰係数 

    （∫ 𝑒𝑒−𝑏𝑏
1

cos𝜃𝜃
𝜃𝜃
0 𝑑𝑑𝑑𝑑にて算出、𝐹𝐹(𝜃𝜃,𝑏𝑏)を図 5.6-3 に示す。） 
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図 5.6-2 手計算 3 計算モデル（遮へい体有り） 

（1/2） 
 

 
図 5.6-2 手計算 3 計算モデル（遮へい体有り） 

（2/2） 
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5.6.2 手計算で使用するパラメータ 
手計算で使用するパラメータを表 5.6-1 から表 5.6-6 に示す。ただし、ガンマ線のエネルギー

について、MCNP では 1.17MeV 及び 1.33MeV として計算したが、手計算では平均エネルギー

1.25MeV のガンマ線として計算した。また、線減衰係数、実効線量透過率及びビルドアップ係数

については、遮へい体厚さを考慮した値を liner-log 内挿して使用した。 
 

 
表 5.6-1 線減衰係数（Z=26, 𝜌𝜌=7.874g/cm3） 

ガンマ線のエネルギー[MeV] 線減衰係数[cm-1] 

1.00 4.720E-01 
1.25 4.260E-01※1 

1.50 3.845E-01 
※1 1.00MeV 及び 1.50MeV の線減衰係数から 1.25MeV の値を内挿している 

 
出典：日本アイソトープ協会 アイソトープ手帳 12 版 2020 年 3 月 

 
 

表 5.6-2 遮へい体厚さ及び𝜇𝜇𝜇𝜇 
遮へい体厚さ[cm] μt（線減衰係数×遮へい体厚さ） 

2 0.852 
3 1.278 
4 1.704 
5 2.130 
6 2.556 
7 2.982 
8 3.408 
9 3.834 
10 4.260 

 
出典：日本アイソトープ協会 アイソトープ手帳 12 版 2020 年 3 月 

  



 

  94 

表 5.6-3 実効線量透過率 

遮へい体厚さ 
[cm] 

μt 

実効線量透過率 
入射光子エネルギー[MeV] 

1.00 1.25 1.50 
― 0.500 8.67E-01 8.54E-01 8.41E-01 
2 0.852 7.43E-01 7.26E-01 7.09E-01 
― 1.000 6.96E-01 6.78E-01 6.60E-01 
3 1.278 5.96E-01 5.77E-01 5.59E-01 
4 1.704 4.70E-01 4.51E-01 4.34E-01 
― 2.000 3.98E-01 3.81E-01 3.64E-01 
5 2.130 3.66E-01 3.49E-01 3.33E-01 
6 2.556 2.77E-01 2.63E-01 2.49E-01 
7 2.982 2.09E-01 1.98E-01 1.86E-01 
― 3.000 2.07E-01 1.95E-01 1.84E-01 
8 3.408 1.54E-01 1.45E-01 1.36E-01 
9 3.834 1.14E-01 1.06E-01 9.94E-02 
― 4.000 1.01E-01 9.43E-02 8.80E-02 
10 4.260 8.30E-02 7.72E-02 7.19E-02 
― 5.000 4.74E-02 4.38E-02 4.04E-02 

注：遮へい体厚さが「―」の箇所は実効線量透過率を linear-log 内挿して算出した。 
 

出典：日本アイソトープ協会 アイソトープ手帳 12 版 2020 年 3 月 
 
 

表 5.6-4 実効線量率定数 

核種 
主な光子のエネルギー 

と放出割合 
実効線量率定数 

60Co 
1.173MeV 99.9% 
1.332MeV 100% 

その他 
0.305 

 
出典：日本アイソトープ協会 アイソトープ手帳 12 版 2020 年 3 月 
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表 5.6-5 e-μt（鉄、Co60（1.25MeV）） 
遮へい体厚さ[cm] μt（線減衰係数×遮へい体厚さ）  𝑒𝑒−𝜇𝜇𝜇𝜇 

2 0.852 0.427 
3 1.278 0.279 
4 1.704 0.182 
5 2.130 0.119 
6 2.556 0.078 
7 2.982 0.051 
8 3.408 0.033 
9 3.834 0.022 

10 4.260 0.014 
 

出典：日本原子力学会標準 γ線ビルドアップ係数：2013 2013 年 12 月 
 

表 5.6-6 ビルドアップ係数 

遮へい体厚さ 
[cm] 

μt 

ビルドアップ係数 
入射光子エネルギー[MeV] 

1.00 1.25 1.50 
― 0.500 1.410E+00 1.395E+00 1.380E+00 
2 0.852 1.707E+00 1.679E+00 1.651E+00 
― 1.000 1.850E+00 1.815E+00 1.780E+00 
3 1.278 2.088E+00 2.039E+00 1.990E+00 
4 1.704 2.514E+00 2.437E+00 2.362E+00 
― 2.000 2.860E+00 2.758E+00 2.660E+00 
5 2.130 2.989E+00 2.878E+00 2.771E+00 
6 2.556 3.451E+00 3.306E+00 3.167E+00 
7 2.982 3.986E+00 3.798E+00 3.620E+00 
― 3.000 4.010E+00 3.821E+00 3.640E+00 
8 3.408 4.500E+00 4.266E+00 4.044E+00 
9 3.834 5.076E+00 4.786E+00 4.513E+00 
― 4.000 5.320E+00 5.006E+00 4.710E+00 
10 4.260 5.664E+00 5.315E+00 4.988E+00 
― 5.000 6.770E+00 6.304E+00 5.870E+00 

注：遮へい体厚さが「―」の箇所はビルドアップ係数を linear-log 内挿して算出した。 
 

出典：日本原子力学会標準 γ線ビルドアップ係数：2013 2013 年 12 月 
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図 5.6-3 F(θ, b)、b = 0~8.0、θ = 1~90° 
 

出典：Springer-Verlag Berlin Heidelberg New York 
「Engineering Compendium on Radiation Shielding」（1968） 
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5.6.3 計算ケース 
(1) 代表的な簡易計算ケース 

各計算手法の持つ特徴を整理するため、線源形状、線源からの距離及び遮へい体厚さをパラ

メータとした代表的な簡易計算ケースを対象に、MCNP との比較を実施した。代表的な簡易計

算ケースの条件を表 5.6-7 に示す。また、それぞれの簡易計算ケースにおける計算モデルを図 
5.6-4 から図 5.6-8 に示す。 

 
表 5.6-7 簡易遮へい評価手法の適用検討のための代表的な簡易計算ケース 

ケース No. 線源 遮へい体 評価する簡易遮へい手法 
簡易計算ケース 1-1 点 無し QAD、手計算 1、手計算 2 
簡易計算ケース 1-2 点 有り QAD、手計算 1、手計算 2 
簡易計算ケース 1-3 ライン 無し QAD、手計算 3 
簡易計算ケース 1-4 ライン 有り QAD、手計算 3 
簡易計算ケース 1-5 点、ライン 無し QAD 

 
 

 
図 5.6-4 簡易計算ケース 1-1 の計算モデル（点線源、遮へい体無し） 

 
 
 

 
図 5.6-5 簡易計算ケース 1-2 の計算モデル（点線源、遮へい体有り） 

注：遮へい厚さ毎にモデル化し計算を実施している。 
 
  

単位：cm 

単位：cm 
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図 5.6-6 簡易計算ケース 1-3 の計算モデル（ライン線源、遮へい体無し） 

 
 

 
図 5.6-7 簡易計算ケース 1-4 の計算モデル（ライン線源、遮へい体有り） 

注：遮へい厚さ毎にモデル化し計算を実施している。 
 

 
図 5.6-8 簡易計算ケース 1-5 の計算モデル（点/ライン線源、遮へい体無し） 

 
 

  

単位：cm 

単位：cm 

単位：cm 
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(2) 令和 5 年度までの遮へい解析を模擬した計算ケース 
令和 5 年度までに MCNP で実施した遮へい解析条件について、簡易遮へい評価手法を適用

し、MCNP との比較を実施した。過去の遮へい解析条件を模擬した簡易計算ケースのうち、

QAD の解析モデルを図 5.6-9 から図 5.6-18 に示す。また、手計算の計算モデルを表 5.6-8 に

示す。なお、簡易遮へい評価手法を適用した簡易計算ケースは、5.4 項で線量計組成の影響を評

価した MCNP の解析ケースを模擬したものである。 
 
QAD については、MCNP の解析モデルを基本に直接線に関与しない形状については簡略化

している。例えば、簡易計算ケース 2-1 では、遮へい体後方の開口部は省略し、簡易計算ケー

ス 2-2 では、遮へい体厚さが MCNP では線源方向で 40mm、その他で 20mm であるが、全周

を 40mm とモデル化している。また、ビルドアップ係数については、遮へい体外部の評価をす

る際には空気、遮へい体内部の評価をする際には鉄と設定した。 
手計算 1 及び 2 については、ライン線源を点線源で模擬しており、線源中心を点線源の位置

とみなした。評価式に用いる遮へい体厚さについては、20mm もしくは 40mm 厚さの遮へい

体に対して、評価点と線源を結ぶ直線状に位置する遮へい体厚さに相当する長さをそれぞれ設

定した。 
手計算 3 については、ライン線源を設定した。遮へい体については開口部の位置を考慮し、

遮へい体を通過する領域と遮へい体を通過しない領域を設定した。簡易計算ケース 2-1 及び 2-
2 では、遮へい体の開口部と評価点の位置関係を考慮し、線源と評価点の角度に応じて遮へい

体を通過する領域及び遮へい体を通過しない領域をそれぞれ設定した。簡易計算ケース 2-3 及

び 2-4 については、遮へい体に開口部があるものの、遮へい体の開口部と評価点の位置関係を

考慮し、全て遮へい体を通過する領域と設定した。簡易計算ケース 2-5 については、線源方向

に開口部が位置しないため、全て遮へい体を通過する領域と設定した。 
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図 5.6-9 簡易計算ケース 2-1 の QAD 解析モデル 

 
注：直接線に関与しない形状は簡略化している 

 

 
図 5.6-10 簡易計算ケース 2-1 の遮へい体解析モデル 

 
注：直接線に関与しない形状は簡略化している 

 
  

ビルドアップ係数：鉄 

ビルドアップ係数：空気 

単位：cm 

単位：cm 
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図 5.6-11 簡易計算ケース 2-2 の QAD 解析モデル 

 
注：直接線に関与しない形状は簡略化している 

 

 

図 5.6-12 簡易計算ケース 2-2 の遮へい体解析モデル 
 

注：直接線に関与しない形状は簡略化している 
  

単位：cm 

単位：cm 

ビルドアップ係数：鉄 

ビルドアップ係数：空気 
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図 5.6-13 簡易計算ケース 2-3 の QAD 解析モデル 

 
注：直接線に関与しない形状は簡略化している 

 

 
図 5.6-14 簡易計算ケース 2-3 の遮へい体解析モデル 

 
注：直接線に関与しない形状は簡略化している 

 
  

単位：cm 

単位：cm 

ビルドアップ 

係数：鉄 

ビルドアップ 

係数：空気 
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図 5.6-15 簡易計算ケース 2-4 の QAD 解析モデル 

 
注：直接線に関与しない形状は簡略化している 

 

 
図 5.6-16 簡易計算ケース 2-4 の遮へい体解析モデル 

 
注：直接線に関与しない形状は簡略化している 

 
  

単位：cm 

単位：cm 

ビルドアップ 

係数：鉄 

ビルドアップ 

係数：空気 
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図 5.6-17 簡易計算ケース 2-5 の QAD 解析モデル 

 
注：直接線に関与しない形状は簡略化している 

 

 
図 5.6-18 簡易計算ケース 2-5 の遮へい体解析モデル 

 
注：直接線に関与しない形状は簡略化している 

 
 

単位：cm 

単位：cm 

ビルドアップ 

係数：鉄 

ビルドアップ 

係数：空気 
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表 5.6-8 過去の遮へい解析条件を模擬した簡易計算ケースの手計算モデル 
簡易計算ケース 2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 

線源形状 ライン線源 ライン線源 ライン線源 ライン線源 ライン線源 
線源中心から評価点 
までの距離[mm] 

約 200 約 200 約 1200 約 1100 約 1100 

遮へい体厚さ[mm] 20 40 20 40 20 
線源方向開口部の有無 有り 有り 有り 有り 無し 

相当する 
5.4 項の解析ケース 

解析ケース 1-1 解析ケース 1-2 解析ケース 1-3 
解析ケース 1-4 

（遮へい体前方から照射） 
解析ケース 1-4 

（遮へい体上方向から照射） 

手計算 1 及び 2 の 
計算モデル 

     

手計算 3 の計算モデル 
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 故障原因調査の実施 
令和 5 年度までの照射試験結果から、放射線照射によるセンサの故障挙動を確認し、照射パラ

メータの耐放射線性への影響を評価した。光電センサにおいては、令和 2 年度の故障調査で、電

源回路部のトランジスタ及びダイオードに破損が確認された。ここで、光電センサ故障時には出

力電圧の低下及び検知異常等の故障挙動が確認されており、故障箇所の違いが影響を与えている

と考えられるが、そのメカニズムについては明らかとなっていない。そこで、追加照射試験を行

い、各センサの故障原因調査を実施するとともに、センサの故障メカニズムの検討を行った。 
 

6.1 センサの分解による構成部品調査 
センサの分解による構成部品調査では、照射試験を行うセンサの構成部品を決定するため、セ

ンサを分解し、構成部品を調査した。調査対象センサは、故障時の集積吸収線量のばらつきが比

較的小さく、故障挙動が明確である光電センサ及び測域センサを選定した。 
 

6.2 構成部品の照射試験 
6.2.1 照射試験対象 

6.1 項のセンサの分解による構成部品調査結果を踏まえて、照射試験対象を決定した。ここで

はセンサに使用が確認されたバイポーラトランジスタ、MOSFET、JFET、コンデンサ、ダイオ

ード、コンパレータ、オペアンプ及び三端子レギュレータを対象に照射を実施した。コンパレー

タ、オペアンプ及び三端子レギュレータは集積回路である。照射試験対象とした構成部品を表 
6.2-1 に示す。バイポーラトランジスタ、MOSFET、JFET、コンデンサ及びダイオードについて

は、ばらつきの評価のため、サンプル数を 50 もしくは 100 とした。また、オペアンプについて

は、特性評価に時間がかかるためサンプル数を 10 とした。コンパレータ及び三端子レギュレー

タについては、その場測定（照射中にデータ取得）を行ったため、同時に多くのデータを取得す

ることが難しいことからサンプル数は 1 である。 
また、それぞれの構成部品の概要を以下に示す。 
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表 6.2-1 照射試験対象とした構成部品 

構成部品 個数 

NPN バイポーラトランジスタ 50 

PNP バイポーラトランジスタ 50 

n チャネル MOSFET 100 

p チャネル MOSFET 100 

n チャネル JFET 100 

アルミ電解コンデンサ 10μF 50 

積層セラミックコンデンサ 100nF 50 

積層セラミックコンデンサ 10μF 50 

小信号用汎用ダイオード 100 

整流ダイオード 50 

3mm 赤色 LED 50 

フォト IC ダイオード 50 

コンパレータ 1 

オペアンプ 10 

三端子レギュレータ 1 

 
 
(1) バイポーラトランジスタ 

バイポーラトランジスタ（Bipolar Junction Transistor）は、p 型半導体と n 型半導体の PN
接合によって構成される 3 端子の半導体素子である。エミッタ（E）、ベース（B）、コレクタ

（C）という 3 つの端子を持ち、電流の増幅やスイッチングの機能を有している。バイポーラ

トランジスタには、NPN と PNP 型の 2 種類があり、図 6.2-1 に示すように NPN トランジス

タは p 型半導体を 2 つの n 型半導体で挟んだ構造で、PNP トランジスタは n 型半導体を 2 つ

の p 型半導体で挟んだ構造である。動作原理としては、ベースに電流を流すことで、エミッタ

-コレクタ間の電流を制御する。バイポーラトランジスタの主な特徴は、微小な信号で大きな電

流を制御可能であること、ノイズに強く、高周波数での使用が可能であること、電流増幅性が

ありアナログ・デジタル信号の増幅に使用可能なこと、スイッチング可能なこと、発振回路に

使用可能であることがあげられる。具体的な応用例としては、増幅器、発振器、温度センサ、

低電圧でのスイッチング等がある。 
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図 6.2-1 NPN バイポーラトランジスタの構造概念図 
 

(2) MOSFET 
MOSFET（Metal-Oxide-Semiconductor Field-Effect Transistor）は、現代の電子機器にひ

ろく使用されている半導体素子のひとつである。MOSFET は、図 6.2-2 に示すようにゲート

（G）、ドレイン（D）、ソース（S）の 3 つの端子から構成されており、シリコン基板上に酸化

膜（SiO2）を形成し、その上にゲート金属電極が配置されている。ゲート電圧によってドレイ

ンとソース間の電流を制御する。MOSFET には、n チャネル型と p チャネル型の 2 種類があ

り、その特徴は、バイポーラトランジスタと異なり、電圧で制御するため、リーク電流が少な

く低消費電力が小さいことがあげられる。集積回路に適しているため、小型化が容易であり、

スイッチング電源、自動車制御電子機器、CPU、スマートフォン等に使用されている。 
 

 

図 6.2-2 n チャネル MOSFET の構造概念図 
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(3) JFET 
JFET（Junction Field Effect Transistor）は、電界効果トランジスタの一種で、ソース(S)、

ゲート(G)、ドレイン(D)の 3 端子で構成されている。基本構造は、図 6.2-3 に示すように p 型

または n 型半導体の土台に、逆の型の半導体をゲート部分に埋め込むことで、PN 接合を形成

している。ゲート電圧の大きさでドレイン-ソース間の電流を制御しており、ゲートに電圧を印

加して空乏層を生成し、その空乏層の厚さを変えることで、電流の流れを制御する。特徴とし

て、高入力インピーダンスを有し、わずかな入力電流しか流れないため、微弱な信号の増幅に

適している。JFET は、低ノイズ回路で使用されることが多く、スイッチング素子としても機

能する。特に、その高入力インピーダンスと低ノイズ特性から、微弱な信号を扱う回路、つま

りセンサ等の電子回路では不可欠である。 
 

 
図 6.2-3 n チャネル JFET の構造概念図 
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(4) コンデンサ 
構成部品の照射試験では、アルミ電解コンデンサ及びセラミックコンデンサの 2 種類のコン

デンサを対象とした。アルミ電解コンデンサは、電子回路において広く使用される重要な受動

部品のひとつであり、図 6.2-4 に示すように、陽極アルミ箔、電解紙、陰極アルミ箔、電解液、

アルミケース等から構成される。誘電体として酸化皮膜（Al2O3）を使用し、電気を蓄える機能

を持っている。電解コンデンサの主な特徴として、サイズに対して大きな静電容量を実現でき

ること、他のコンデンサと比較して製造コストが低いこと、一般的に極性を持つこと等があげ

られる。 
セラミックコンデンサは、小型ながらセラミックを誘電体として使用し、複数の電極層を積

層することで静電容量を有している。セラミックコンデンサの主な特徴として、高周波特性が

あり、インダクタンス成分が小さいため、高周波信号を扱う際に信号の減衰が少ない。また、

セラミック素材を使用しているため、耐熱性も高く、高温環境下でも安定して動作可能である。 
 

 

図 6.2-4 アルミ電解コンデンサの構造概念図 
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(5) ダイオード 
ダイオードには、商用周波数の整流に適している整流ダイオード、高速スイッチング用途に

適しているスイッチングダイオード、金属と半導体の接合を利用することで順方向電圧が低く、

高周波整流に適しているショットキーバリアダイオード等がある。整流ダイオードは、p 型半

導体と n 型半導体を接合した構造を持つ PN 接合ダイオードの一種で、PN 接合ダイオードの

構造は、図 6.2-5 に示すように、メサ型とプレーナ型に分類される。 
LED については、プレーナ型が現在主流となっており、表面が平坦で、PN 接合部を含む表

面全体が絶縁物の保護膜で覆われているという特徴がある。 
 

 
図 6.2-5 PN 接合型ダイオードの構造 
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(6) コンパレータ 
コンパレータは、二つの電圧または電流を比較し、その大小関係に応じて出力が切り替わる

電子回路素子で、主に 2 つの入力端子（非反転入力端子と反転入力端子）と 1 つの出力端子を

持ち、位相補償容量を持たないため、オペアンプと比べ応答性が良い。そして、入力電圧の大

小関係に応じて、High（高）または Low（低）のデジタル信号を出力する。ある市販のコンパ

レータの電気的特性が記載されたデータシートから引用した等価回路を図 6.2-6 に示す。 

 
図 6.2-6 コンパレータの等価回路の例 

（ある市販のコンパレータ IC のデータシートより引用） 
 

(7) オペアンプ 
オペアンプ（演算増幅器）は、2 つの入力端子（非反転入力端子と反転入力端子）と 1 つの

出力端子を持つ差動増幅器で、2 つの入力の差を非常に大きな倍率で増幅する。オペアンプの

主な特徴として、高い開ループ利得、高入力インピーダンス、低出力インピーダンス及び広い

周波数帯域があげられる。内部構造は一般的に入力段（差動増幅段）、利得段、出力段の 3 段の

回路構成になっており、増幅回路、コンパレータ、積分回路、微分回路、フィルタ回路、発振

回路等に使用される。通常、負帰還をかけて使用されることで、回路の安定性が向上し、外部

抵抗で任意の増幅率を設定可能である。ある市販のオペアンプのデータシートから引用した等

価回路を図 6.2-7 に示す。 
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図 6.2-7 単電源動作オペアンプの等価回路の例 

（ある市販のオペアンプのデータシートより引用） 
 

(8) 三端子レギュレータ 
三端子レギュレータは、入力端子（IN）、出力端子（OUT）、グラウンド端子（GND）の 3 つ

の端子を持ち、電圧を制御する。主な特徴として、簡単な回路構成で使用できることがあげら

れ、基本的に入出力端子にコンデンサを接続するだけで動作する。三端子レギュレータは、入

力電圧から余分な電圧をカットして安定した出力電圧を生成しているため、入力電圧は出力電

圧よりも一定以上高い必要があり、この最小必要差はドロップアウト電圧と呼ばれる。通常、

1V から 2V 程度のドロップアウト電圧が必要であるが、三端子レギュレータの入力電圧と出力

電圧の差が大きいと、余分な電圧を熱として放出するため効率が低下し、発熱が問題になるこ

とがある。ある市販の三端子レギュレータのデータシートから引用した等価回路の例を図 
6.2-8 に示す。 

 

 
図 6.2-8 三端子レギュレータの等価回路の例 

（ある市販の三端子レギュレータのデータシートより引用）  
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6.2.2 構成部品の特性評価方法 
各構成部品に照射を実施し、一定の集積吸収線量となった時点で照射を停止し、電気特性等を

評価し、放射線による劣化を評価した。各構成部品の特性評価方法を以下に示す。また、コンパ

レータ及び三端子レギュレータについては、測定システムを工夫し、ガンマ線照射中にその場測

定を実施した。 
 
(1) バイポーラトランジスタ 

バイポーラトランジスタの基本特性として、直流電流増幅率（hFE）を測定した。hFE は図 
6.2-9 に示すように、コレクタ電流とベース電流の比で表される。ここでは、デジタルテスタの

hFE 測定機能を用いて評価した。 
 

 
図 6.2-9 バイポーラトランジスタの特性評価試験概念図 

 
 

(2) MOSFET 
MOSFET の特性評価では、図 6.2-10 に示すように、デジタルテスタを用いて、ID-VDS 特性

を取得した。また、ドレイン・ソース電圧を一定に保ちながら VGS を掃引し、IDの変化を観測

し、IDが 5.0mA に達したときにこれを（オン）ゲートしきい値電圧と定義した。 
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図 6.2-10 n チャネル MOSFET の特性評価試験概念図 

 
 

(3) JFET 
JFET 特性評価では、図 6.2-11 に示すように、ドレイン-ソース間電圧を固定して、VGS を掃

引し、IDの変化を評価した。 
 

 
図 6.2-11 n チャネル JFET の特性評価試験概念図 
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(4) コンデンサ 
コンデンサの特性については、インピーダンスアナライザで静電容量を測定した。使用した

インピーダンスアナライザでは静電容量を測定するための等価回路の選択があるが、ここでは、

図 6.2-12 に示すキャパシタ CP と抵抗器 RP の並列回路のモデルにて CP を測定した。ここで、

静電容量 10µF のアルミ電解コンデンサの測定周波数は 100Hz、10µF の積層セラミックコン

デンサの測定周波数は 100Hz、100nF の積層セラミックコンデンサの測定周波数は 1kHz であ

る。 
 

 
図 6.2-12 コンデンサの等価並列回路 

 
(5) ダイオード 

ダイオード特性については、図 6.2-13 に示すように、デジタルテスタで、アノード・カソー

ド間に流れる 5mA の順方向電流となる電圧 Vfを測定した。 
 
 

 
図 6.2-13 ダイオードの特性評価試験概念図 

 
  



 

  117 

(6) コンパレータ 
コンパレータの特性については、コンパレータをガンマ線照射室内に設置し、照射室外より、

2Hz の TTL 信号（5V）の入力信号、及び電源 5V を入力し、出力信号をデータレコーダで測

定した。コンパレータのガンマ線照射試験の回路図を図 6.2-14 に、コンパレータ特性評価試

験回路の写真を図 6.2-15 に示す。 
 

 
図 6.2-14 コンパレータ特性評価試験回路 

 

 
図 6.2-15 コンパレータ特性評価試験回路の様子 
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(7) オペアンプ 
オペアンプの特性について、図 6.2-16 に示す電子回路を作成し、周波数に対する電圧利得

特性を評価した。ここでは、ファンクションジェネレータからの正弦波を入力信号として、出

力される信号の振幅をオシロスコープで観測し、入力信号と出力信号の振幅の比を求めた。 
 

 
図 6.2-16 オペアンプ Vo-f 特性試験回路 

 
 

(8) 三端子レギュレータ 
三端子レギュレータの特性については、三端子レギュレータをガンマ線照射室内にして、入

力信号に DC 電圧を印加し、出力信号電圧を測定した。三端子レギュレータを図 6.2-17 に示

す。 
 
 

 
図 6.2-17 三端子レギュレータ 
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6.2.3 照射試験場所 
ガンマ線照射には大阪大学産業科学研究所の 60Co ガンマ線照射施設を利用した。2011 年 2 月

10 日の 60Co の放射能は 352TBq であり、半減期 5.2714 年から算出すると照射実施の 2025 年 1
月の放射能は 57TBq となる。線源から試料までの距離、照射時間及び実効線量率定数 0.305 (µSv・
m2)/(MBq・h)を用いて吸収線量を算出した。 

線源からの距離に対する吸収線量率を表 6.2-2 に示す。60Co 線源の床面より 10cm の位置に強

度の中心があり、線量に応じて、最短距離 1cm の位置に設置し、照射を実施した。なお、実効線

量（Sv）を照射試料の位置での空気に対する吸収線量（Gy）として評価した。 
 

表 6.2-2 照射距離と吸収線量率の関係 
照射距離[cm] 吸収線量率[kGy/h] 

1 190 
2 47 
5 7.6 

10 1.9 
30 0.21 
100 0.019 
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 カスタマイズしたセンサの作動試験の実施 
令和 5 年度までの照射試験では、センサ単体の耐放射線性データ取得及びカスタマイズを行っ

てきた。しかし、実環境では機器に付属するセンサを対象にカスタマイズを行い、耐放射線性を

向上させる必要がある。そこで、機器に付属するセンサへのカスタマイズを実施し、作動試験に

より適合性を評価した。また、センサが付随した機器に対して、一部のセンサをカスタマイズし

た状態で照射試験を実施し、センサの挙動を比較した。 
 

7.1 照射対象 
低レベル放射性廃棄物取扱施設等での搬送装置として、コンベヤを想定した。コンベヤには、

位置検出のため、光電センサが使用されている。そこで、コンベヤ及びコンベヤに付随する光電

センサを試験対象とした。作動試験に用いた光電センサの仕様及び配線図を図 7.1-1 に示す。 
作動試験では、光電センサが物体を検知した時に、NPN オープンコレクタの電流が流れるよう

に設定した。つまり、物体を検知した時には出力電圧は 0V を出力し、物体を検知しない時には、

24V を出力する。 
 
 

 
図 7.1-1 光電センサ仕様及び配線図 
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7.2 遮へい体 
照射中のコンベヤに使用される光電センサに対して、カスタマイズするものとカスタマイズし

ないものを同時に照射した。遮へい体構造については、令和 3 年度及び 4 年度に実施した光電セ

ンサのカスタマイズ試験を参考に遮へい厚を 20mm に設定し、材質は炭素鋼（SS400）とした。

遮へい体及び光電センサの様子を図 7.2-1 に示す。 
 

 

 
図 7.2-1 遮へい体及び光電センサの様子 
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7.3 吸収線量率 
線源から 10cm の位置に遮へい体表面が位置する条件で、モンテカルロ計算コードである

PHITS を用いて遮へい体内部の光電センサ位置での吸収線量率を評価した。なお、照射試験場所

は、6 項の故障原因調査において、構成部品の照射試験を実施した大阪大学産業科学研究所の 60Co
ガンマ線照射施設とした。 

PHITS による光電センサ近傍のガンマ線強度分布を図 7.3-1 に、センサ位置でのガンマ線エ

ネルギースペクトルを図 7.3-2 及び図 7.3-3 に示す。遮へい体がある場合、遮へい体が無い場合

と比較し、200keV から 1MeV のエネルギー領域の散乱ガンマ線が増加していることが分かる。

また、ガンマ線との相互作用により高速電子が生じるが、その高速電子がセンサに与えるエネル

ギー損失の評価を図 7.3-4 及び図 7.3-5 に示す。遮へい体がある場合、200keV 以下の領域でエ

ネルギー損失が増加していることが分かる。 
センサ位置での吸収線量率については、遮へい体が無い場合 580Gy/h、遮へい体がある場合

260Gy/h と評価された。 
 

 

図 7.3-1 光電センサ近傍のガンマ線強度分布 
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図 7.3-2 センサ位置でのガンマ線エネルギースペクトル（遮へい体無し） 

 

 

図 7.3-3 センサ位置でのガンマ線エネルギースペクトル（遮へい体あり） 
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図 7.3-4 センサに対するエネルギー損失スペクトル（遮へい体無し） 

 

 
図 7.3-5 センサに対するエネルギー損失スペクトル（遮へい体あり） 
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7.4 試験方法 
コンベヤの作動試験の概念図を図 7.4-1 に、照射中のコンベヤの様子を図 7.4-2 に示す。 
60Co ガンマ線源の近傍に光電センサを 2 台設置し、1 台は、カスタマイズした。コンベヤのス

テージに物体が置かれ、コンベヤの動作は、照射室外に設置されたステージコントローラーによ

って制御される。コンベヤの耐放射線性については、十分に確保する必要があるため、耐放射線

性に優れたステッピングモータ、磁気リードスイッチ、抵抗及びアルミ電解コンデンサで構成し、

1MGy 以上の耐放射線性を有している。光電センサからの情報は、照射室外に置かれたデータレ

コーダに記録される。光電センサ及びデータレコーダを接続する信号、コンベヤを動作させるケ

ーブルの長さは 10m である。また、コンベヤ、制御部及びデータレコーダの写真を図 7.4-3 に示

す。 
 
 

 
図 7.4-1 作動試験の概念図 
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図 7.4-2 作動試験の様子 

 
 

 
図 7.4-3 コンベヤ制御部の様子 
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 試験結果 
8.1 耐放射線性データの追加取得 
8.1.1 光電センサ 

(1) 50Gy/h 試験 
4.2 項で設定した条件に従い、光電センサの照射試験を実施した。光電センサの出力電圧が

低下するもしくは検知不良によって故障した時点での集積吸収線量を表 8.1-1 に、不具合発生

前の集積吸収線量を表 8.1-2 に示す。 
各光電センサの出力電圧の変化を図 8.1-1 から図 8.1-10 に示す。また、全センサを同一の

グラフにプロットした図を図 8.1-11 及び図 8.1-12 に示す。 
さらに、各センサの照射試験結果の詳細を以下に述べる。 
 
光電センサ 5 台に対して、吸収線量率約 50Gy/h で照射試験を実施した結果、No.1 は照射開

始後約 17.0 時間（集積吸収線量 862Gy）の動作確認時に白紙を取外しても非検知状態となら

ず、データロガーの出力電圧が検知状態と同等である 24V 付近から低下しないことを確認し

た。従って、動作確認で検知異常を確認した照射開始後 17.0 時間（集積吸収線量 862Gy）で

故障と判断した。 
No.2 は、照射開始後 16.0 時間（集積吸収線量 1152Gy）の動作確認時に出力電圧が低下せ

ず、非検知状態とならないことを確認した。 
No.3 は、照射開始後 15.0 時間（集積吸収線量 1066Gy）の動作確認時に出力電圧が低下せ

ず、非検知状態とならないことを確認した。 
No.4 は、照射開始後 15.0 時間（集積吸収線量 1077Gy）の動作確認時に出力電圧が低下せ

ず、非検知状態とならないことを確認した。 
No.5 は、照射開始後 15.0 時間（集積吸収線量 1044Gy）の動作確認時に出力電圧が低下せ

ず、非検知状態とならないことを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、照

射開始後 14.0 時間（集積吸収線量 973Gy）に出力電圧が低下していた。なお、照射開始後 14.0
時間後から 2 日間の照射停止期間があった。この時、照射停止後、約 5 時間で出力電圧が正常

な値に回復していた。 
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表 8.1-1 光電センサ（50Gy/h）の故障を確認した集積吸収線量 

センサ No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

故障時の 
様子 

光電 50-1 50.7 17.0 862 

1026 
（SD※1:99） 

検知異常 
光電 50-2 72.0 16.0 1152 検知異常 
光電 50-3 71.1 15.0 1066 検知異常 
光電 50-4 71.8 15.0 1077 検知異常 

光電 50-5 69.6 14.0 973 
出力電圧低下 
（0V 付近） 

※1 SD：標準偏差 
 

表 8.1-2 光電センサ（50Gy/h）の不具合発生前の集積吸収線量 

センサ No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
光電 50-1 50.7 16.0 811 

959 
（SD※1:92） 

光電 50-2 72.0 15.0 1080 
光電 50-3 71.1 14.0 995 
光電 50-4 71.8 14.0 1005 
光電 50-5 69.6 13.0 904 

※1 SD：標準偏差 
 

  



 

  129 

 

図 8.1-1 光電 50-1 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-2 光電 50-1 出力電圧変化（縮小図） 
  

862Gy で 
検知異常を確認 

862Gy で 
検知異常を確認 
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図 8.1-3 光電 50-2 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-4 光電 50-2 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

1152Gy で 
検知異常を確認 

1152Gy で 
検知異常を確認 
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図 8.1-5 光電 50-3 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-6 光電 50-3 出力電圧変化（縮小図） 
  

1066Gy で 
検知異常を確認 

1066Gy で 
検知異常を確認 
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図 8.1-7 光電 50-4 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-8 光電 50-4 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

1077Gy で 
検知異常を確認 

1077Gy で 
検知異常を確認 
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図 8.1-9 光電 50-5 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-10 光電 50-5 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

973Gyで出力電圧が 
0V 付近まで低下 

973Gyで出力電圧が 
0V 付近まで低下 
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図 8.1-11 光電 50Gy/h 全センサ出力電圧変化 
 

 

図 8.1-12 光電 50Gy/h 全センサ出力電圧変化（縮小図） 
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(2) 100Gy/h 試験 
4.2 項で設定した条件に従い、光電センサの照射試験を実施した。光電センサの出力電圧が

低下するもしくは検知不良によって故障した時点での集積吸収線量を表 8.1-3 に、不具合発生

前の集積吸収線量を表 8.1-4 に示す。 
各光電センサの出力電圧の変化を図 8.1-13 から図 8.1-22 に示す。また、全センサを同一の

グラフにプロットした図を図 8.1-23 及び図 8.1-24 に示す。 
さらに、各センサの照射試験結果の詳細を以下に述べる。 
 
光電センサ 5 台に対して、吸収線量率約 100Gy/h で照射試験を実施した結果、No.1 は照射

開始後約 9.00 時間（集積吸収線量 831Gy）の動作確認時に白紙を用いて検知状態としても検

知せず、データロガーの出力電圧が非検知状態と同等である 0V 付近から上昇しないことを確

認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、照射開始後 7.88 時間（集積吸収線量

728Gy）に検知状態の出力電圧が 0V 付近まで低下していた。従って、出力電圧が低下した照

射開始後 7.88 時間（集積吸収線量 728Gy）で故障と判断した。 
No.2 は、照射開始後 7.00 時間（集積吸収線量 705Gy）の動作確認時に出力電圧が 0V 付近

まで低下し、検知もされないことを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、

照射開始後 6.44 時間（集積吸収線量 648Gy）に出力電圧が 11V 付近まで低下していた。なお、

その後も照射を継続すると、出力電圧が不安定となり、照射開始後 6.71 時間（集積吸収線量

676Gy）に出力電圧が 0V 付近まで低下していた。 
No.3 は、照射開始後 7.00 時間（集積吸収線量 750Gy）の動作確認時に出力電圧が 0V 付近

まで低下し、検知もされないことを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、

照射開始後 6.46 時間（集積吸収線量 692Gy）に出力電圧が 0V 付近まで低下していた。 
No.4 は、照射開始後 7.00 時間（集積吸収線量 800Gy）の動作確認時に出力電圧が 0V 付近

まで低下し、検知もされないことを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、

照射開始後 6.52 時間（集積吸収線量 745Gy）に出力電圧が 0V 付近まで低下していた。 
No.5 は、照射開始後 8.00 時間（集積吸収線量 823Gy）の動作確認時に出力電圧が 0V 付近

まで低下し、検知もされないことを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、

照射開始後 7.60 時間（集積吸収線量 782Gy）に出力電圧が 0V 付近まで低下していた。 
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表 8.1-3 光電センサ（100Gy/h）の故障を確認した集積吸収線量 

センサ No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

故障時の 
様子 

光電 100-1 92 7.88 728 

719 
（SD※1:46） 

出力電圧低下

（0V 付近） 

光電 100-2 101 6.44 648 
出力電圧低下 
（11V 付近） 

光電 100-3 107 6.46 692 
出力電圧低下 
（0V 付近） 

光電 100-4 114 6.52 745 
出力電圧低下 
（0V 付近） 

光電 100-5 103 7.60 782 
出力電圧低下 
（0V 付近） 

※1 SD：標準偏差 
 

表 8.1-4 光電センサ（100Gy/h）の不具合発生前の集積吸収線量 

センサ No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
光電 100-1 92 7.00 646 

660 
（SD※1:40） 

光電 100-2 101 6.00 604 
光電 100-3 107 6.00 643 
光電 100-4 114 6.00 686 
光電 100-5 103 7.00 720 

※1 SD：標準偏差 
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図 8.1-13 光電 100-1 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-14 光電 100-1 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

728Gyで出力電圧が 
0V 付近まで低下 

728Gyで出力電圧が 
0V 付近まで低下 
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図 8.1-15 光電 100-2 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-16 光電 100-2 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

648Gyで出力電圧が 
11V 付近まで低下 

648Gyで出力電圧が 
11V 付近まで低下 
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図 8.1-17 光電 100-3 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-18 光電 100-3 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

692Gyで出力電圧が 
0V 付近まで低下 

692Gyで出力電圧が 
0V 付近まで低下 
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図 8.1-19 光電 100-4 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-20 光電 100-4 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

745Gyで出力電圧が 
0V 付近まで低下 

745Gyで出力電圧が 
0V 付近まで低下 
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図 8.1-21 光電 100-5 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-22 光電 100-5 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

782Gyで出力電圧が 
0V 付近まで低下 

782Gyで出力電圧が 
0V 付近まで低下 
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図 8.1-23 光電 100Gy/h 全センサ出力電圧変化 
 

 

図 8.1-24 光電 100Gy/h 全センサ出力電圧変化（縮小図） 
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8.1.2 近接センサ 
(1) 50Gy/h 試験 

4.2 項で設定した条件に従い、近接センサの照射試験を実施した。近接センサの出力電圧が

低下するもしくは検知不良によって故障した時点での集積吸収線量を表 8.1-5 に、不具合発生

前の集積吸収線量を表 8.1-6 に示す。 
各近接センサの出力電圧の変化を図 8.1-25 から図 8.1-34 に示す。また、全センサを同一の

グラフにプロットした図を図 8.1-35 及び図 8.1-36 に示す。 
さらに、各センサの照射試験結果の詳細を以下に述べる。なお、近接センサは、検知時には

全てのセンサで約 21V を出力するが、非検知時には No.1 で約 2V、No.2-4 で約 14V を出力す

ることを確認した。 
 
近接センサ 5 台に対して、吸収線量率約 50Gy/h で照射試験を実施した結果、No.1 は照射開

始後約 22.0 時間（集積吸収線量 1116Gy）の動作確認時に検知状態としても検知せず、データ

ロガーの出力電圧が非検知状態と同等である 2V 付近から上昇しないことを確認した。また、

データロガーの出力電圧を確認すると、照射開始後 22.0 時間（集積吸収線量 1116Gy）の動作

確認後に検知状態の出力電圧が 2V 付近まで低下していた。従って、出力電圧が低下した照射

開始後 22.0 時間（集積吸収線量 1116Gy）で故障と判断した。 
No.2 は、照射開始後 20.0 時間（集積吸収線量 1439Gy）の動作確認時に出力電圧が 14V 付

近まで低下し、検知もされないことを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、

照射開始後 18.1 時間（集積吸収線量 1301Gy）に出力電圧が 14V 付近まで低下していた。 
No.3 は、照射開始後 20.0 時間（集積吸収線量 1421Gy）の動作確認時に出力電圧が 14V 付

近まで低下し、検知もされないことを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、

照射開始後 18.0 時間（集積吸収線量 1279Gy）に出力電圧が 14V 付近まで低下していた。 
No.4 は、照射開始後 20.0 時間（集積吸収線量 1435Gy）の動作確認時に出力電圧が 14V 付

近まで低下し、検知もされないことを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、

照射開始後 19.1 時間（集積吸収線量 1367Gy）に出力電圧が 14V 付近まで低下していた。 
No.5 は、照射開始後 20.0 時間（集積吸収線量 1391Gy）の動作確認時に出力電圧が 14V 付

近まで低下し、検知もされないことを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、

照射開始後 18.7 時間（集積吸収線量 1304Gy）に出力電圧が 14V 付近まで低下していた。 
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表 8.1-5 近接センサ（50Gy/h）の故障を確認した集積吸収線量 

センサ No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

故障時の 
様子 

近接 50-1 50.7 22.0 1116 

1273 
（SD※1:84） 

出力電圧低下 
（2V 付近） 

近接 50-2 72.0 18.1 1301 
出力電圧低下 
（14V 付近） 

近接 50-3 71.1 18.0 1279 
出力電圧低下 
（14V 付近） 

近接 50-4 71.8 19.1 1367 
出力電圧低下 
（14V 付近） 

近接 50-5 69.6 18.7 1304 
出力電圧低下 
（14V 付近） 

※1 SD：標準偏差 
 

表 8.1-6 近接センサ（50Gy/h）の不具合発生前の集積吸収線量 

センサ No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
近接 50-1 50.7 21.0 1065 

1208 
（SD※1:92） 

近接 50-2 72.0 18.0 1295 
近接 50-3 71.1 16.0 1137 
近接 50-4 71.8 18.0 1292 
近接 50-5 69.6 18.0 1252 

※1 SD：標準偏差 
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図 8.1-25 近接 50-1 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-26 近接 50-1 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

1116Gy で出力電圧が 
2V 付近まで低下 

1116Gy で出力電圧が 
2V 付近まで低下 
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図 8.1-27 近接 50-2 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-28 近接 50-2 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

1301Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 

1301Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 
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図 8.1-29 近接 50-3 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-30 近接 50-3 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

1279Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 

1279Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 
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図 8.1-31 近接 50-4 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-32 近接 50-4 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

1367Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 

1367Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 
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図 8.1-33 近接 50-5 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-34 近接 50-5 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

1304Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 

1304Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 
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図 8.1-35 近接 50Gy/h 全センサ出力電圧変化 
 

 

図 8.1-36 近接 50Gy/h 全センサ出力電圧変化（縮小図） 
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(2) 100Gy/h 試験 
4.2 項で設定した条件に従い、近接センサの照射試験を実施した。近接センサの出力電圧が

低下するもしくは検知不良によって故障した時点での集積吸収線量を表 8.1-7 に、不具合発生

前の集積吸収線量を表 8.1-8 に示す。 
各近接センサの出力電圧の変化を図 8.1-37 から図 8.1-46 に示す。また、全センサを同一の

グラフにプロットした図を図 8.1-47 及び図 8.1-48 に示す。 
さらに、各センサの照射試験結果の詳細を以下に述べる。なお、近接センサは、検知時には

全てのセンサで約 21V を出力するが、非検知時には No.3,4 で約 2V、No.1,2,5 で約 14V を出

力することを確認した。 
 
近接センサ 5 台に対して、吸収線量率約 100Gy/h で照射試験を実施した結果、No.1 は照射

開始後約 16.0 時間（集積吸収線量 1477Gy）の動作確認時に検知状態としても検知せず、デー

タロガーの出力電圧が非検知状態と同等である 14V 付近から上昇しないことを確認した。ま

た、データロガーの出力電圧を確認すると、照射開始後 16.0 時間（集積吸収線量 1477Gy）の

動作確認後に検知状態の出力電圧が 14V 付近まで低下していた。従って、出力電圧が低下した

照射開始後 16.0 時間（集積吸収線量 1477Gy）で故障と判断した。 
No.2 は、照射開始後 11.0 時間（集積吸収線量 1107Gy）の動作確認時に出力電圧が 14V 付

近まで低下し、検知もされないことを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、

照射開始後 10.7 時間（集積吸収線量 1080Gy）に出力電圧が 14V 付近まで低下していた。 
No.3 は、照射開始後 11.0 時間（集積吸収線量 1179Gy）の動作確認時に出力電圧が 2V 付近

まで低下し、検知もされないことを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、

照射開始後 10.8 時間（集積吸収線量 1154Gy）に出力電圧が 2V 付近まで低下していた。 
No.4 は、照射開始後 11.0 時間（集積吸収線量 1257Gy）の動作確認時に出力電圧が 2V 付近

まで低下していることを確認した。ただし、この時検知状態を変化させると、正常な出力電圧

に戻り、正常に検知することを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、照射

開始後 7.27 時間（集積吸収線量 831Gy）に出力電圧が 17V 付近まで低下していた。センサが

正常な状態では検知状態で 17V を示すことは無いため、17V まで電圧が低下した時点でセン

サが故障したと判断した。 
No.5 は、照射開始後 14.0 時間（集積吸収線量 1440Gy）の動作確認時に出力電圧が 14V 付

近まで低下していることを確認した。ただし、この時検知状態を変化させると、正常な出力電

圧に戻り、正常に検知することを確認した。また、データロガーの出力電圧を確認すると、照

射開始後 6.55 時間（集積吸収線量 674Gy）に出力電圧が 14V 付近まで低下していた。 
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表 8.1-7 近接センサ（100Gy/h）の故障を確認した集積吸収線量 

センサ No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 

故障時の 
様子 

近接 100-1 92 16.0 1477 

1043 
（SD※1:277） 

出力電圧低下 
（14V 付近） 

近接 100-2 101 10.7 1080 
出力電圧低下 
（14V 付近） 

近接 100-3 107 10.8 1154 
出力電圧低下 
（2V 付近） 

近接 100-4 114 7.27 831 
出力電圧低下 
（17V 付近） 

近接 100-5 103 6.55 674 
出力電圧低下 
（14V 付近） 

※1 SD：標準偏差 
 

表 8.1-8 近接センサ（100Gy/h）の不具合発生前の集積吸収線量 

センサ No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
近接 100-1 92 15.5 1431 

985 
（SD※1:274） 

近接 100-2 101 10.0 1007 
近接 100-3 107 10.0 1072 
近接 100-4 114 7.00 800 
近接 100-5 103 6.00 617 

※1 SD：標準偏差 
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図 8.1-37 近接 100-1 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-38 近接 100-1 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

1477Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 

1477Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 



 

  154 

 

図 8.1-39 近接 100-2 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-40 近接 100-2 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

1080Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 

1080Gyで出力電圧が 
14V 付近まで低下 
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図 8.1-41 近接 100-3 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-42 近接 100-3 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

1154Gy で出力電圧が 
2V 付近まで低下 

1154Gy で出力電圧が 
2V 付近まで低下 
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図 8.1-43 近接 100-4 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-44 近接 100-4 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

831Gy で出力電圧が 
17V 付近まで低下 

831Gy で出力電圧が 
17V 付近まで低下 
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図 8.1-45 近接 100-5 出力電圧変化 
 

 

図 8.1-46 近接 100-5 出力電圧変化（縮小図） 
 
  

674Gy で出力電圧が 
14V 付近まで低下 

674Gy で出力電圧が 
14V 付近まで低下 
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図 8.1-47 近接 100Gy/h 全センサ出力電圧変化 
 

 

図 8.1-48 近接 100Gy/h 全センサ出力電圧変化（縮小図） 
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8.1.3 測域センサ 
(1) 50Gy/h 試験 

4.2 項で設定した条件に従い、測域センサの照射試験を実施した。測域センサは、測定中、一

定のばらつきを示しながら距離データを出力し、PC にデータを転送、記録していたが、故障時

には PC に記録される距離データが一定となる事象が確認された。また、記録される距離デー

タが一定となった後も照射を続け、照射を中断したタイミングで PC との接続を解除すると、

センサと PC が再接続できず、距離データの測定ができなくなったため、試験終了とした。 
本試験では、距離データが一定となった集積吸収線量を測域センサが故障した集積吸収線量

と定義した。測域センサが故障した時点での集積吸収線量を表 8.1-9 に示す。 
各センサの距離データの変化を図 8.1-49 から図 8.1-51 に示す。また、照射前及び故障後の

検出範囲を図 8.1-52 から図 8.1-57 に示す。 
 

表 8.1-9 測域センサ（50Gy/h）の故障を確認した集積吸収線量 

センサ No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
故障時の挙動 

測域 50-1 52.0 3.92 204 
207 

（SD※1:10） 

出力データ一定 
測域 50-2 52.0 3.79 197 出力データ一定 
測域 50-3 52.0 4.24 221 出力データ一定 
※1 SD：標準偏差 

 

 

図 8.1-49 測域 50-1 距離データ変化 

204Gy 
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図 8.1-50 測域 50-2 距離データ変化 
 

 

図 8.1-51 測域 50-3 距離データ変化 
 
  

197Gy 

221Gy 



 

  161 

 

図 8.1-52 測域 50-1 検出範囲（照射前） 
 

 

図 8.1-53 測域 50-1 検出範囲（故障後） 
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図 8.1-54 測域 50-2 検出範囲（照射前） 
 

 

図 8.1-55 測域 50-2 検出範囲（故障後） 
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図 8.1-56 測域 50-3 検出範囲（照射前） 
 

 

図 8.1-57 測域 50-3 検出範囲（故障後） 
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(2) 100Gy/h 試験 
4.2 項で設定した条件に従い、測域センサの照射試験を実施した。100Gy/h 試験においても

50Gy/h 試験と同様に、故障時には PC に記録される距離データが一定となる事象が確認され

た。測域センサが故障した時点での集積吸収線量を表 8.1-10 に示す。 
各センサの距離データの変化を図 8.1-58 から図 8.1-60 に示す。また、照射前及び故障後の

検出範囲を図 8.1-61 から図 8.1-66 に示す。 
 

表 8.1-10 測域センサ（100Gy/h）の故障を確認した集積吸収線量 

センサ No. 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 

集積 
吸収線量 

[Gy] 

平均集積 
吸収線量 

[Gy] 
故障時の挙動 

測域 100-1 97.7 2.19 214 
240 

（SD※1:19） 

出力データ一定 
測域 100-2 97.7 2.49 244 出力データ一定 
測域 100-3 97.7 2.67 261 出力データ一定 
※1 SD：標準偏差 

 
 

 

図 8.1-58 測域 100-1 距離データ変化 
  

214Gy 
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図 8.1-59 測域 100-2 距離データ変化 
 

 

図 8.1-60 測域 100-3 距離データ変化 
 

  

244Gy 

261Gy 



 

  166 

 

図 8.1-61 測域 100-1 検出範囲（照射前） 
 

 

図 8.1-62 測域 100-1 検出範囲（故障後） 
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図 8.1-63 測域 100-2 検出範囲（照射前） 
 

 

図 8.1-64 測域 100-2 検出範囲（故障後） 
 
  



 

  168 

 

図 8.1-65 測域 100-3 検出範囲（照射前） 
 

 

図 8.1-66 測域 100-3 検出範囲（故障後） 
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8.2 簡易遮へい評価手法の適用方法検討 
8.2.1 ガラス線量計特性評価のための照射試験結果 

(1) 方向特性評価 
ガラス線量計の方向特性評価試験結果を表 8.2-1 に示す。 
照射角度 0°のガラス線量計の集積吸収線量と比較し、照射角度が 90°に近づくほど集積吸

収線量が大きくなり、照射角度が-90°に近づくほど集積吸収線量が小さくなる傾向が確認され

た。 
 

表 8.2-1 ガラス線量計方向特性の評価試験結果 

照射高さ 
[mm] 

集積吸収線量[Gy] 
-90° -60° -30° 0° 30° 60° 90° 

360 65.4 71.3 80.1 87.4 87.3 95.9 91.7 
300 67.1 71.8 81.0 86.1 86.8 96.6 99.2 
240 70.2 69.6 77.6 86.2 90.5 95.1 96.3 
180 72.0 79.4 87.1 91.3 91.3 97.9 98.8 
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(2) 吸収線量特性評価 
ガラス線量計の吸収線量特性評価試験結果を表 8.2-2 に示す。なお、ガラス線量計 No.1 か

ら No.5 については、測定結果が 500Gy を大きく超える結果となり、集積吸収線量が測定でき

なかった。 
 

表 8.2-2 ガラス線量計吸収線量特性の評価試験結果 
ガラス 

線量計 No. 
集積吸収線量 

[Gy] 
1 500<※1 

2 500<※1 

3 500<※1 

4 500<※1 

5 500<※1 

6 527 
7 474 
8 451 
9 397 
10 315 
11 304 
12 265 
13 276 
14 241 
15 227 
16 195 
17 173 
18 148 
19 128 
20 108 

※1 ガラス線量計の測定上限である 500Gy を大きく超過した。 
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(3) アラニン線量計との比較 
ガラス線量計とアラニン線量計の比較評価試験結果を表 8.2-3 に示す。No.1 ではガラス線

量計の測定値が上限である 500Gy を超過したが、アラニン線量計と比較し、ガラス線量計の集

積吸収線量が大きくなった。一方で、No.2 及び No.3 では、アラニン線量計と比較し、ガラス

線量計の集積吸収線量が小さくなり、集積吸収線量が小さいほど、線量計による誤差が大きく

なることが確認された。 
 

表 8.2-3 ガラス線量計とアラニン線量計の比較試験結果 

線量計 
No. 

集積吸収線量 
[Gy] 

吸収線量率 
[Gy/h] 比率 

（ガラス/アラニン） ガラス 
線量計 

アラニン 
線量計 

ガラス 
線量計 

アラニン 
線量計 

1 500<※1 451 ― 64.5 ― 

2 282 351 40.2 50.1 0.80 
3 118 192 16.8 27.4 0.61 

※1 ガラス線量計の測定上限である 500Gy を大きく超過した。 
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8.2.2 ガラス線量計組成の影響評価 
(1) 光電センサ 100Gy/h 解析（解析ケース 1-1） 

線量計組成を考慮した場合の再解析結果、及び令和 3 年度に実施した換算係数を用いた解析

結果を表 8.2-4 に示す。 
 

表 8.2-4 解析ケース 1-1 の解析結果 

測定位置 
センサ 

No. 

測定値 
線量計組成を考慮した 

再計算値 
（参考）換算係数 
を用いた計算値 

吸収 
線量率 
（E） 
[Gy/h] 

吸収 
線量率 
（C1） 
[Gy/h] 

C1/E 

吸収 
線量率 
（C2） 
[Gy/h] 

C2/E 

遮へい体外部 
（アラニン線量計） 

1 94.1 112 1.19 119 1.26 
2 111 112 1.01 118 1.07 
3 112 112 1.00 119 1.06 

遮へい体内部 
（ガラス線量計） 

1 74.6 75.1 1.01 81.1 1.09 
2 77.7 75.7 0.97 81.2 1.04 
3 87.4 73.7 0.84 80.9 0.93 

 
 

(2) 測域センサ 150Gy/h 解析（解析ケース 1-2） 
線量計組成を考慮した場合の再解析結果、及び令和 3 年度に実施した換算係数を用いた解析

結果を表 8.2-5 に示す。 
 

表 8.2-5 解析ケース 1-2 の解析結果 

測定位置 
センサ 

No. 

測定値 
線量計組成を考慮した 

再計算値 
（参考）換算係数 
を用いた計算値 

吸収 
線量率 
（E） 
[Gy/h] 

吸収 
線量率 
（C1） 
[Gy/h] 

C1/E 

吸収 
線量率 
（C2） 
[Gy/h] 

C2/E 

遮へい体外部 
（アラニン線量計） 

1 259 304 1.17 307 1.19 
2 294 304 1.03 307 1.04 
3 306 304 0.99 307 1.00 

遮へい体内部 
（ガラス線量計） 

1 49.0 56.8 1.16 58.6 1.20 
2 50.3 56.6 1.13 58.4 1.16 
3 54.8 56.9 1.04 58.2 1.06 



 

  173 

(3) 光電センサ 5Gy/h 解析（解析ケース 1-3） 
線量計組成を考慮した場合の再解析結果、及び令和 4 年度に実施した換算係数を用いた解析

結果を表 8.2-6 に示す。 
 

表 8.2-6 解析ケース 1-3 の解析結果 

測定位置 
センサ 

No. 

測定値 
線量計組成を考慮した 

再計算値 
（参考）換算係数 
を用いた計算値 

吸収 
線量率 
（E） 
[Gy/h] 

吸収 
線量率 
（C1） 
[Gy/h] 

C1/E 

吸収 
線量率 
（C2） 
[Gy/h] 

C2/E 

遮へい体外部 
（ガラス線量計） 

1 5.50 4.73 0.86 4.82 0.88 
2 5.31 4.45 0.84 4.82 0.91 
3 5.73 4.46 0.78 4.82 0.84 

遮へい体内部 
（ガラス線量計） 

1 2.49 2.74 1.10 2.91 1.17 
2 2.52 2.64 1.05 2.90 1.15 
3 2.60 2.62 1.01 2.90 1.12 

 
 

(4) 測域センサ 5Gy/h 解析（解析ケース 1-4） 
線量計組成を考慮した場合の再解析結果、及び令和 5 年度に実施した換算係数を用いた解析

結果を表 8.2-7 に示す。 
 

表 8.2-7 解析ケース 1-4 の解析結果 

測定位置 
センサ 

No. 

測定値 
線量計組成を考慮した 

再計算値 
（参考）換算係数 
を用いた計算値 

吸収 
線量率 
（E） 
[Gy/h] 

吸収 
線量率 
（C1） 
[Gy/h] 

C1/E 

吸収 
線量率 
（C2） 
[Gy/h] 

C2/E 

遮へい体外部 
（ガラス線量計） 

1 6.86 5.13 0.75 5.53 0.81 
2 6.49 5.11 0.79 5.53 0.85 
3 6.10 5.11 0.84 5.54 0.91 

遮へい体内部 
（ガラス線量計） 

1 2.44 2.36 0.97 2.50 1.03 
2 1.57 1.59 1.02 1.70 1.08 
3 5.23 4.67 0.89 5.06 0.97 
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8.2.3 ガラス線量計特性評価のための遮へい解析 
(1) 吸収線量特性評価（解析ケース 2-1） 

吸収線量特性評価のための解析結果を表 8.2-8 に示す。規格化手法①による計算値と測定値

を比較すると、No.10 から No.20 では 20%以下の誤差となった。この時、集積吸収線量が大き

くなる No.6 から No.9 においては、測定値と計算値の誤差が大きくなる傾向が確認された。規

格化手法②による計算値と測定値を比較すると、No.10 から No.20 では 10%以下の誤差となっ

た。また、集積吸収線量が大きくなる No.6 から No.9 においては、測定値と計算値の誤差が大

きくなる傾向が確認された。規格化手法①と規格化手法②を比較すると、規格化手法②の方が

集積吸収線量の計算値が 10%程度大きくなる傾向が確認された。 
 

表 8.2-8 吸収線量特性評価の解析結果（解析ケース 2-1） 

ガラス 
線量計

No. 

測定値 
(E) 

[Gy] 

線量計組成を考慮した 
集積吸収線量 

（規格化手法①） 

換算係数から求めた 
集積吸収線量 

（規格化手法②） C2/C1 
計算値(C1) 

[Gy] 
R.E 
[%] 

C1/E 
計算値(C2) 

[Gy] 
R.E 
[%] 

C2/E 

6 527 369 1.06 0.70 397 0.16 0.75 1.07 
7 474 348 1.09 0.73 381 0.24 0.80 1.10 
8 451 328 1.12 0.73 351 0.10 0.78 1.07 
9 397 309 1.16 0.78 338 0.13 0.85 1.10 
10 315 277 1.22 0.88 303 0.14 0.96 1.10 
11 304 256 1.27 0.84 292 0.12 0.96 1.14 
12 265 239 1.31 0.90 265 0.45 1.00 1.11 
13 276 228 1.34 0.83 255 0.23 0.92 1.12 
14 241 206 1.41 0.86 225 0.23 0.93 1.09 
15 227 199 1.44 0.88 218 0.36 0.96 1.10 
16 195 176 1.53 0.90 188 0.25 0.96 1.07 
17 173 154 1.63 0.89 164 0.35 0.95 1.07 
18 148 131 1.77 0.88 144 0.27 0.98 1.11 
19 128 117 1.87 0.91 127 0.22 0.99 1.09 
20 108 103 1.99 0.96 113 0.29 1.05 1.10 

※1 No.1 から 5 はガラス線量計の測定上限である 500Gy を大きく超過したため、比較表

には示していない。 
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(2) アラニン線量計との比較（解析ケース 2-2） 
ガラス線量計及びアラニン線量計の吸収線量率の解析結果を表 8.2-9 に示す。ガラス線量計

No.2 及び No.3 の計算値については測定値との比較結果が 10%以下となった。アラニン線量計

については、No.1 は測定値との誤差が 6%であったが、No.2 では 26%、No.3 では 42%と、吸

収線量率が小さいほど、誤差が大きくなる傾向を確認した。 
 

表 8.2-9 アラニン線量計との比較評価解析結果（解析ケース 2-2） 

線量計 
No. 

吸収線量率[Gy/h] 
C/E 

測定値（E） 計算値（C） 
ガラス 
線量計 

アラニン 
線量計 

ガラス 
線量計 

アラニン 
線量計 

ガラス 
線量計 

アラニン 
線量計 

1 ―※1 64.5 67.2 68.3 ― 1.06 
2 40.2 50.1 36.8 37.2 0.92 0.74 
3 16.8 27.4 15.9 16.0 0.95 0.58 

※1 ガラス線量計の測定上限である 500Gy を超過した。 
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8.2.4 簡易遮へい評価手法の適用性検討結果 
簡易遮へい評価手法の評価のために実施した計算結果を以下に示す。 
 
(1) 代表的な簡易計算ケース 

1) 簡易計算ケース 1-1 
簡易計算ケース 1-1 の計算結果を表 8.2-10、図 8.2-1 及び図 8.2-2 に示す。 
QAD、手計算 1 及び手計算 2 の全てにおいて、MCNP と同程度の計算結果となった。 
 

表 8.2-10 簡易計算ケース 1-1 の計算結果及び MCNP との比 

線源から

の距離 
[cm] 

計算結果 
[Gy/h] 

MCNP との比 
（簡易計算手法/MCNP） 

MCNP QAD 手計算 1 手計算 2 QAD 手計算 1 手計算 2 

10 653 661 656 647 1.01 1.00 0.99 
20 163 165 164 162 1.01 1.00 0.99 
30 72.5 73.3 72.9 71.9 1.01 1.00 0.99 
40 40.8 41.2 41.0 40.4 1.01 1.00 0.99 
50 26.1 26.4 26.2 25.9 1.01 1.01 0.99 
60 18.1 18.3 18.2 18.0 1.01 1.01 0.99 
70 13.3 13.5 13.4 13.2 1.01 1.01 0.99 
80 10.2 10.3 10.3 10.1 1.01 1.01 0.99 
90 8.05 8.13 8.10 7.99 1.01 1.01 0.99 
100 6.52 6.59 6.56 6.47 1.01 1.01 0.99 
110 5.39 5.44 5.42 5.35 1.01 1.01 0.99 
120 4.53 4.57 4.55 4.49 1.01 1.00 0.99 
130 3.86 3.90 3.88 3.83 1.01 1.01 0.99 
140 3.32 3.36 3.35 3.30 1.01 1.01 0.99 
150 2.89 2.92 2.91 2.88 1.01 1.01 0.99 
160 2.54 2.57 2.56 2.53 1.01 1.01 0.99 
170 2.25 2.28 2.27 2.24 1.01 1.01 0.99 
180 2.01 2.03 2.02 2.00 1.01 1.01 0.99 
190 1.80 1.82 1.82 1.79 1.01 1.01 0.99 
200 1.63 1.64 1.64 1.62 1.01 1.01 0.99 
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図 8.2-1 簡易計算ケース 1-1 の計算結果 
 

 

図 8.2-2 MCNP との比較（簡易計算ケース 1-1） 
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2) 簡易計算ケース 1-2 
簡易計算ケース 1-2 の計算結果を表 8.2-11、図 8.2-3 及び図 8.2-4 に示す。 
QAD 及び手計算 1 では、MCNP と比較し 2cm の遮へい厚で 10%、4cm で 17%保守的、

手計算 2 では、MCNP と比較し 2cm の遮へい厚で 6%、4cm で 10%保守的な値となった。 
 

表 8.2-11 簡易計算ケース 1-2 の計算結果及び MCNP との比 

遮へい体 
厚さ 
[cm] 

計算結果 
[Gy/h] 

MCNP との比 
（簡易計算手法/MCNP） 

MCNP QAD 手計算 1 手計算 2 QAD 手計算 1 手計算 2 

2 106 117 119 113 1.10 1.12 1.06 
3 82.4 93.9 94.6 89.3 1.14 1.15 1.08 
4 63.4 73.8 74.0 69.7 1.17 1.17 1.10 
5 48.7 56.8 57.2 53.8 1.17 1.17 1.10 
6 36.3 43.2 43.0 40.4 1.19 1.18 1.11 
7 27.1 32.4 32.4 30.3 1.20 1.20 1.12 
8 20.0 24.0 23.8 22.2 1.20 1.19 1.11 
9 14.7 17.7 17.4 16.3 1.20 1.19 1.11 

10 10.8 12.9 12.7 11.8 1.20 1.18 1.10 
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図 8.2-3 簡易計算ケース 1-2 の計算結果 

 

 
図 8.2-4 MCNP との比較（簡易計算ケース 1-2） 
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3) 簡易計算ケース 1-3 
簡易計算ケース 1-3 の計算結果を表 8.2-12、図 8.2-5 及び図 8.2-6 に示す。 
QAD、手計算 3 ともに、MCNP と同程度の計算結果となったが、手計算 3 は MCNP より

3%程度非保守的な計算結果となった。 
 

 
表 8.2-12 簡易計算ケース 1-3 の計算結果及び MCNP との比 

線源から

の距離 
[cm] 

計算結果 
[Gy/h] 

MCNP との比 
（簡易計算手法

/MCNP） 

MCNP QAD 手計算 3 QAD 手計算 3 

10 350 359 342 1.03 0.98 
20 126 128 122 1.02 0.97 
30 63.4 64.3 61.3 1.01 0.97 
40 37.6 38.1 36.3 1.01 0.97 
50 24.8 25.0 23.9 1.01 0.96 
60 17.5 17.7 16.8 1.01 0.96 
70 13.0 13.1 12.5 1.01 0.96 
80 9.98 10.1 9.62 1.01 0.96 
90 7.92 8.00 7.63 1.01 0.96 
100 6.43 6.50 6.20 1.01 0.96 
110 5.33 5.38 5.14 1.01 0.97 
120 4.48 4.53 4.33 1.01 0.97 
130 3.83 3.86 3.69 1.01 0.97 
140 3.30 3.33 3.19 1.01 0.97 
150 2.88 2.91 2.78 1.01 0.97 
160 2.53 2.56 2.44 1.01 0.97 
170 2.24 2.27 2.17 1.01 0.97 
180 2.00 2.02 1.93 1.01 0.97 
190 1.80 1.81 1.74 1.01 0.97 
200 1.62 1.64 1.57 1.01 0.97 
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図 8.2-5 簡易計算ケース 1-3 の計算結果 
 

 

図 8.2-6 MCNP との比較（簡易計算ケース 1-3） 
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4) 簡易計算ケース 1-4 
簡易計算ケース 1-4 の計算結果を表 8.2-13、図 8.2-7 及び図 8.2-8 に示す。 
QAD では、MCNP と比較し 2cm の遮へい厚で 13%、4cm の遮へい厚で 19%保守的、手

計算 3 では、10cm の遮へい厚では 1%非保守的、その他では約 3%保守的な値となった。 
 

表 8.2-13 簡易計算ケース 1-4 の計算結果及び MCNP との比 

遮へい体 
厚さ 
[cm] 

計算結果 
[Gy/h] 

MCNP との比 
（簡易計算手法

/MCNP） 

MCNP QAD 手計算 3 QAD 手計算 3 

2 76.7 86.6 78.8 1.13 1.03 
3 57.7 67.4 59.2 1.17 1.03 
4 42.8 50.9 43.9 1.19 1.03 
5 31.2 37.9 32.3 1.21 1.03 
6 22.9 27.6 23.5 1.21 1.03 
7 16.5 20.0 17.1 1.21 1.04 
8 11.8 14.3 11.9 1.22 1.01 
9 8.34 10.2 8.70 1.22 1.04 

10 5.89 7.17 5.83 1.22 0.99 
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図 8.2-7 簡易計算ケース 1-4 の計算結果 

 

 
図 8.2-8 MCNP との比較（簡易計算ケース 1-4） 
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5) 簡易計算ケース 1-5 
簡易計算ケース 1-5 の計算結果を表 8.2-14、図 8.2-9 及び図 8.2-10 に示す。 
線源から 100cm 以上離れた評価位置では、点線源、ライン線源に関わらず各評価位置での

計算結果が 2%以内で一致することを確認した。 
また、ライン線源におけるライン線源下部の計算値と点線源におけるライン線源下部相当

の計算値を比較すると線源から 30cm を超える評価位置では線源形状に依らず同程度の評価

となる。一方で線源から 20cm より近い評価位置ではライン線源と比較し、点線源で評価し

た場合、10% 非保守的な評価結果となった。 
 

表 8.2-14 簡易計算ケース 1-5 の計算結果 

線源から

の距離 
[cm] 

計算結果 
[Gy/h] 

ライン線源下

部での比較 

点線源 
線源中心 
（①） 

点線源 
ライン線源

下部相当 
（②） 

ライン線源 
線源中心 
（③） 

ライン線源 
線源下部 
（④） 

②/④ 

10 661 126 359 214 0.59 
20 165 80.2 128 89.7 0.89 
30 73.3 49.9 64.3 50.3 0.99 
40 41.2 32.6 38.1 32.1 1.02 
50 26.4 22.6 25.0 22.1 1.02 
60 18.3 16.4 17.7 16.1 1.02 
70 13.5 12.4 13.1 12.2 1.02 
80 10.3 9.66 10.1 9.52 1.02 
90 8.13 7.73 8.00 7.63 1.01 
100 6.59 6.32 6.50 6.25 1.01 
110 5.44 5.26 5.38 5.21 1.01 
120 4.57 4.44 4.53 4.41 1.01 
130 3.90 3.80 3.86 3.78 1.01 
140 3.36 3.29 3.33 3.27 1.01 
150 2.92 2.87 2.91 2.86 1.01 
160 2.57 2.53 2.56 2.52 1.00 
170 2.28 2.24 2.27 2.24 1.00 
180 2.03 2.00 2.02 2.00 1.00 
190 1.82 1.80 1.81 1.80 1.00 
200 1.64 1.63 1.64 1.62 1.00 
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図 8.2-9 簡易計算ケース 1-5 の計算結果（0cm から 200cm） 

 
 

 
図 8.2-10 簡易計算ケース 1-5 の計算結果（30cm から 200cm） 
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(2) 令和 5 年度までの遮へい解析を模擬した計算ケース 
 

1) 簡易計算ケース 2-1 
簡易計算ケース 2-1 の計算結果を表 8.2-15 に示す。 
 

表 8.2-15 簡易計算ケース 2-1 の計算結果 

計算手法 
吸収線量率[Gy/h] MCNP との比較 

遮へい体内部 遮へい体外部 遮へい体内部 遮へい体外部 

MCNP 81.2 118 ― ― 

QAD 82.5 108 1.02 0.91 
手計算 1 87.2 121 1.07 1.02 
手計算 2 82.2 116 1.01 0.98 
手計算 3 76.5 112 0.94 0.94 
 

2) 簡易計算ケース 2-2 
簡易計算ケース 2-2 の計算結果を表 8.2-16 に示す。 
 

表 8.2-16 簡易計算ケース 2-2 の計算結果 

計算手法 
吸収線量率[Gy/h] MCNP との比較 

遮へい体内部 遮へい体外部 遮へい体内部 遮へい体外部 

MCNP 58.4 307 ― ― 

QAD 67.4 311 1.15 1.01 
手計算 1 60.8 359 1.04 1.17 
手計算 2 58.3 344 1.00 1.12 
手計算 3 85.3 320 1.46 1.04 
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3) 簡易計算ケース 2-3 
簡易計算ケース 2-3 の計算結果を表 8.2-17 に示す。 
 

表 8.2-17 簡易計算ケース 2-3 の計算結果 

計算手法 
吸収線量率[Gy/h] MCNP との比較 

遮へい体内部 遮へい体外部 遮へい体内部 遮へい体外部 

MCNP 2.90 4.82 ― ― 

QAD 2.87 4.41 0.99 0.91 
手計算 1 3.08 4.53 1.06 0.94 
手計算 2 2.92 4.35 1.01 0.90 
手計算 3 2.53 4.48 0.87 0.93 
 

4) 簡易計算ケース 2-4 
簡易計算ケース 2-4 の計算結果を表 8.2-18 に示す。 
 

表 8.2-18 簡易計算ケース 2-4 の計算結果 

計算手法 
吸収線量率[Gy/h] MCNP との比較 

遮へい体内部 遮へい体外部 遮へい体内部 遮へい体外部 

MCNP 1.70 5.53 ― ― 

QAD 1.93 5.07 1.13 0.92 
手計算 1 2.07 5.24 1.22 0.95 
手計算 2 1.95 5.02 1.15 0.91 
手計算 3 1.72 5.23 1.01 0.95 
 

5) 簡易計算ケース 2-5 
簡易計算ケース 2-5 の計算結果を表 8.2-19 に示す。 
 

表 8.2-19 簡易計算ケース 2-5 の計算結果 

計算手法 
吸収線量率[Gy/h] MCNP との比較 

遮へい体内部 遮へい体外部 遮へい体内部 遮へい体外部 

MCNP 2.50 5.53 ― ― 

QAD 2.82 5.05 1.13 0.91 
手計算 1 3.10 5.21 1.24 0.94 
手計算 2 2.94 5.00 1.17 0.90 
手計算 3 2.32 5.21 0.93 0.94 
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8.3 故障原因調査の実施 
8.3.1 センサの構成部品調査結果 

(1) 光電センサ 
光電センサの分解時の様子を図 8.3-1 に示す。 
光電センサの構成要部品には、光源となる LED、光検出のためのフォトダイオード、これらに

関係する光学部品、フォトダイオードで得られた光量を電子回路で演算し、検知について判断す

るためのオペアンプ、コンパレータ及び演算回路、検知信号を外部出力するための電子回路等が

あり、電子回路を動作するための電源関連の部品等で構成されていることを確認した。 
光電センサの構成部品を、簡易モデルとした時の電子回路を図 8.3-2 に示す。構成部品として

赤色 LED、フォトダイオード、オペアンプ、コンパレータ、8 ビットマイコン、NPN トランジ

スタを利用しており、それらの集積回路はトランジスタ、ダイオード、抵抗及びコンデンサ等で

構成されている。8 ビットマイコンを利用することで、複雑な処理を行うことが可能であり、例

えば、コンピュータープログラムによる処理によって、検知、非検知が頻繁に繰り返されて安定

していない時には、マイコンでその動作を判定し、センサの検知が不安定であることを出力する。 
既往研究により、シリコン半導体を利用するトランジスタ、ダイオードの耐放射線性は低く、

抵抗、コンデンサは耐放射線性が高いことが分かっている。従って、トランジスタ、ダイオード

及びマイコンの放射線影響が光電センサの耐放射線性に強く関係すると推測される。 
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図 8.3-1 光電センサ分解時の様子 

 

 

図 8.3-2 光電センサの簡易モデルの電子回路図 
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(2) 測域センサ 
測域センサの分解時の様子を図 8.3-3 に示す。測域センサは、レーザーを照射し、対象物か

らの反射光との時間差を測定して距離を算出する。主な構成部品はレーザービームの照射と反

射光の受光を行う光学距離計、レーザーの照射方位を制御する光学スキャナ、時間差を演算し、

距離データに変換する計測回路である。多くの 2 次元測域センサでは、この光学機構を回転さ

せることで広い視野角を実現している。 
測域センサは、光源として半導体レーザーが使用され、32 ビットマイコン及び FPGA（Field 

Programmable Gate Array）が使用されていることを確認した。FPGA は、設計者が現場でプ

ログラム可能な論理回路を集積したデバイスで、プログラム可能性（購入後にユーザーが回路

構成を変更できる）を有する。また、並列処理能力に優れることによる高速データ処理、必要

な処理のみをプログラムできることによる低消費電力等の特徴もある。測域センサは、LAN に

よる通信も可能となっており、マイコンと FPGA は、計測処理を行うだけでなく、通信機能に

ついてもプログラムされていることが分かった。 
上述のように、光電センサでは 8 ビットマイコン、測域センサでは、32 ビットマイコン及び

FPGA が内蔵されていることを確認した。これらのプログラムは、フラッシュメモリに書き込

まれており、放射線照射に伴うプログラムの書き換えが生じてしまうと、センサが正常な動作

をしなくなる。 
8.1.3 項に示した測域センサの照射試験結果では、集積吸収線量 200Gy 程度で通信機能が不

能となる故障が観測されている。この現象については、放射線照射に伴うマイコン及び FPGA
のプログラムの書き換えの可能性も十分に考えられる。 

 
 

 
図 8.3-3 測域センサ分解時の様子 
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8.3.2 構成部品の照射試験結果 
構成部品の照射試験結果を表 8.3-1 に示す。 
また、耐放射線性データを取得した各構成部品の照射試験結果詳細を示す。 
 

表 8.3-1 構成部品の照射試験結果 

構成部品 個数 
耐放射線性 

[Gy] 
備考 

NPN バイポーラトランジスタ 50 200 hFE が低下 

PNP バイポーラトランジスタ 50 200 hFE が低下 

n チャネル MOSFET 100 200 オン電圧が 0.5V 遷移 

p チャネル MOSFET 100 200 オン電圧が 0.5V 遷移 

n チャネル JFET 100 7×105 700kGy でわずかに IDが減少 

アルミ電解コンデンサ 10μF 50 1×106<  

積層セラミックコンデンサ 100nF 50 1000<  

積層セラミックコンデンサ 10μF 50 1000<  

小信号用汎用ダイオード 100 400 VF がわずかに変化 

整流ダイオード 50 2×105 VF が変化 

3mm 赤色 LED 50 1000< ID=20mA の VDの変化を観測 

フォト IC ダイオード 50 800<  

コンパレータ 1 1×104 低速応答条件 

オペアンプ 10 <800 Vo-f 特性が変化 

三端子レギュレータ 1 1×104 無負荷条件 
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(1) バイポーラトランジスタ 
NPN バイポーラトランジスタの吸収線量に対する IC-VCE 特性変化を図 8.3-4 から図 8.3-8

に示す。ガンマ線照射に伴い、IC が低下していることが分かる。また、hFE の変化を図 8.3-9
から図 8.3-12 に示す。照射に伴い、hFE は明らかに低下しているが、素子によって低下の度

合いは異なっており、素子間のバラつきが大きくなっていることが分かる。 
また、PNP バイポーラトランジスタの吸収線量に対する IC-VCE 特性を図 8.3-13 から図 

8.3-15 に示す。hFE の変化について図 8.3-16 から図 8.3-18 に示す。照射に伴って hFE が低

下していることが分かる。 
今回の照射試験では、NPN バイポーラトランジスタと比較し、PNP バイポーラトランジス

タは照射に伴う hFE 低下のばらつきはやや小さいことが確認された。 
 

 
図 8.3-4 NPN バイポーラトランジスタの IC-VCE特性（0Gy） 

 

 
図 8.3-5 NPN バイポーラトランジスタの IC-VCE特性（200Gy） 
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図 8.3-6 NPN バイポーラトランジスタの IC-VCE特性（400Gy） 

 

 
図 8.3-7 NPN バイポーラトランジスタの IC-VCE特性（800Gy） 
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図 8.3-8 NPN バイポーラトランジスタの IC-VCE特性（1200Gy） 

 

 

図 8.3-9 NPN バイポーラトランジスタの hFE 特性（0Gy） 
 

 
図 8.3-10 NPN バイポーラトランジスタの hFE 特性（200Gy） 
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図 8.3-11 NPN バイポーラトランジスタの hFE 特性（800Gy） 

 

 
図 8.3-12 NPN バイポーラトランジスタの hFE 特性（1200Gy） 

 

 
図 8.3-13 PNP バイポーラトランジスタの IC-VCE 特性（0Gy） 
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図 8.3-14 PNP バイポーラトランジスタの IC-VCE 特性（200Gy） 

 

 
図 8.3-15 PNP バイポーラトランジスタの IC-VCE 特性（600Gy） 
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図 8.3-16 PNP バイポーラトランジスタの hFE 特性（0Gy） 

 

 
図 8.3-17 PNP バイポーラトランジスタの hFE 特性（80Gy） 

 

 

図 8.3-18 PNP バイポーラトランジスタの hFE 特性（1200Gy） 
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(2) MOSFET 
n チャネル MOSFET の照射に伴う、ID－VDS特性の変化を図 8.3-19 及び図 8.3-20 に示す。

照射に伴い、低いゲート電圧 VGS で IDが流れる傾向にあることが分かる。n チャネル MOSFET 
100 個の照射に伴う VGS（on）、（off）の変化を表 8.3-2 及び表 8.3-3 に示す。 

また、p チャネル MOSFET の照射に伴う、ID－VDS特性の変化を図 8.3-21 及び図 8.3-22 に

示す。p チャネル MOSFET 100 個の照射に伴う VGS（on）、（off）の変化を表 8.3-4 及び表 
8.3-5 に示す。 

 

 
図 8.3-19 n チャネル MOSFET の ID-VDS 特性（0Gy） 

 

 
図 8.3-20 n チャネル MOSFET の ID-VDS 特性（200Gy） 
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表 8.3-2 n チャネル MOSFET100 個の照射に伴う VGS（on）変化 

 VGS (on)[V] at ID=5mA and IG=5µA 
集積吸収線量 0Gy 200Gy 400Gy 600Gy 

平均 2.4 1.9 1.6 1.3 
標準偏差 0.018 0.078 0.12 0.067 

 
表 8.3-3 n チャネル MOSFET100 個の照射に伴う VGS（off）変化 

 VGS (off)[V] at ID=5µA 
集積吸収線量 0Gy 200Gy 400Gy 600Gy 

平均 1.7 1.2 0.96 0.62 
標準偏差 0.021 0.080 0.12 0.066 

 

 
図 8.3-21 p チャネル MOSFET の ID-VDS 特性（0Gy） 
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図 8.3-22 p チャネル MOSFET の ID-VDS 特性（400Gy） 

 
 

表 8.3-4 p チャネル MOSFET100 個の照射に伴う VGS（on）変化 

 VGS (on)[V] at ID=-5mA and IG=-5µA 
集積吸収線量 0Gy 200Gy 400Gy 600Gy 

平均 -3.0 -3.4 -3.7 -3.9 
標準偏差 0.074 0.084 0.051 0.046 

 
 

表 8.3-5 p チャネル MOSFET100 個の照射に伴う VGS（off）変化 

 VGS (off)[V] at ID=-5µA 
集積吸収線量 0Gy 200Gy 400Gy 600Gy 

平均 -2.3 -2.7 -3.0 -3.2 
標準偏差 0.068 0.091 0.052 0.046 

 
  



 

  201 

(3) JFET 
n チャネル JFET の ID－VGS 特性の照射に伴う変化を図 8.3-23 から図 8.3-26 に示す。集積

吸収線量 700kGy においても著しい変化はみられず、バイポーラトランジスタ及び MOSFET
と比較し、耐放射線性が高いことが分かる。 

 

 
図 8.3-23 n チャネル JFET の ID-VGS 特性（0Gy） 

 

 
図 8.3-24 n チャネル JFET の ID-VGS 特性（100kGy） 
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図 8.3-25 n チャネル JFET の ID-VGS 特性（400kGy） 
 

 

図 8.3-26 n チャネル JFET の ID-VGS 特性（700kGy） 
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(4) コンデンサ 
アルミ電解コンデンサの照射に伴う静電容量の変化を図 8.3-27 及び図 8.3-28 に示す。アル

ミ電解コンデンサは、集積吸収線量 1MGy まで大きな変化は確認できなかった。 
100nF 積層セラミックコンデンサの照射に伴う静電容量の変化を図 8.3-29 及び図 8.3-30

に示す。セラミックそのものの耐放射線性は高く、大きな変化はみられないことが予測された

ため、1kGy までの照射を行い、静電容量を確認した。また、10µF 積層セラミックコンデンサ

の照射に伴う静電容量を図 8.3-31 及び図 8.3-32 に示す。セラミックコンデンサでは、大きな

変化は確認されなかった。 
 

 

図 8.3-27 アルミ電解コンデンサの静電容量(0Gy) 
 

 

図 8.3-28 アルミ電解コンデンサの静電容量(1MGy) 
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図 8.3-29 100nF 積層セラミックコンデンサの静電容量(0Gy) 
 

 

図 8.3-30 100nF 積層セラミックコンデンサの静電容量(1kGy) 
 

 

図 8.3-31 10µF 積層セラミックコンデンサの静電容量(0Gy) 
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図 8.3-32 10µF 積層セラミックコンデンサの静電容量(1kGy) 
 

 
(5) ダイオード 

小信号用汎用ダイオードの ID―VD特性の照射に伴う変化を図 8.3-33 に示す。600Gy まで大

きな変化は確認されなかった。100 個の小信号用汎用ダイオードの VF の結果を図 8.3-34 から

図 8.3-36 に示す。VF について、集積吸収線量 0Gy と 400Gy を比較すると、わずかに小さく

なっている。 
整流ダイオードの ID－VD 特性の照射に伴う変化を図 8.3-37 に示す。50 個の整流ダイオー

ドの VF の結果を図 8.3-38 から図 8.3-40 に示す。照射に伴い、VFの減少が確認された。 

50 個の赤色 LED が点灯する電流が 20mA となる時の電圧を図 8.3-41 から図 8.3-43 に示

す。1000Gy まで大きな変化は確認されなかった。 
フォトダイオードの照射に伴う VF の変化を図 8.3-44 から図 8.3-46 に示す。フォトダイオ

ードは、照射に伴う大きな変化は確認されなかった。 
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図 8.3-33 小信号用汎用ダイオードの ID－VD特性変化 

 

 
図 8.3-34 小信号用汎用ダイオードの VF（0Gy）  
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図 8.3-35 小信号用汎用ダイオードの VF（400Gy） 

 

 
図 8.3-36 小信号用汎用ダイオードの VF（600Gy） 
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図 8.3-37 整流ダイオードの ID－VD特性変化 

 

 
図 8.3-38 整流ダイオードの VF（0Gy） 
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図 8.3-39 整流ダイオードの VF（200kGy） 

 

 
図 8.3-40 整流ダイオードの VF（400kGy） 
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図 8.3-41 赤色 LED の電圧：ID=20mA（0Gy） 
 

 

図 8.3-42 赤色 LED の電圧：ID=20mA（400Gy） 
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図 8.3-43 赤色 LED の電圧：ID=20mA（1000Gy） 

 

 
図 8.3-44 フォトダイオードの Vf（0Gy） 

 

 
図 8.3-45 フォトダイオードの Vf（400Gy）  
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図 8.3-46 フォトダイオードの Vf（800Gy） 

 
(6) コンパレータ 

コンパレータは放射線照射中に動作特性を確認したが、2kGy まで照射した時点においても、

2Hz の TTL 信号の入力に対して、図 8.3-47 に示すように動作していることが確認された。 
 

 
図 8.3-47 放射線環境下におけるコンパレータの動作 
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(7) オペアンプ 
オペアンプ 10 個の出力電圧 VO‐周波数 f 特性を表 8.3-6 から表 8.3-8 に示す。オペアンプ

では、素子間でのバラつきがあることが分かる。また、オペアンプの出力電圧 VO‐周波数特性

f の例を図 8.3-48 に示す。照射に伴い、特性が低下していることが分かる。 
 

表 8.3-6 オペアンプの出力電圧 VO‐周波数 f 特性（0Gy） 

 
 

表 8.3-7 オペアンプの出力電圧 VO‐周波数 f 特性（800Gy） 

 
 

表 8.3-8 オペアンプの出力電圧 VO‐周波数 f 特性（1200Gy） 
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図 8.3-48 オペアンプの出力電圧 VO‐周波数 f 特性 

 
 
 

(8) 三端子レギュレータ 
三端子レギュレータの入力電圧に対する出力電圧、及び入力電圧と静止電流の関係を図 

8.3-49 に示す。照射に伴い、出力電圧－入力電圧の関係に大きな変化はみられないが、静止電

流―入力電圧の関係には変化が認められ、静止電流の減少が確認された。 
 

 
図 8.3-49 三端子レギュレータの特性変化 
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8.4 カスタマイズしたセンサの作動試験の実施 
作動試験結果及び照射中の光電センサの出力を表 8.4-1 及び図 8.4-1 に示す。照射開始後、光

電センサの出力は物体の移動に対して反応して出力されているが、約 4200 秒（70 分）付近で、

遮へい体が無い光電センサの出力は 24V と一定となった。この時の集積吸収線量は約 680Gy で

ある。4200 秒（70 分）以降も遮へい体有りの光電センサは動作を続け、約 17 時間の照射中断を

挟んで、合計照射時間約 18000 秒（300 分）後に 24V の出力の状態となり故障した。 
 
 

表 8.4-1 作動試験結果 

遮へい体 
の有無 

吸収線量率 
[Gy/h] 

故障時の 
照射時間 

[s] 

故障時の 
集積吸収線量 

[Gy] 
無し 580 約 4200 約 680 
有り 260 約 18000 約 1300 

 

 
図 8.4-1 作動試験時の光電センサの出力電圧 
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 考察 
9.1 耐放射線性データの追加取得 
9.1.1 センサメーカの耐放射線性のばらつき 
光電センサ、近接センサ及び測域センサの過年度を含む照射試験結果を表 9.1-1 から表 9.1-3、

及び図 9.1-1 から図 9.1-3 に示す。なお、光電センサ及び近接センサは、正常な動作が確認された

最大集積吸収線量を、測域センサは故障が確認された集積吸収線量を示す。 
光電センサ、近接センサ及び測域センサについて、センサメーカ間の耐放射線性のばらつきを

評価した。なお、令和 5 年度までの照射試験において、通電状態及び入力電圧の影響がみられた

センサがあったため、入力電圧 24V の試験結果を対象に、t 検定を行い、耐放射線性のばらつき

評価を行った。ばらつきの評価結果を表 9.1-4 に示す。 
光電センサの耐放射線性について、センサメーカ間のばらつきに有意差が確認されたが、近接

センサ及び測域センサの耐放射線性では、センサメーカ間のばらつきに有意差が確認されなかっ

た。センサメーカ間のばらつきにおいては、センサの構成部品の耐放射線性のばらつきが影響し

ていると考えられる。構成部品の耐放射線性及びセンサ全体の耐放射線性への影響については、

故障メカニズムとともに 9.3 項に示す。 
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表 9.1-1 光電センサ照射試験結果一覧 
（令和 2 年度） 

No. メーカ 
入力電圧 

[V] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 
集積吸収線量 

[Gy] 
平均集積吸収線量 

[Gy] 
1 

A 

24 50 9.50 475 
475 2 24 50 9.50 475 

3 24 50 9.50 475 
4 24 75 4.63 347 

347 5 24 75 4.63 347 
6 24 75 4.63 347 
7 24 150 2.73 410 

410※2 8 24 150 2.62 393※1 

9 24 150 2.62 393※1 

10 

B 

24 50 14.08 704 
716 

（SD※3:56） 
11 24 50 13.08 654 
12 24 50 15.80 790 
13 24 75 8.53 640 

542 
（SD※3:138） 

14 24 75 8.53 640 
15 24 75 4.63 347 
16 24 150 3.15 473 

473 17 24 150 3.15 473 
18 24 150 3.15 473 
19 

C 

24 50 20.90 1045 
1045 20 24 50 20.90 1045 

21 24 50 20.90 1045 
22 24 75 14.27 1070 

1070 23 24 75 14.27 1070 
24 24 75 14.27 1070 
25 24 150 11.40 1710 

1710 26 24 150 11.40 1710 
27 24 150 11.40 1710 
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表 9.1-1 光電センサ照射試験結果一覧（その 2） 
（令和 3 年度、4 年度） 

No. メーカ 
入力電圧 

[V] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 
集積吸収線量 

[Gy] 
平均集積吸収線量 

[Gy] 
28 

A 

非通電 4.63 177.53 822 
822 29 非通電 4.63 177.53 822 

30 非通電 4.63 177.53 822 
31 24 48.5 8.4 408 

427 
（SD※3:14） 

32 24 49.9 8.8 439 
33 24 51.6 8.4 434 
34 24 102.1 4.2 429 

415 
（SD※3:31） 

35 24 112.2 3.8 427 
36 24 116.1 3.8 441 
37 24 116 3.8 441 
38 24 106.5 3.8 405 
39 24 97.4 4.2 409 
40 24 102.1 4.8 490 
41 24 112.2 3.8 427 
42 24 116.1 3.6 418 
43 24 116 3.4 395 
44 24 106.5 4.0 426※4 

45 24 97.4 4.4 428※4 

46 24 97.4 4.0 390※4 

47 24 97.4 3.8 370※5 

48 24 97.4 4.0 390※5 

49 24 97.4 3.6 351※5 

50 

A 

12 4.38 137.2 600 

664 
（SD※3:74） 

51 12 4.42 141.2 659 
52 12 4.43 141.2 678 
53 12 4.49 141.2 634 
54 12 4.45 137.2 611 
55 12 4.38 141.2 838 
56 12 4.42 133.2 589 
57 12 4.43 141.2 753 
58 12 4.49 141.2 670 
59 12 4.45 137.2 611 
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表 9.1-1 光電センサ照射試験結果一覧（その 3） 
（令和 5 年度） 

No. メーカ 
入力電圧 

[V] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 
集積吸収線量 

[Gy] 
平均集積吸収線量 

[Gy] 
60 

A 

非通電 96 13.4 1288 

1050 
（SD※3:94） 

61 非通電 107 9.9 1055 
62 非通電 114 8.9 1010 
63 非通電 114 8.9 1015 
64 非通電 106 8.9 947 
65 非通電 96 10.9 1048 
66 非通電 107 8.9 948 
67 非通電 114 8.9 1010 
68 非通電 114 9.9 1129 
69 非通電 106 9.9 1054 
70 12 96 5.9 567 

626 
（SD※3:46） 

71 12 107 5.9 629 
72 12 114 4.9 556 
73 12 114 5.9 673 
74 12 106 5.9 628 
75 12 96 5.9 567 
76 12 107 6.1 650 
77 12 114 5.9 670 
78 12 114 6.1 695 
79 12 106 5.9 628 
80 24 4.66 35.2 164※1 

603※6 
（SD※3:73） 

81 24 4.53 112.3 508 
82 24 4.30 124.3 534 
83 24 4.66 46.0 214※1 

84 24 4.59 124.3 570 
85 24 4.66 42.6 198※1 

86 24 4.53 140.3 635 
87 24 4.30 156.3 672 
88 24 4.66 156.3 728 
89 24 4.59 124.3 570 
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表 9.1-1 光電センサ照射試験結果一覧（その 4） 
（令和 6 年度） 

No. メーカ 
入力電圧 

[V] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 
集積吸収線量 

[Gy] 
平均集積吸収線量 

[Gy] 
90 

C 

24 50.7 16.0 811 

959 
（SD※3:92） 

91 24 72.0 15.0 1080 
92 24 71.1 14.0 995 
93 24 71.8 14.0 1005 

94 24 69.6 13.0 904 
95 24 92 7.00 646 

660 
（SD※3:40） 

96 24 101 6.00 604 
97 24 107 6.00 643 
98 24 114 6.00 686 
99 24 103 7.00 720 
※1 初回の動作確認前に出力電圧が 0V 付近まで低下した。 
※2 No.8,9 は正常な動作を確認する前に故障したため、No.7 の値を記載している。 
※3 SD：標準偏差 
※4 照射方向はセンサ上下方向。 
※5 照射方向はセンサ左右方向。 
※6 No.80,83,85 は正常な動作を確認する前に故障したため、それ以外の値から算出した。 

 

 
図 9.1-1 光電センサの照射試験結果  
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表 9.1-2 近接センサの照射試験結果一覧 
（令和 2 年度、3 年度） 

No. メーカ 
入力電圧 

[V] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 
集積吸収線量 

[Gy] 
平均集積吸収線量 

[Gy] 
1 

D 
24 50 16.25 813 

876 
2 24 50 18.78 939 
3 

E 

24 50 21.43 1072※1 

1072 
4 24 50 21.43 1072※1 

5 24 50 21.43 1072※1 

6 24 50 21.43 1072※1 

7 

D 

非通電 4.63 90.60 419 
684 

（SD※2:188） 
8 非通電 4.63 176.40 817 
9 非通電 4.63 176.40 817 
10 24 48.5 24.0 1165 

1166 
（SD※2:42） 

11 24 49.9 24.4 1217 
12 24 51.6 21.6 1115 
13 24 102.1 10.6 1082 

1252 
（SD※2:210） 

14 24 112.2 14.0 1571 
15 24 116.1 12.6 1462 
16 24 116 12.8 1485 
17 24 106.5 13.0 1385 
18 24 102.1 11.2 1143 
19 24 112.2 9.0 1010 
20 24 116.1 8.0 928 
21 24 116 11.4 1323 
22 24 106.5 10.6 1129 
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表 9.1-2 近接センサの照射試験結果一覧（その 2） 
（令和 4 年度、5 年度） 

No. メーカ 
入力電圧 

[V] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 
集積吸収線量 

[Gy] 
平均集積吸収線量 

[Gy] 
23 

D 

12 4.38 160.4 702>※3 

789※4 
（SD※2:78） 

24 12 4.42 172.4 762 
25 12 4.43 168.3 745 
26 12 4.49 166.4 747 
27 12 4.45 166.4 741 
28 12 4.38 160.4 702>※3 

29 12 4.42 172.4 762 
30 12 4.43 160.4 710>※3 

31 12 4.49 217.6 977 
32 12 4.45 176.3 785 
33 24 4.43 322.2 1426※1 

1289 
（SD※2:209） 

34 24 4.49 322.2 1447※1 

35 24 4.45 223.3 994 
36 

D 

非通電 96 30.2 2903※1 

3242 
（SD※2:195） 

37 非通電 107 30.2 3218※1 

38 非通電 114 30.2 3428※1 

39 非通電 114 30.2 3443※1 

40 非通電 106 30.2 3215※1 

41 非通電 96 30.2 2903※1 

42 非通電 107 30.2 3218※1 

43 非通電 114 30.2 3428※1 

44 非通電 114 30.2 3443※1 

45 非通電 106 30.2 3215※1 

46 12 96 30.6 2942 

3107 
（SD※2:851） 

47 12 107 30.6 3261 
48 12 114 30.6 3473 
49 12 114 30.6 3489 
50 12 106 30.6 3258 
51 12 96 19.6 1884 
52 12 107 19.6 2089 
53 12 114 19.6 2225 
54 12 114 30.6 3489 
55 12 106 46.6 4961※1 
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表 9.1-2 近接センサの照射試験結果一覧（その 3） 
（令和 6 年度） 

No. メーカ 
入力電圧 

[V] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 
集積吸収線量 

[Gy] 
平均集積吸収線量 

[Gy] 
56 

E 

24 50.7 21.0 1065 

1208 
（SD※2:92） 

57 24 72.0 18.0 1295 
58 24 71.1 16.0 1137 
59 24 71.8 18.0 1292 
60 24 69.6 18.0 1252 
61 24 92 15.5 1431 

985 
（SD※2:274） 

62 24 101 10.0 1007 
63 24 107 10.0 1072 
64 24 114 7.00 800 
65 24 103 6.00 617 

※1 センサの故障前に照射を終了した。 
※2 SD：標準偏差 
※3 初回の動作確認前に非検知状態の出力電圧異常を確認した。 
※4 No.23,28,30 は正常な動作を確認する前に故障したため、その他の値から算出した。 

 

 
図 9.1-2 近接センサの照射試験結果 
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表 9.1-3 測域センサの照射試験結果一覧 
（令和 2 年度、3 年度、6 年度） 

No. メーカ 
入力電圧 

[V] 
吸収線量率 

[Gy/h] 
照射時間 

[h] 
集積吸収線量 

[Gy] 
平均集積吸収線量 

[Gy] 
1 

H 
24 50 5.55 278 

261 
(SD※1:17) 2 24 50 5.35 268 

3 24 50 4.75 238 
4 

I 
24 50 4.62 231 

260 
(SD※1:22) 5 24 50 5.55 278 

6 24 50 5.56 278 
7 

H 

24 4.63 42.61 197 
207 

(SD※1:7) 8 24 4.63 46.51 215 
9 24 4.63 45.19 209 
10 24 47.9 5.30 254 

259 
(SD※1:21) 11 24 47.9 4.92 236 

12 24 47.9 6.00 287 
13 24 113 2.25 255 

249 
(SD※1:8) 

14 24 113 2.28 258 
15 24 113 2.11 238 
16 24 113 2.18 246 
17 24 150 1.64 246 

253 
(SD※1:10) 

18 24 150 1.59 239 
19 24 150 1.66 249 
20 24 150 1.80 270 
21 24 150 1.75 263 
22 24 150 1.67 251 
23 

I 

24 52.0 3.92 204 
207 

（SD※1:10） 
24 24 52.0 3.79 197 
25 24 52.0 4.24 221 
26 24 97.7 2.19 214 

240 
（SD※1:19） 

27 24 97.7 2.49 244 
28 24 97.7 2.67 261 

※1 SD：標準偏差 
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図 9.1-3 測域センサの照射試験結果 
 
 

表 9.1-4 センサメーカ間のばらつきの評価結果（t 検定） 
センサ 棄却域 t 値 p 値 有意差の判定結果 

光電センサ │t│>2.01 -9.07 3.9×10-12 有り 
近接センサ │t│>2.04 1.06 0.30 無し 
測域センサ │t│>2.06 1.05 0.30 無し 
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9.2 簡易遮へい評価手法の適用方法検討 
9.2.1 ガラス線量計特性の評価 

(1) 方向特性 
照射試験によって確認したガラス線量計の方向特性を表 9.2-1 に示す。ここでは 0°のガラ

ス線量計の集積吸収線量を 1 とした場合の各角度における集積吸収線量の相対レスポンスを図

9.2-1 に示す。照射角度が 90°に近づくと、相対レスポンスが大きくなり、-90°に近づくと相

対レスポンスが小さくなる傾向が確認された。既往研究では照射角度が 0°から離れるほど、

相対レスポンスが低下することが確認されている[8] 。特に、45°までは緩やかにレスポンスが

低下し、45°以降も減少を続け、90°では 1/2 のレスポンスになると示されている。 
-90°側では同様の傾向が確認されたが、減少率は既往事例と比較して小さく、約 20%であ

った。しかし、90°側ではガラス線量計のレスポンスが約 10%増加する結果となった。今回の

照射試験では、-90°側と比較し、90°側の集積吸収線量が高くなっており、試験配置が 90°
側の方が線源までの距離が近くなっていた可能性がある。 
ガラス線量計は照射角度が 0°から離れるほど、レスポンスのばらつきが大きくなるため、

0°に近い状態で照射することが望ましいと考えられる。 
 

表 9.2-1 ガラス線量計の方向特性 

照射高さ 
[mm] 

0°を 1 とした相対レスポンス 
-90° -60° -30° 0° 30° 60° 90° 

360 0.75 0.82 0.92 1.00 1.00 1.10 1.05 
300 0.78 0.83 0.94 1.00 1.01 1.12 1.15 
240 0.81 0.81 0.90 1.00 1.05 1.10 1.12 
180 0.79 0.87 0.95 1.00 1.00 1.07 1.08 
平均 0.78 0.83 0.93 1.00 1.01 1.10 1.10 
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図 9.2-1 ガラス線量計の方向特性評価結果 

 
(2) 吸収線量特性 

測定値がガラス線量計の測定上限を超えなかった No.6 から No.20 について、線源中心から

の距離と集積吸収線量の関係を図 9.2-2 に示す。また、規格化手法①及び規格化手法②の比較

結果を図 9.2-3 に示す。 
測定値と計算値について比較すると、測定値と比較し、計算値が小さくなる傾向が確認され

た。また、測定値の集積吸収線量が 300Gy を超える領域で特に誤差が大きくなることを確認し

た。 
ガラス線量計の吸収線量特性については、既往事例にて数百 mGy オーダでは、集積吸収線

量が大きくなるとレスポンスが大きくなることが示されている[9] 。ここでは、60Co の照射によ

る集積吸収線量が 100mGy の場合、1mGy と比較し、10%程度レスポンスが増加することが報

告されている。 
図 9.2-2 に示す照射試験結果及び解析結果の比較から、300Gy を超える領域で測定値と計算

値のばらつきが大きくなっていることが確認された。従って、300Gy 程度をしきい値にガラス

線量計の吸収線量特性が変化していると考えられる。 
今後、ガラス線量計を利用し、集積吸収線量を評価する場合には約 300Gy を上限に評価を行

う必要があると考えられる。 
規格化手法①と規格化手法②について比較すると、規格化手法①と比較し、規格化手法②の

値が約 1.1 倍になることを確認した。この時、規格化手法①では、ガラス線量計の集積吸収線

量が小さくなり、測定値とのばらつきが大きくなっていることを確認した。約 300Gy までの領

域において、規格化手法②の測定値との誤差は約 10%であり、規格化手法①と比較し誤差が小

さいため、解析の際にはガラス線量計組成を考慮しなくても良いと考えられる。なお、線量計

組成の影響評価については、9.2.2 項に詳細を示す。  

0° 

90° -90° 
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図 9.2-2 吸収線量特性における測定値及び計算値の比較 
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図 9.2-3 規格化手法①及び規格化手法②の比較 
 

 
図 9.2-4 既往事例のガラス線量計の吸収線量特性の例 

出典：「石川達也ら,蛍光ガラス線量計の基本特性,JEARI-Tech94-034,1994/12」[9]  
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9.2.2 線量計組成の影響評価 
9.2.1(2)項より、ガラス線量計の吸収線量特性が集積吸収線量の測定値に影響を与えている可能

性があることが分かった。ガラス線量計組成の影響評価解析における、ガラス線量計の集積吸収

線量の測定値及び計算値を表 9.2-2 に示す。 
線量計組成の影響評価を実施した解析ケースに対して、アラニン線量計、集積吸収線量が

300Gy を超えるガラス線量計及び集積吸収線量が 300Gy 以下となるガラス線量計に分類し、そ

れぞれの線量計組成の影響を評価した。線量計の分類毎の線量計組成の影響評価結果を表 9.2-3
から表 9.2-5 に示す。 

線量計組成の影響評価のため、測定値（E）と規格化手法①による計算値（C1）の比、及び規格

化手法②による計算値（C2）の比を比較した。 
アラニン線量計については、線量計組成を考慮することで、測定値との誤差が 3%低下し、集積

吸収線量が 300Gy 以下となるガラス線量計は 5%低下した。しかし、集積吸収線量が 300Gy を

超えるガラス線量計については、線量計組成を考慮することで、測定値との誤差が 4%増加した。

300Gy を超える領域ではガラス線量計のレスポンスが変化し、集積吸収線量の測定値が計算値よ

り大きくなる傾向が確認された。また、8.2.3(1)項において、規格化手法②と比較し、規格化手法

①は計算値が小さくなる傾向が確認されており、測定値のばらつきの増加によって測定値との誤

差が大きくなったと考えられる。 
今回の評価においては、アラニン線量計及び 300Gy 以下の集積吸収線量のガラス線量計にお

いて、線量計組成を考慮することで、測定値との誤差が約 5%低減することを確認した。しかし、

測定値と計算値の誤差は最大 20%であり、線量計組成の考慮と比較し、照射試験における測定値

の誤差の影響が大きいと考えられる。 
従って、今後遮へい解析により、センサ類の耐放射線性を評価するため、吸収線量率を計算す

る際には、線量計組成を考慮しなくても良いと考えられる。 
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表 9.2-2 各解析ケースにおけるガラス線量計の集積吸収線量 

解析 
ケース 

照射位置 
センサ 

No. 

集積吸収線量[Gy] 

測定値 
E 

計算値 
（規格化手法①） 

C1 

計算値 
（規格化手法②） 

C2 

1-1 遮へい体内部 
1 343 346 373 
2 357 348 373 
3 402 339 372 

1-2 遮へい体内部 
1 147 170 176 
2 151 170 175 
3 164 171 175 

1-3 

遮へい体外部 
1 379 326 332 
2 366 307 332 
3 495 385 416 

遮へい体内部 
1 172 189 201 
2 174 182 200 
3 225 227 250 

1-4 

遮へい体外部 
1 442 331 357 
2 419 330 357 
3 393 329 357 

遮へい体内部 
1 157 152 161 
2 101 103 110 
3 337 301 326 

 
表 9.2-3 アラニン線量計の測定値と計算値の比較一覧 

解析 
ケース 

照射位置 
センサ 

No. 
C1/E √（C1/E-1）2 C2/E √（C2/E-1）2 

1-1 
遮へい体

外部 

1 1.19 0.19 1.26 0.26 
2 1.01 0.01 1.07 0.07 
3 1.00 0.00 1.06 0.06 

1-2 
遮へい体

外部 

1 1.17 0.17 1.19 0.19 
2 1.03 0.03 1.04 0.04 
3 0.99 0.01 1.00 0.00 

誤差平均 ― 0.07 ― 0.10 
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表 9.2-4 ガラス線量計（300Gy より大きい）の測定値と計算値の比較一覧 
解析 
ケース 

照射位置 
センサ 

No. 
C1/E √（C1/E-1）2 C2/E √（C2/E-1）2 

1-1 
遮へい体

内部 

1 1.01 0.01 1.09 0.09 
2 0.97 0.03 1.04 0.04 
3 0.84 0.16 0.93 0.07 

1-3 
遮へい体

外部 

1 0.86 0.14 0.88 0.12 
2 0.84 0.16 0.91 0.09 
3 0.78 0.22 0.84 0.16 

1-4 

遮へい体

外部 

1 0.75 0.25 0.81 0.19 
2 0.79 0.21 0.85 0.15 
3 0.84 0.16 0.91 0.09 

遮へい体

内部 
3 0.89 0.11 0.97 0.03 

誤差平均 ― 0.15 ― 0.11 
 

表 9.2-5 ガラス線量計（300Gy 以下）の測定値と計算値の比較一覧 
解析 
ケース 

照射位置 
センサ 

No. 
C1/E √（C1/E-1）2 C2/E √（C2/E-1）2 

1-2 
遮へい体

内部 

1 1.16 0.16 1.20 0.20 
2 1.13 0.13 1.16 0.16 
3 1.04 0.04 1.06 0.06 

1-3 
遮へい体

内部 

1 1.10 0.10 1.17 0.17 
2 1.05 0.05 1.15 0.15 
3 1.01 0.01 1.12 0.12 

1-4 
遮へい体

内部 
1 0.97 0.03 1.03 0.02 
2 1.02 0.02 1.08 0.08 

誤差平均 ― 0.07 ― 0.12 
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9.2.3 簡易遮へい評価手法の適用性の検討結果 
簡易遮へい評価手法として、QAD、手計算 1、手計算 2 及び手計算 3 と MCNP を比較した。

今回設定した条件における MCNP 及び各簡易遮へい評価手法の特徴を表 9.2-6 に示す。 
 

表 9.2-6 MCNP 及び各簡易遮へい評価手法の特徴 

 MCNP QAD 手計算 1 手計算 2 手計算 3 
評価可能な 
線源形状 

点、ライン、 
面等 

点、ライン、

面等 
点 点 ライン 

線源形状 
の影響 

― ― 

線源から 1m 
以上離れた 
評価位置では 
ライン線源と 
5%以内の 
差異で一致 

線源から 1m 
以上離れた 
評価位置では 
ライン線源と 
5%以内の 
差異で一致 

― 

線源距離 
による影響 

― 
MCNP と 
ほぼ一致 

MCNP と 
ほぼ一致 

MCNP と 
ほぼ一致 

MCNP と 
ほぼ一致 

遮へい体厚さ 
による影響 

― 
MCNP と 
比較し 20% 
保守的な値 

MCNP と 
比較し 20% 
保守的な値 

MCNP と 
比較し 10% 
保守的な値 

MCNP と 
比較し 3% 
保守的な値 

適用可能 
な距離 

制限なし 制限なし 
線源から 
1m 以上 

線源から 
1m 以上 

制限なし 

散乱線 
の考慮 

照射室 
遮へい体 

― ― ― ― 

評価可能な 
遮へい体形状 

3 次元 
開口部有り 
開口部無し 

3 次元 
開口部有り 
開口部無し 

1 次元 
開口部無し 

1 次元 
開口部無し 

2 次元 
開口部無し 

注：今回設定した線源条件（点線源及びライン線源）における特徴である。 
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代表的な簡易計算ケース（簡易計算ケース 1-1 から 1-4）の計算結果から、代表的な計算モデ

ルに対して適用可能な簡易遮へい評価手法を評価した。評価結果を表 9.2-7 に示す。ここでは、

MCNP との誤差について評価し、今回の適用方法の検討においては、MCNP の値との誤差 15%
を基準値と設定し、誤差が 15%以内となる簡易計算手法を示す。 
簡易計算ケース 1-1 及び 1-3 に示す遮へい体が無い場合では、QAD、手計算 1、手計算 2 及び

手計算 3 が全て適用可能であることが分かった。ただし、手計算 2 及び手計算 3 では、MCNP と

比較し、それぞれ約 1%、約 3%非保守的な値となった。なお、QAD は干渉性散乱を考慮したビ

ルドアップ係数を設定しており、計算コード自体が保守性を持つため[10] 、手計算と比較し、保守

的な値を示した。 
簡易計算ケース 1-2 及び 1-4 に示す遮へい体がある場合では、MCNP と比較し、QAD 及び手

計算 1 で約 20%、手計算 2 で約 10%、手計算 2 で 3%保守的な値を示すことが分かった。ただ

し、手計算 3 では遮へい体厚さが 10cm の時、MCNP と比較し、非保守的な値となった。 
簡易計算ケース 1-5 では、線源形状及び評価位置について評価した。ここでは、ライン線源を

点線源で模擬した場合のライン線源下部相当位置での影響を評価した。ライン線源におけるライ

ン線源下部の計算値と点線源におけるライン線源下部相当の計算値を比較した場合、線源から

30cm を超える評価位置では、誤差が約 2%以内と線源形状に依らず同程度の評価となった。しか

し、線源から 20cm の評価位置ではライン線源と比較し、点線源で評価した方が 10%非保守的、

10cm の位置では約 40%非保守的な値となった。従って、線源からの距離が近い場合には、点線

源のライン線源下部相当の評価位置での計算値は非保守的となることが分かった。 
 
 

表 9.2-7 代表的な簡易計算ケースに対して適用可能な簡易遮へい評価手法 

 
線源形状 

点線源 ライン線源 

遮へい体 
無し 

QAD 
手計算 1 
手計算 2 

QAD 
手計算 3 

有り 手計算 2 手計算 3 
注：今回設定した線源条件（点線源及びライン線源）での適用性評価結果である。 
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また、昨年度までの遮へい解析を模擬した計算ケース（簡易計算ケース 2-1 から 2-5）の結果

から、照射試験における線源形状及び遮へい体構造を考慮した場合の各簡易遮へい評価手法の適

用性を検討した。評価結果を表 9.2-8 に示す。各簡易遮へい評価手法と MCNP の比較結果を表

9.2-9 に示す。 
遮へい体外部の評価位置については、簡易計算ケース 2-2 の手計算 1 を除く全ての評価位置で、

MCNP との誤差との誤差が 15%以内となった。また、ケース 2-3 から 2-5 では、非保守的な値と

なっているが、線源からの距離が 1m 以上離れており、MCNP では、照射室における散乱線が考

慮されているためだと考えられる。 
 
遮へい体内部の評価位置について、QAD では、簡易計算ケース 2-1 から 2-5 で MCNP との誤

差が 15%以下となった。 
手計算 1 及び手計算 2 では、簡易計算ケース 2-1 から 2-3 で MCNP との誤差が 6%以下、2-4

及び 2-5 で 15%以上となった。手計算 1 及び 2 では、遮へい体がある場合、MCNP と比較し、

保守的な値を示す（簡易計算ケース 1-2 参照）。また、MCNP では線源の自己遮へいが考慮され

ていることから、簡易計算ケース 2-4 及び 2-5 では、MCNP と比較し、保守的な評価となったと

考えられる。簡易計算ケース 2-1 から 2-3 では、簡易計算ケース 2-4 及び 2-5 でみられた保守的

となる効果と、ライン線源を点線源で模擬したことによる非保守性（簡易計算ケース 1-5 参照）

及び開口部を遮へい体と設定したことによる非保守性が打ち消し合い、MCNP と同程度の評価に

なったと考えられる。 
手計算 3 では、簡易計算ケース 2-2 で MCNP と比較し 46%保守的、ケース 2-3 で 13%非保守

的な評価となった。ケース 2-2 では、開口部近傍の遮へい体を通過しない領域と設定している領

域に、実際は遮へい体が存在しているため、保守的な評価になったと考えられる。ケース 2-3 に

ついては、開口部近傍を評価しているが、全て遮へい体を通過する領域と設定したため、非保守

的な評価になったと考えられる。 
 
今回は代表的な簡易計算ケースとして、線源形状、線源からの距離及び遮へい体の有無を考慮

した場合の簡易遮へい評価手法の適用方法について検討した。また、過年度までの解析を模擬し

た計算条件で評価を実施した。ここでは、ライン線源に対して照射試験に用いた遮へい体構造を

考慮したうえで、簡易遮へい評価手法の適用方法について検討した。評価の結果、線源との位置

関係及び遮へい体構造によって、適用可能な簡易遮へい評価手法が異なることを確認した。 
ただし、今回の適用方法の検討結果は、今回の設定した条件における評価結果である。実環境

での評価を考えた場合には、ライン線源ではなく、面線源もしくは体積線源が対象であることが

想定される。従って、今回検討したライン線源以外の面線源もしくは体積線源を対象に、簡易遮

へい評価手法の適用方法を検討する必要があると考えられる。 
また、簡易計算手法の適用が可能となる MCNP もしくは測定値とのばらつきの許容値につい

ては、センサの使用環境条件、センサの耐放射線性及びセンサの交換頻度等によって変わると考

えられる。従って、センサの適用方法の検討においては、環境条件についても整理する必要があ

る。  
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表 9.2-8 過年度の解析を模擬した計算ケースに対して適用可能な簡易遮へい評価手法 

 
線源中心からの距離 

1m 以内 1m 以上 

遮へい体 
無し QAD、手計算 3 

QAD 
手計算 1 
手計算 2 
手計算 3 

有り QAD 

注：今回設定した線源条件（ライン線源、ライン線源を模擬した点線源） 
での適用性評価結果である。 

 
 

表 9.2-9 過年度の解析を模擬した計算ケースの MCNP との比較結果 

簡易計算 
ケース 

評価位置 
MCNP との比 

（簡易評価計算値/MCNP） 

QAD 手計算 1 手計算 2 手計算 3 

2-1 

遮へい体内部 

1.02 1.07 1.01 0.94 
2-2 1.15 1.04 1.00 1.46 
2-3 0.99 1.06 1.01 0.87 
2-4 1.13 1.22 1.15 1.01 
2-5 1.13 1.24 1.17 0.93 
2-1 

遮へい体外部 

0.91 1.02 0.98 0.94 
2-2 1.01 1.17 1.12 1.04 
2-3 0.91 0.94 0.90 0.93 
2-4 0.92 0.95 0.91 0.95 
2-5 0.91 0.94 0.90 0.94 
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図 9.2-5 簡易計算ケース 2-2 の手計算 3 の領域設定 
 
 

 

図 9.2-6 簡易計算ケース 2-3 の手計算 3 の領域設定 
 

  

遮へい体を通過する領域 

遮へい体を通過しない領域 

遮へい体を通過しない領域だが 
遮へい体によって遮へいされている 

遮へい体を通過する領域 

評価点下部に 
開口部が位置する 
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9.3 故障原因調査の実施 
バイポーラトランジスタ等のセンサの構成部品の耐放射線性については、既往研究でも調査さ

れており、製造メーカ、型番等は異なるが、今回の試験結果と同程度のオーダとなっている[11] 。

特に、バイポーラトランジスタ及び MOSFET は、他の構成部品と比較し、耐放射線性が低く、

センサの耐放射線性に大きく関係していると考えられる。今回取得した耐放射線性データは、サ

ンプル数も十分であり、特に、バイポーラトランジスタ及び MOSFET では、ガンマ線照射に伴

う素子間の性能の低下のばらつきが大きくなる傾向も確認された。このことが、センサの故障が

生じる集積吸収線量のばらつきにも関係しているものと考えられる。 
さらに、8.3.1 項の光電センサ及び測域センサの分解による構成部品調査結果で示したように、

センサには電子マイコン、FPGA などが内蔵されており、マイコン等のプログラムが書き込まれ

ているフラッシュメモリの放射線影響についてはさらに調べる必要があると考えられる。フラッ

シュメモリは浮遊ゲート MOSFET と呼ばれるトランジスタを使用している。浮遊ゲートは電荷

を保持する部分であり、浮遊ゲートの電荷がデータの 0 と 1 を表している。従って、放射線の影

響により浮遊ゲートの情報が書き換えられ、プログラム部に異常が生じた場合、センサ全体に誤

動作を生じさせるため、センサの故障に対する影響は大きいと考えられる。また、同じ種類のマ

イコンであっても、プログラムサイズがセンサの耐放射線性に影響する可能性がある。プログラ

ムサイズが大きい場合、使用される浮遊ゲート MOSFET の数も増加し、情報が書き換えられる

可能性が増加する。特に、センサのマイコンに書き込まれたプログラムは、センサを動作させる

ために特化されたプログラムであるため、一か所でも情報の書き換えが発生した場合、センサの

動作そのものが不能となるプログラムの領域が多く存在すると考えられる。 
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9.4 カスタマイズしたセンサの作動試験の実施 
作動試験におけるセンサ故障時の集積吸収線量及びその比を表 9.4-1 に示す。 
遮へい体無しの場合約 680Gy でセンサが故障し、遮へい体有りの場合約 1300Gy で故障して

おり、遮へい体の有無によるセンサ故障時の集積吸収線量の比については、約 1.9 となった。 
作動試験においては、遮へい体がある場合、遮へい体が無い場合と比較してセンサが故障する

集積吸収線量が増加することが確認された。しかし、今回作動試験のサンプル数が 1 であること、

令和 5 年度までに実施したカスタマイズ試験では、遮へい体の有無にかかわらず同程度の集積吸

収線量でセンサが故障していたことから、今回の作動試験で確認された傾向の違いについては検

討が必要である。 
 

表 9.4-1 作動試験におけるセンサ故障時の集積吸収線量及びその比 

遮へい体 
の有無 

故障時の 
集積吸収線量 

[Gy] 
集積吸収線量の比 

無し 約 680 
約 1.9 

有り 約 1300 
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 一般産業用工業品の使用指針の作成 
一般産業用工業品の使用指針案の作成に向け、技術委員会を実施した。本年度の技術委員会で

は、第 1 回技術委員会で頂いたコメント対応結果、機器の適用方法及び作動試験について、ご報

告し、審議を行った。 
 

10.1 令和 6 年度の技術委員会実施内容 
本年度は 2.2 項の全体計画に従い、第 2 回及び第 3 回技術委員会を実施した。以下に、各回の

概要を示す。 
 

10.2 第 2 回技術委員会結果概要 
第 2 回技術委員会では、第 1 回技術委員会で委員よりコメントのあったセンサメーカによる耐

放射線性のばらつきの評価結果及び線量計組成の遮へい解析への影響評価の一部をご報告し、審

議を行った。 
本年度までの試験結果から光電センサでセンサメーカによる耐放射線性のばらつきが確認され

た。技術委員会では、故障時の挙動及びそのばらつきについて、コメントがあった。ただし、故

障時の挙動について議論をするためには、故障メカニズムの検討が必要とコメントがあり、第 3
回技術委員会において、故障メカニズムを含む議論を行うこととした。 
線量計組成の影響については、線量計組成を考慮することで、測定値との誤差が 2%から 3%低

減することを確認した。また、線量計の違いによって精度が若干異なるが、測定値とは数%の誤

差であるため、線量計組成は考慮せずに吸収線量を評価してよいとコメントを頂いた。 
 

10.3 第 3 回技術委員会結果概要 
第 3 回技術委員会では、線量計組成の遮へい解析への影響評価、ガラス線量計特性の評価結果、

簡易遮へい評価手法の適用方法検討結果、故障原因調査結果及び作動試験方法をご報告し、審議

を行った。 
線量計組成については、第 2 回技術委員会と同様に線量計組成を考慮しなくても良いと考えら

れたが、線量計組成による測定値の誤差が大きく、線量計組成による計算値の誤差と比較し、測

定値と計算値の誤差が大きくなる傾向が確認されたことをご報告した。また、使用指針案にはこ

れまで実施した照射試験結果と使用指針のユーザが実施する試験結果を比較可能とするために、

線量の換算等の考え方について明確にする必要があるとコメントを頂いた。 
簡易遮へい評価手法については、今回設定した計算条件ではある程度の適用性が確認されたが、

今後使用指針のユーザが環境条件に応じて適用可能な計算手法を示す必要があるとコメント頂い

た。また、今回適用方法を検討した点線源及びライン線源以外の実環境に近い体積線源もしくは

面線源を対象に簡易遮へい評価手法の適用方法を検討する必要があると考えられた。 
故障原因調査については、センサの構成部品である電子素子への照射試験結果及びセンサの耐

放射線性と電子素子の耐放射線性の比較結果について、審議した。照射を実施した電子素子とセ

ンサの耐放射線性は同程度のオーダであり、電子素子の耐放射線性によってセンサの耐放射線性

が決定されると考えられた。一方で、測域センサ等に使用されるマイコン、FPGA 等については、
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耐放射線性データが無く、センサ自身の耐放射線性に対して支配的である可能性があるため、マ

イコン等の耐放射線性データを取得する必要があるとコメント頂いた。また、使用指針案におい

て、照射試験を実施してセンサの耐放射線性データを取得する際の基準値を示す必要があり、環

境条件の整理を含めて、照射試験の要否の考え方を整理する必要があるとコメント頂いた。 
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 今後の課題 
本年度までの成果及び技術委員会でのコメントを踏まえ、以下の課題が考えられる。 
 

11.1 マイコン、FPGA の耐放射線性データの取得 
センサの構成部品への照射試験によって、構成部品である電子素子の耐放射線性データを取得

した。ここで、バイポーラトランジスタ及び MOSFET の耐放射線性が、センサの耐放射線性及

び耐放射線性のばらつきに関係していると考えられた。 
しかし、測域センサの耐放射線性は、トランジスタの耐放射線性と比較して低い。構成部品調

査の中で、測域センサには 32bit マイコン、FPGA が使用されていることを確認しており、こう

した構成部品がセンサの耐放射線性に寄与している可能性がある。マイコン等のプログラムが書

き込まれるフラッシュメモリは、浮遊ゲート MOSFET と呼ばれるトランジスタを使用しており、

浮遊ゲートの情報が書き換えによってプログラム部に異常が生じた場合、センサ全体が誤動作を

生じ、故障することが考えられる。また、マイコン等の耐放射線性データについては、知見が少

ない。使用指針の中でセンサの構成部品の耐放射線性に着目し、センサの耐放射線性を評価する

うえでは、マイコン、FPGA の耐放射線性データの取得が必要であると考えられる。 
 

11.2 簡易遮へい評価手法の適用方法の追加検討 
本年度は、点線源及びライン線源を対象に簡易遮へい手法の適用方法を検討した。ここでは線

源からの距離及び遮へい体厚さの影響を評価するとともに、過年度までの解析を模擬した計算条

件で、QAD 及び手計算手法の適用方法を評価した。 
ただし、本年度の適用方法の検討結果は、点線源及びライン線源のみが対象であり、また線源

形状、遮へい体構造等も今回評価した計算モデルに対する評価結果である。 
実環境として、放射性廃棄物保管庫等を想定すると、線源形状は点線源及びライン線源ではな

く、体積線源であることが想定される。そこで、実環境に近い面線源もしくは体積線源を対象に

簡易遮へい評価手法の適用方法について検討する必要があると考えられる。 
 

11.3 作動試験における遮へい体構造の影響評価 
本年度実施した作動試験では、コンベヤに付随する 2 台の光電センサを対象に試験を実施した。

この時、1 台のセンサをカスタマイズし照射を実施しところ、センサが故障するまでの集積吸収

線量がカスタマイズしないものと比較して 1.9 倍となった。これまでセンサ単体を対象に実施し

たカスタマイズ試験では、カスタマイズの有無にかかわらず、センサの故障する集積吸収線量は

同程度であったため、作動試験における遮へい体の影響評価を実施する必要がある。 
 

11.4 一般産業用工業品の使用指針案の作成 
本年度までの照射試験結果及び検討結果を踏まえて、一般産業用工業品の使用指針案を作成す

る必要がある。使用指針案には、一般産業用工業品を放射線環境下で使用する場合の適用環境の

整理方法、センサの耐放射線性の評価方法、センサの耐放射線性データの取得方法、遮へい設計

の考え方等を示すことが必要であると考えられる。  
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 まとめ 
令和 6 年度は、センサメーカ間のばらつき評価のための耐放射線性データの取得、簡易遮へい

評価手法の適用方法検討、故障原因調査の実施及び作動試験の実施を行った。 
センサメーカ間のばらつき評価においては、令和 2 年度に耐放射線性が高いと評価されたメー

カの光電センサ、近接センサ及び測域センサの耐放射線性データを追加取得し、耐放射線性の低

いセンサメーカのセンサの耐放射線性と比較を実施した。比較の結果、光電センサではセンサメ

ーカ間の耐放射線性のばらつきに有意差が確認されたが、近接センサ及び測域センサでは耐放射

線性のばらつきに有意差は確認されなかった。 
簡易遮へい評価手法の適用方法の検討では、第 1 回技術委員会でコメントのあった MCNP に

おける線量計組成の影響評価を行った。ここでは、集積吸収線量が 300Gy 以下の時、線量計組成

の影響は 5%程度であり、測定値との誤差と比較し小さいため、MCNP で解析を行う際には、線

量計組成を考慮する必要は無いと評価された。また、簡易遮へい手法である QAD 及び複数の手

計算手法について、代表的な簡易計算ケースを対象に計算を実施し、MCNP との比較を実施した。

ここでは点線源及びライン線源を対象とし、線源からの距離及び遮へい体厚さの影響を評価した。

遮へい体が無い場合には、QAD、手計算 1、手計算 2 及び手計算 3 の全てが MCNP と同程度と

なることを確認した。QAD は干渉性散乱を考慮したビルドアップ係数を設定しており、手計算と

比較し、保守的な値を示すことを確認した。遮へい体がある場合には、MCNP と比較し、QAD
及び手計算 1 で約 20%、手計算 2 で約 10%、手計算 2 で 3%保守的な値を示すことを確認した。

さらに、昨年度までの遮へい解析を模擬した計算を行った。計算の結果、QAD では、MCNP と

の誤差が 15%以内となり、手計算 1 及び手計算 2 では、計算条件によっては、15%以上、手計算

3 では、1 ケースが 46%保守的な値、他の 1 ケースで 13%非保守的な値となった。計算手法の持

つ保守性に加えて、ライン線源を点線源で模擬すること、遮へい体通過領域の設定により、誤差

が増加することを確認した。ただし、今回の評価結果は、過去の解析を模擬した条件における結

果である。実環境の線源は、点線源及びライン線源ではなく、体積線源もしくは面線源に近いと

考えられるため、より実環境に近い線源形状において、簡易遮へい手法の適用方法を検討する必

要がある。また、簡易計算手法の適用が可能となる MCNP もしくは測定値とのばらつきの許容

値については、センサの使用環境条件、センサの耐放射線性及びセンサに要求される耐放射線性

とセンサの交換頻度等によって変わるため、センサの適用方法の検討においては、環境条件につ

いても整理する必要がある。 
故障原因調査の実施では、光電センサ及び測域センサの構成部品の調査を行い、構成部品の耐

放射線性データを取得した。構成部品の中でも、バイポーラトランジスタ及び MOSFET は、他

の構成部品と比較し、耐放射線性が低く、センサの耐放射線性に大きく関係していると考えられ

る。また、バイポーラトランジスタ及び MOSFET では、ガンマ線照射に伴う素子間の性能の低

下のばらつきが大きくなる傾向も確認されており、センサの故障が生じる集積吸収線量のばらつ

きに影響しているものと考えられる。 
作動試験の実施では、搬送装置としてコンベヤを想定し、光電センサの付随するコンベヤに対

して照射を行い、動作及びセンサの出力を確認した。この時、遮へい体を装着したセンサと通常

のセンサの 2 台を同時に照射し、センサの故障への影響を確認した。故障時の挙動については、
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同様であったが、遮へい体がある場合、センサの耐放射線性が約 1.9 倍となった。これまでのセ

ンサのカスタマイズ試験では、遮へい体の有無にかかわらず同程度の集積吸収線量で故障してい

たため、センサのばらつきに含まれるのかもしくは他の要因があるのかは検討が必要である。 
また、第 2 回及び第 3 回技術委員会を実施し、本年度の検討結果について審議した。第 2 回技

術委員会では、センサメーカによる耐放射線性のばらつきの評価結果及び線量計素子の解析への

影響評価結果をご報告した。センサのばらつきについては、故障メカニズムを考慮する必要があ

り、故障原因調査結果を踏まえて、審議を続けるものとなった。また、解析における線量計組成

の影響については、考慮する必要は無いとコメントを頂いた。第 3 回技術委員会では、故障原因

調査結果である構成部品への照射試験結果、簡易遮へい手法の適用方法の検討結果等についてご

報告した。構成部品の照射試験については、バイポーラトランジスタ及び MOSFET の耐放射線

性がセンサの耐放射線性に影響すると考えられた。しかし、マイコン、FPGA については、耐放

射線性データが無いため、測域センサ等の耐放射線性を評価するためには、追加データ取得が必

要であるとコメントを頂いた。簡易遮へい手法の適用方法については、実環境を考慮した評価を

実施する必要があるとコメントを頂いた。ここでは、実環境における線源形状とともに環境条件

も重要であると考えられる。使用指針案の作成に向けては、適用環境の環境条件の整理とともに、

センサの耐放射線性データを取得する照射試験が必要となる吸収線量の基準についても検討が必

要であるとコメントを頂いた。 
来年度は、全体計画の最終年度であり、本年度の課題を踏まえて検討を実施したうえで、使用

指針案を作成することが必要である。 
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